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各部局における 

令和４年度の主要事業について 

資料１ 



 

 

 

凡例 

 

１ 「ふるさと」欄について 

  岩手県ふるさと振興総合戦略における４本の柱の戦略の区分を示しています。 

Ⅰ-1：商工業振興戦略 

Ⅰ-2：観光産業振興戦略 

Ⅰ-3：農林水産業振興戦略 

Ⅰ-4：ふるさと移住・定住促進戦略 

Ⅱ-1：若者の就労、出会い・結婚、妊娠・出産支援戦略 

Ⅱ-2：子育て支援戦略 

Ⅲ-1：魅力あるふるさとづくり戦略 

Ⅲ-2：文化スポーツ振興戦略 

Ⅲ-3：若者・女性活躍支援戦略 

Ⅲ-4：保健・医療・福祉充実戦略 

Ⅲ-5：ふるさとの未来を担う人づくり戦略 

Ⅳ-1：関係人口創出・拡大戦略 

Ⅳ-2：いわてまるごと交流促進戦略 

 

 

２ 「分野横断」欄について 

岩手県ふるさと振興総合戦略における分野横断の戦略の区分を示しています。 

Ⅴ-1：国際研究・交流拠点地域形成戦略 

Ⅴ-2：北上川流域産業・生活高度化戦略 

Ⅴ-3：新しい三陸創造戦略 

Ⅴ-4：北いわて産業・社会革新戦略 

 

 

   3 「重点」欄について 

     令和４年度岩手県一般会計当初予算（案）における３つの重点テーマの区分を 

示しています。 

人口減少：人口の自然減・社会減対策 

デジタル化：デジタル化の推進 

グリーン：グリーン社会の実現 



【予算額】 （単位：百万円、％）

政策企画部
秘書課

管理担当

019-629-5506

うち震災対応分 △ 3.0 △ 24.6

令和４年度の主要事業
照
会
先

804.8

9.2

４年度当初予算額 ３年度当初予算額

786.8

12.2

■主要事業一覧

区分 増減額 増減率

当初予算額 18.0 2.3

【復興推進関係】（政策企画部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

Ⅳ 未来のための伝承・発信

【Ⅳ】２ 復興情報発信

　「復興に取り組む岩手の姿」と「岩手の魅力」を発信し、震災を風化させず、復興への継続的な支援に
つなげる広報を展開します。

【Ⅳ】2-㉔　復興の姿を重層的に発信します

いわて情報発信強化事業
費
(広聴広報課)

7.6 7.8 △ 0.2 ○
「復興に取り組む岩手の姿」と「岩手の魅
力」を発信し、震災を風化させず、復興への
継続的な支援に繋げる広報を展開
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分野
横断

重
点

デ
ジ
タ
ル
化

いわて県政広報事業費(い
わてグラフ・広報媒体購
入)
（広聴広報課）

109.8 124.9 △ 15.1

○ ○ Ⅳ-1
ＳＮＳ等による効果的な広聴広報を展開するた
め、発信力向上に資する職員研修等を実施する
ほか、ＳＮＳを活用したアンケートを実施

いわて県政広報事業費(広
聴広報デジタル強化)
（広聴広報課）

5.9 0.0 皆増 新規

○
政策評価の実施や施策への適切な反映のため、
政策評価委員会の開催や県民の幸福感に関する
分析等を実施

政策評価推進費
（政策企画課）

8.6 8.9 △ 0.3

■その他主要な事業

総合計画推進費
（政策企画課）

9.1 9.5 △ 0.4 ○
「いわて県民計画(2019～2028)」の推進に関す
る重要事項などを審議するため、岩手県総合計
画審議会を開催

○ Ⅳ-1

県の重要施策や復興の状況、生活関連情報等を
県民に分かりやすく伝えるため、「いわてグラ
フ」の発行やテレビ、ラジオ等を活用した広報
を実施

事業内容

《政策推進関係》（政策企画部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

2



【予算額】 （単位：百万円、％）

電子県庁運営費
（行政経営推進課）

683.1 841.0 △ 157.9
一部
新規

○
ＡＩやＲＰＡなどのＩＣＴを活用し、業務の
効率化や県民サービス向上を推進

○
ＤＸ推進を図るための外部人材の任用や行政
基幹業務システムの運用保守等を実施

デ
ジ
タ
ル
化

いわて情報ハイウェイ整
備費
（行政経営推進課）

327.8

■その他主要な事業

情報化設備整備費
（行政経営推進課）

58.4 14.7 43.7
一部
新規

デ
ジ
タ
ル
化

県の広域ネットワークシステム「いわて情報
ハイウェイ」の通信容量の増強等

0.0 皆増 新規 ○

デ
ジ
タ
ル
化

働き方改革や適正な文書管理の推進を図るた
め、電子決裁・文書管理システムの運用保守
を実施

一部
新規

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

《政策推進関係》（総務部） （単位：百万円）

総務部
総務室

管理担当

019-629-5033

うち震災対応分 △ 128.1 △ 13.3

令和４年度の主要事業
照
会
先

164,502.6

834.8

４年度当初予算額 ３年度当初予算額

167,284.7

区分 増減額 増減率

当初予算額 △ 2,782.1 △ 1.7

962.9

県税業務デジタル化推進
整備事業費
（税務課）

200.0 0.0 皆増 新規 ○

デ
ジ
タ
ル
化

業務の効率化を図るため、県税システムの更
新を実施

○

デ
ジ
タ
ル
化

電子決裁・文書管理シス
テム運営費
（総務室）

24.3 0.0 皆増 新規

業務の効率化を図るための基幹系業務システ
ムの最適化に向けた調査等を実施するととも
に、グループウェアシステムの更新等を実施

○

デ
ジ
タ
ル
化

情報システム最適化事業
費
（行政経営推進課）

153.5 38.5 115.0
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【予算額】 （単位：百万円、％）

【Ⅰ】1-② 故郷への思いを生かした豊かで快適な生活環境をつくります

震災津波関連資料収集・
活用等推進事業費
（復興推進課）

45.5 5.5 40.0
一部
新規

○
大規模災害に備えた防災体制を構築するた
め、広域防災拠点への食糧等の備蓄及び広域
防災拠点配置計画等の見直し

○

東日本大震災津波の事実を踏まえた教訓を今
後の国内外の防災学習等に生かすため、「い
わて震災津波アーカイブ～希望～」のシステ
ム改修を行うとともに、震災津波関連の記録
を蓄積し、その活用を促進

Ⅰ　安全の確保

【Ⅰ】１ 防災のまちづくり

　東日本大震災津波や近年の各種災害における経験・教訓を踏まえ、自助・共助・公助に基づく防災体制
づくりに向け、県民一人ひとりの防災意識の向上や、地域コミュニティにおける住民同士が助け合える体
制の強化、国・県・市町村・防災機関が連携した防災・減災体制の整備などの取組を推進します。

【Ⅰ】1-① 災害に強く安全で安心な暮らしを支える防災都市・地域をつくります

広域防災拠点設備等整備
費
（防災課）

12.0 11.6 0.4
一部
新規

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

■主要事業一覧

区分 増減額 増減率

当初予算額 △ 1,150.2 △ 34.1

【復興推進関係】（復興防災部） （単位：百万円）

復興防災部
復興危機管理室

企画担当

019-629-6925

うち震災対応分 △ 971.3 △ 54.2

令和４年度の主要事業
照
会
先

2,226.2

821.3

４年度当初予算額 ３年度当初予算額

3,376.4

1,792.6

東日本大震災津波伝承館の施設管理、展示解
説、企画展示及び震災教育等の事業を実施

東日本大震災津波伝承館
管理費
（復興危機管理室）

103.3 116.7 △ 13.4 ○

放射線影響対策費
（復興危機管理室）

2.8 2.4 0.4 ○

原発放射線影響対策を推進するため、放射線
に関する情報発信や、東京電力による損害賠
償の実施に向け市町村等と連携した取組等を
実施
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事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

【復興推進関係】（復興防災部） （単位：百万円）

【Ⅱ】1-④　被災者の生活の安定と住環境の再建に向けて支援します

被災者生活支援事業費
（復興くらし再建課）

39.7 40.2 △ 0.5
いわて被災者支援センターにおいて、恒久的
な住宅へ移行した後においても経済面や生活
設計などの課題を抱える被災者を支援

○
市町村が復興計画に基づく事業を実施するに
当たって、必要に応じて市町村への技術的な
助言等を実施

グ
リ
ー

ン

【Ⅱ】５ 市町村行政機能支援

　市町村による新しいまちづくりの支援のため、市町村が復興計画に基づく事業を実施するに当たって、
必要に応じて市町村に技術的な助言などを行います。

【Ⅱ】5-⑬　行政機能の向上を図ります

復興まちづくり支援事業
費
（復興推進課）

0.8 1.3 △ 0.5

被災者の参画による心の
復興事業費
（復興くらし再建課）

18.1 28.1 △ 10.0

被災者自身が参画し、活動する機会の創出等
を通じ、被災者が生きがいをもって生活する
ことなどを支援する民間団体等の取組に要す
る経費を補助（補助率：定額、補助対象：民
間団体等）

66.0 △ 40.0

【Ⅱ】４ 地域コミュニティ

　被災者の生活再建先におけるコミュニティ形成が円滑に進むよう、市町村や被災者支援を行う民間団体
などの調整役となるコーディネーターを配置して助言等を行うとともに、ＮＰＯなどが行う被災者の「心
の復興」のための取組を支援します。

【Ⅱ】4-⑫　地域コミュニティの再生・活性化を支援します

被災地コミュニティ支援
コーディネート事業費
（復興くらし再建課）

20.4 15.2 5.2

市町村及び被災者支援を行う民間団体等の調
整役となるコーディネーターを配置するな
ど、被災者の生活再建先におけるコミュニ
ティ形成が円滑に進むよう市町村を支援

Ⅱ　暮らしの再建

被災者住宅再建支援事業
費補助
（復興くらし再建課）

115.9 181.8 △ 65.9 ○

【Ⅱ】１ 生活・雇用

　被災者が安定した生活に戻ることができるよう、引き続き市町村と連携して持ち家による住宅再建を支
援するとともに、恒久的な住宅へ移行した後においても経済面や生活設計などの課題を抱える被災者への
支援、相談対応を実施します。

「持ち家」による住宅再建を促進するため、
住宅が全壊する等の被害を受けた被災者に対
し、住宅の建設・購入に要する経費を市町村
と共同で補助（補助率：定額、補助対象：市
町村）

東日本大震災津波で被害を受けた世帯主に対
し、生活の立て直しに資するための資金を貸
し付ける財源を市町村に貸付け

災害援護資金貸付金
（復興くらし再建課）

26.0
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事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

【復興推進関係】（復興防災部） （単位：百万円）

被災地域において、復興まちづくりに合わせ
て新たなビジネスを立ち上げた事業者や、販
路回復・開拓等に積極的に取り組む事業者の
成長等を支援するため、商工団体による経営
指導やクラウドファンディング活用に向けた
助言等を実施（補助率：定額、補助対象：岩
手県商工会連合会）

沿岸地域起業者等成長支
援事業費
（復興くらし再建課）

11.0 11.6 △ 0.6 ○

デ
ジ
タ
ル
化

【Ⅲ】2-⑲　産業の再生やものづくり産業などの振興を図ります

産業再生推進費
（復興くらし再建課）

0.7 0.7 0.0 ○

産業復興を促進するため、関係部局、関係団
体間との連携促進、情報収集等を行うととも
に、特区を活用した産業集積支援や産業再生
支援メニューの情報発信を実施

○

【Ⅲ】2-⑱　中小企業などの事業再開と経営力向上に向けた取組を支援します

○ Ⅲ-5

被災地の基幹産業である水産加工業の労働力
不足の解消に向け、地域外からの人材確保の
ための宿舎の整備及び女性が働きやすい職場
環境の整備に要する経費の一部補助等を実施
（補助率：定額、補助対象：市町村）

沿岸地域基幹産業ＤＸ推
進事業費
（復興くらし再建課）

10.1 0.0 皆増 新規 ○

地域基幹産業人材確保支
援事業費
（復興くらし再建課）

24.0 16.8 7.2

沿岸地域の基幹産業である水産加工業の高度
化を図るため、事業者が行うＤＸ関連の投資
に対し市町村が補助する場合に、当該市町村
に対し補助を実施（補助率：定額、補助対
象：市町村）

Ⅲ　なりわいの再生

【Ⅲ】２ 商工業

　三陸の多様な資源を生かした産業の振興が図られるよう、復興まちづくりに合わせて、新たなビジネス
を立ち上げた事業者や、販路回復・開拓等に積極的に取り組む事業者の成長等を支援するとともに、被災
地域の基幹産業である水産加工業の人材確保等が図られるよう、水産加工業者の取組を支援します。

○

○

産業復興を促進するため、関係部局、関係団
体間との連携促進、情報収集等を行うととも
に、特区を活用した産業集積支援や産業再生
支援メニューの情報発信を実施

産業再生推進費
（復興くらし再建課）

0.7 0.7 0.0

○

被災地域において、復興まちづくりに合わせ
て新たなビジネスを立ち上げた事業者や、販
路回復・開拓等に積極的に取り組む事業者の
成長等を支援するため、商工団体による経営
指導やクラウドファンディング活用に向けた
助言等を実施（補助率：定額、補助対象：岩
手県商工会連合会）

【Ⅲ】３ 観光

　東日本大震災津波の発生から今までの支援に対する感謝を伝え、風化防止や全国的な参画・支援の継
続・拡大による多様な交流の活発化につなげるため、復興に関する重層的な情報発信を実施します。

【Ⅲ】3-⑳　観光資源の再生を支援するとともに、新たな魅力を創造します

復興情報発信事業費
（復興推進課）

18.2 22.3 △ 4.1
一部
新規

○

県内外の多様な主体と連携し復興を推進する
ため、「復興フォーラム」や「伝承館開館３
周年・震災語り部ガイドサミット」の開催、
東日本大震災津波伝承館を拠点とした事実・
教訓の伝承と発信、国内外へのいわての復興
情報の発信を実施

沿岸地域起業者等成長支
援事業費
（復興くらし再建課）

11.0 11.6 △ 0.6
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事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

【復興推進関係】（復興防災部） （単位：百万円）

22.3 △ 4.1
一部
新規

【Ⅳ】２ 復興情報発信

　復興の取組状況と支援に対する感謝を発信するとともに、復興の取組を契機としたつながりを広げ、多
様な主体の参画による復興を進めるため、フォーラムの開催や東日本大震災津波伝承館を拠点とした海外
との交流・連携などに取り組みます。

【Ⅳ】2-㉔　復興の姿を重層的に発信します

復興情報発信事業費
（復興推進課）

18.2

Ⅳ 未来のための伝承・発信

【Ⅳ】１ 事実・教訓の伝承

　災害の歴史から学び、記憶や経験を語り継ぎ、将来に生かすため、東日本大震災津波伝承館において、
展示及び教育・普及事業を実施するとともに、震災津波関連資料をインターネットで検索・閲覧できる
アーカイブシステム「いわて震災津波アーカイブ～希望～」の活用を促進します。

【Ⅳ】1-㉒　教訓を伝承する仕組みづくりを推進します

復興推進費
（復興推進課）

12.7 13.2 △ 0.5

○

県内外の多様な主体と連携し復興を推進する
ため、「復興フォーラム」や「伝承館開館３
周年・震災語り部ガイドサミット」の開催、
東日本大震災津波伝承館を拠点とした事実・
教訓の伝承と発信、国内外へのいわての復興
情報の発信を実施

○

○
復興委員会等から助言などを得ながら復興推
進プランに基づく取組を着実に推進

○
東日本大震災津波伝承館の施設管理、展示解
説、企画展示及び震災教育等の事業を実施

震災津波関連資料収集・
活用等推進事業費
（復興推進課）

45.5 5.5 40.0
一部
新規

○ ○

東日本大震災津波の事実を踏まえた教訓を今
後の国内外の防災学習等に生かすため、「い
わて震災津波アーカイブ～希望～」のシステ
ム改修を行うとともに、震災津波関連の記録
を蓄積し、その活用を促進

東日本大震災津波伝承館
管理費
（復興危機管理室）

103.3 116.7 △ 13.4 ○
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分野
横断

重
点

デ
ジ
タ
ル
化

災害時ドローン導入促進
事業費
（復興危機管理室）

2.9 0.0 皆増 新規 ○

県内市町村等の災害対応力を強化するととも
に、消防団員や自主防災組織の役職者等の二
次被災リスクの軽減を図るため、県内市町村
及び消防本部における大規模災害時の避難誘
導や捜索活動などへのドローン利用を促進

○
県民の防犯意識の高揚と地域における防犯活
動を促進するため、普及啓発や自主防犯団体
の活動支援等を実施

《Ⅴ》28　事故や犯罪が少なく、安全・安心に暮らせるまちづくりを進めます

　防犯活動や性犯罪等の被害者に対する支援、交通安全活動、消費者施策等を推進し、県民の暮らしの安
全と安心を確保します。

《Ⅴ》28-①　地域ぐるみでの防犯意識の高揚に向けた取組の推進

犯罪のない安全・安心ま
ちづくり推進事業費
（消防安全課）

1.2 1.3 △ 0.1

近年の様々な災害の経験・教訓を踏まえた総
合防災訓練等を通じて、自衛隊・警察・消防
等関係機関との連携体制の強化を推進

《Ⅴ》27-③　実効的な防災・減災体制の整備（公助）

地域防災力強化プロジェ
クト事業費
（防災課、消防安全課）

42.5 52.4 △ 9.9 ○

地域コミュニティを基盤とした防災体制づく
りを図るため、防災士制度を活用した地域の
中核人材育成及び地区防災計画の策定支援を
実施するとともに市町村が行う消防団の団員
確保及び機能充実に向けた取組を支援（補助
率：1/2、補助対象：市町村）

《Ⅴ》27-②　地域コミュニティにおける防災体制の強化（共助）

地域防災力強化プロジェ
クト事業費
（防災課、消防安全課）

42.5 52.4 △ 9.9 ○

県民への正しい防災知識の普及と防災意識の
向上を図るため、教育委員会と連携した教員
を対象とした研修会の実施や、防災指導車
「防災そばっち号」を活用した普及啓発等を
実施

Ⅴ　安全

《Ⅴ》27　自助、共助、公助による防災体制をつくります

　東日本大震災津波や近年の各種災害における経験・教訓を踏まえ、自助・共助・公助に基づく防災体制
づくりに向け、県民一人ひとりの防災意識の向上や、地域コミュニティにおける住民同士が助け合える体
制の強化、国・県・市町村・防災機関が連携した防災・減災体制の整備などの取組を推進します。

《Ⅴ》27-①　県民への正しい防災知識の普及と防災意識の向上（自助）

地域防災力強化プロジェ
クト事業費
（防災課、消防安全課）

42.5 52.4 △ 9.9 ○

《Ⅳ》23-③　地域コミュニティを基盤とした防災体制づくり

地域防災力強化プロジェ
クト事業費
（防災課、消防安全課）

42.5 52.4 △ 9.9

地域コミュニティを基盤とした防災体制づく
りを図るため、防災士制度を活用した地域の
中核人材を育成するとともに、地区防災計画
の策定支援を実施

《Ⅳ》23　つながりや活力を感じられる地域コミュニティを守り育てます

　地域の安全を地域で守る防災体制づくりを図るため、自主防災組織などにおいて中核的な役割を担う人
材の育成に取り組みます。

Ⅳ　居住環境・コミュニティ

事業内容

《政策推進関係》（復興防災部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

「１０の政策分野」に基づく施策の推進
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（復興防災部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

３　三陸防災復興ゾーンプロジェクト

復興情報発信事業費
（復興推進課）

18.2 22.3 △ 4.1
一部
新規

○ ○

県内外の多様な主体と連携し復興を推進する
ため、「復興フォーラム」や「伝承館開館３
周年・震災語り部ガイドサミット」の開催、
東日本大震災津波伝承館を拠点とした事実・
教訓の伝承と発信、国内外へのいわての復興
情報の発信を実施

新しい時代を切り拓くプロジェクトの推進

27.0 28.6 △ 1.6 ○

交通事故防止や交通安全意識の醸成を図るた
め、「正しい交通ルールを守る県民運動」を
推進するほか、市町村交通指導員設置に要す
る経費を補助（補助率：1/2、補助対象：市
町村）

《Ⅹ》50-②　官民連携による県民運動の展開

交通安全指導費
（消防安全課）

○

《Ⅹ》50　幅広い市民活動や多様な主体による県民運動を促進します

　多様な主体の参画・連携・協働に向けた機運醸成とネットワークづくりや社会のニーズに対応したＮＰ
Ｏの活動促進に向けた支援を推進するとともに、県民運動への参加機運の醸成に取り組みます。

Ⅹ　参画

○

交通事故防止や交通安全意識の醸成を図るた
め、「正しい交通ルールを守る県民運動」を
推進するほか、市町村交通指導員設置に要す
る経費を補助（補助率：1/2、補助対象：市
町村）

《Ⅴ》28-⑤　交通事故抑止対策の推進

交通安全指導費
（消防安全課）

27.0 28.6 △ 1.6

性犯罪・性暴力被害者の心身の負担軽減、警
察への届出促進、被害の潜在化防止等を図る
ため、「はまなすサポート」により、医療、
相談、法的支援等の総合的な支援を実施

《Ⅴ》28-②　犯罪被害者を支える社会づくりの推進

性犯罪等被害者支援事業
費
（消防安全課）

11.3 7.0 4.3

■その他主要な事業

　被災者一人ひとりの復興を見守り、寄り添った支援をし、被災者の生活の立て直しに資するため、災害
援護資金に係る利子の負担軽減等に取り組みます。

災害救助費
（復興くらし再建課）

134.0 1,040.9 △ 906.9
災害救助法に基づき、応急的に必要な救助を
行うとともに、応急仮設住宅用地の原状回復
を実施

災害援護資金貸付金利子
補給補助
（復興くらし再建課）

7.0 8.4 △ 1.4 ○

災害援護資金を貸し付けた市町村が、借受者
に対し当該貸付金に係る利子に相当する額の
補助を行う場合に要する経費を補助（補助
率：定額、補助対象：市町村）
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【予算額】 （単位：百万円、％）

「いわての学び希望基金」を活用し、被災地
において、公共交通事業者が実施する高校生
等への通学費用の負担軽減支援に要する経費
を補助（補助率：定額、補助対象：三陸鉄道
㈱、岩手県交通㈱、岩手県北自動車㈱、ＪＲ
バス東北㈱）

被災地通学支援事業費補
助
（交通政策室）

93.8 104.5 △ 10.7 ○ Ⅲ-1

【Ⅱ】1-④　被災者の生活の安定と住環境の再建に向けて支援します

三陸鉄道運営支援事業費
（三陸鉄道運営支援対策
費）
（交通政策室）

152.5 307.5 △ 155.0 ○ Ⅲ-1

三陸鉄道㈱の持続的な運営を支援するため、
関係市町村と連携し、設備の維持管理等に要
する経費の補助等を実施（補助率：1/2、補
助対象：三陸鉄道㈱）

【Ⅱ】３ 教育・文化・スポーツ

　私立学校の安定的な教育環境の確保を図るとともに、被災した児童生徒等の経済的負担を軽減し、就学
を支援します。

【Ⅱ】3-⑧　きめ細かな学校教育を実践するとともに、教育環境の整備・充実を図ります

公立大学法人岩手県立大
学運営費交付金
（学事振興課）

27.4 27.4 0.0 ○
被災した学生の負担軽減を図るため、岩手県
立大学が行う授業料等の減免に要する経費を
交付

三陸鉄道バリアフリー化
設備等整備費補助
（交通政策室）

50.0 0.0 皆増 新規

地域バス交通支援事業費
補助
（交通政策室）

38.0 39.0 △ 1.0 ○ Ⅲ-1

三陸鉄道運営支援事業費
（三陸鉄道経営移管交付
金）
（交通政策室）

169.9 155.2 14.7

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

■主要事業一覧

区分 増減額 増減率

当初予算額 △ 203.0 △ 1.2

【復興推進関係】（ふるさと振興部） （単位：百万円）

ふるさと振興部
ふるさと振興企画室

企画担当

019-629-5215

うち震災対応分 △ 40.8 △ 11.8

令和４年度の主要事業
照
会
先

16,318.0

303.6

４年度当初予算額 ３年度当初予算額

16,521.0

344.4

○ Ⅲ-1

三陸鉄道㈱の持続的な運営を支援するため、
関係市町村と連携した利用促進に加え、三鉄
沿線地域の魅力発信と誘客拡大のための事業
を実施

三陸鉄道運営支援事業費
（三陸鉄道強化促進協議
会負担金）
（交通政策室）

24.6 23.7 0.9 ○ Ⅲ-1

Ⅱ　暮らしの再建

【Ⅱ】１ 生活・雇用

　被災者の通院や通学の際の移動手段である鉄道やバス路線の維持を図るとともに、被災地の子どもたち
の通学を支援します。

ＪＲ山田線移管後の三陸鉄道㈱の持続的な運
営を確保するため、経営移管後に生じる設備
の維持管理等に要する経費に対して交付金を
交付

住民生活の重要な移動手段であるバス路線の
維持を図るため、市町村が行う生活交通路線
の確保に要する経費を補助（補助率：1/2、
補助対象：市町村）

○ Ⅲ-5

高齢者や障がい者等の移動の円滑化を図るた
め、三陸鉄道㈱が行う三陸鉄道宮古駅のエレ
ベーター設置に対し、市町村が支援を行う場
合の経費に対する補助（補助率：定額、補助
対象：市町村）
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事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

【復興推進関係】（ふるさと振興部） （単位：百万円）

【Ⅲ】３ 観光

　被災地において復興支援活動を行ういわて復興応援隊を活用し、観光地域づくりを推進するとともに、
定住・交流人口の拡大を目指し、市町村と連携した地域の魅力発信を行います。

【Ⅲ】3-⑳　観光資源の再生を支援するとともに、新たな魅力を創造します

いわて復興応援隊活動推
進事業費
（地域振興室）

48.2 64.2 △ 16.0 ○ Ⅰ-4
被災地の復興や地域振興を担う「いわて復興
応援隊」の受入れを実施し、地域の活性化や
将来の人材定着につなげる取組を推進

【Ⅲ】2-⑲　産業の再生やものづくり産業などの振興を図ります

海洋研究拠点形成促進事
業費（海洋研究学びの場
創出推進事業費）
（科学・情報政策室）

2.0 2.0 0.0 ○ Ⅲ-1

次代の海洋科学技術を担う人材を育成するた
め、三陸沿岸地域の子ども達に調査船特別公
開や特別授業等の最先端の海洋研究に触れる
機会を提供

【Ⅲ】２ 商工業

　科学技術に関する興味や関心を高め、三陸の多様な資源を生かした研究開発を担う人材の育成を推進し
ます。

Ⅲ　なりわいの再生

【Ⅱ】４ 地域コミュニティ

　被災地で展開している多様な主体による復興支援の動きを促進するため、首都圏を中心とした企業等と
の協働に向けた復興支援誘致活動の取組を推進します。

【Ⅱ】4-⑫　地域コミュニティの再生・活性化を支援します

新しい三陸復興のかけ橋
推進費
（県北・沿岸振興室）

1.5 1.5 0.0 ○ Ⅲ-1

県内外からの復興支援活動を促進させるた
め、首都圏を中心とした企業等との協働によ
る復興支援マッチングやネットワーク強化、
復興関連情報の発信を実施

いわての学び希望基金教
科書購入費等給付事業費
（学事振興課）

7.8 10.2 △ 2.4 ○ Ⅱ-2

東日本大震災津波で被災したことにより生活
の基盤を失った生徒に対して、学校生活に必
要な経費（高等学校入学に要する経費、教科
書相当額、修学旅行費）を給付（対象者：一
定の所得未満の世帯の私立高等学校の生徒、
対象見込人数：76人）

東日本大震災津波で被災した高校生等が、経
済的な理由により大学等への進学を断念する
ことのないよう、進学に伴い必要となる費用
等の一部を給付（対象者：一定の所得未満の
世帯の私立高等学校等卒業生、対象見込人
数：10人）

いわての学び希望基金大
学等進学支援一時金給付
事業費
（学事振興課）

4.8 5.4 △ 0.6 ○ Ⅱ-2

被災により就学等が困難となった私立学校の
児童生徒等の負担軽減を図るため、学校法人
等が行う授業料等の減免に要する経費の一部
を補助（補助率：定額、補助対象：学校法人
等）

私立学校被災児童生徒等
就学支援事業費補助
（学事振興課）

50.1 58.8 △ 8.7 ○ Ⅱ-2
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分野
横断

重
点

私立高等学校等就学支援
金交付金
（学事振興課）

1,808.7 1,777.7 31.0 Ⅱ-2 ○
私立高等学校等における教育費の負担軽減を
図るため、就学支援金を交付

私立高等学校等授業料等
減免補助
（学事振興課）

39.2 41.5 △ 2.3 Ⅱ-2 ○

私立高等学校等の児童生徒の負担軽減を図る
ため、学校法人が行う私立高等学校等就学支
援金の国の交付額を超えた授業料等の減免に
要する経費等の一部を補助（補助率：定額、
補助対象：学校法人等）

《Ⅲ》17　多様なニーズに応じた特色ある私学教育を充実します

　児童生徒の希望する進路の選択肢を拡大し、将来の自己実現を達成できるようにするため、建学の精神
などに基づく多様な教育ニーズに対応した特色ある教育活動を支援することによって私学教育を充実しま
す。

《Ⅲ》17-①　各私立学校の建学の精神などに基づく特色ある教育活動の支援

私立学校運営費補助
（学事振興課）

3,432.4 3,392.3 40.1 Ⅲ-5

私立学校の安定的な教育環境の確保を図るた
め、学校運営等に要する経費の一部を補助す
るとともに、新型コロナウイルス感染症対策
として遠隔授業やＩＣＴを活用した教育の実
施に要する経費の一部を補助（補助率：定
額、補助対象：学校法人等）

Ⅲ　教育

私立高等学校等における教育費の負担軽減を
図るため、就学支援金を交付

奨学のための給付金支給
事業費
（学事振興課）

145.6 184.7 △ 39.1 Ⅱ-2

私立高等学校等における授業料以外の教育費
負担の軽減を図るため、奨学のための給付金
を支給（対象者：私立高等学校等の生徒等が
いる住民税非課税世帯、生活保護受給世帯又
は家計急変世帯、対象見込人数：1,162人）

《Ⅱ》6-④　子どもが健やかに成長できる環境の整備

私立高等学校等就学支援
金交付金
（学事振興課）

1,808.7 1,777.7 31.0 Ⅱ-2

学び直しへの支援事業費
補助
（学事振興課）

5.8 7.2 △ 1.4 Ⅱ-2

《政策推進関係》（ふるさと振興部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

「１０の政策分野」に基づく施策の推進

事業内容

Ⅱ　家族・子育て

《Ⅱ》６　安心して子どもを生み育てられる環境をつくります

　子どもが、生まれ育った環境に左右されず、安心して学ぶことができるよう、教育の機会を確保しま
す。

低所得世帯の教育費負担の軽減と教育の機会
の拡充を図るため、就学支援金支給期間の経
過後も授業料についての支援を実施（補助
率：10/10、補助対象：私立高等学校等の設
置者）

私立専修学校専門課程授
業料等減免補助
（学事振興課）

292.8 371.5 △ 78.7 Ⅱ-2

私立専修学校専門課程の生徒の経済的負担の
軽減を図るため、学校設置者が行う授業料等
減免に要する経費を補助（補助率：定額、補
助対象：私立専修学校専門課程の設置者）

私立高等学校等授業料等
減免補助
（学事振興課）

39.2 41.5 △ 2.3 Ⅱ-2

私立高等学校等の児童生徒の負担軽減を図る
ため、学校法人が行う私立高等学校等就学支
援金の国の交付額を超えた授業料等の減免に
要する経費等の一部を補助（補助率：定額、
補助対象：学校法人等）

私立高等学校専攻科等生
徒修学支援費補助
（学事振興課）

18.3 19.7 △ 1.4 Ⅱ-2

私立高等学校等専攻科の生徒の負担軽減を図
るため、専攻科支援金を支給（補助率：定
額、補助対象：私立高等学校等専攻科の生
徒）
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（ふるさと振興部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

デ
ジ
タ
ル
化

《Ⅲ》18-⑨　岩手と世界をつなぐ人材の育成

世界と岩手をつなぐ地域
の国際人材育成推進事業
費
（国際室）

16.2 16.1 0.1

Ⅲ-5

超スマート社会Society5.0に向けた機運を醸
成するため、科学・情報通信技術がもたらす
未来社会を幅広い層の県民に実感してもらう
場として、新たに科学・情報通信技術を総合
的に紹介する展示やセミナー等を追加した普
及啓発イベントを開催

Ⅲ-5
地域を支える国際人材を育成するため、世界
と岩手をつなぐ強い意欲を持つ高校生を対象
とした海外派遣研修を実施

《Ⅲ》18-⑧　科学技術の理解増進と次代を担う人材の育成

科学技術普及啓発推進事
業費
（科学・情報政策室）

4.8 6.0 △ 1.2

《Ⅲ》18-⑦　情報通信技術（ＩＣＴ）人材の育成

いわてデジタル化推進費
（科学・情報政策室）

25.8 12.4 13.4
一部
新規

Ⅲ-5
本県におけるデジタル社会の実現に向け、産
学官金が連携したＤＸの取組の推進やデジタ
ル人材の育成等を実施

○ ○

私立特別支援学校老朽改
築支援事業費補助
（学事振興課）

8.7 21.4 △ 12.7

私立高等学校専攻科等生
徒修学支援費補助
（学事振興課）

18.3 19.7 △ 1.4

《Ⅲ》17-③　私立学校の耐震化の支援や教育環境の整備促進

私立学校耐震化支援事業
費補助
（学事振興課）

46.9 23.2 23.7

Ⅲ-5

私立学校の安定的な教育環境の確保を図るた
め、学校運営等に要する経費の一部を補助
（補助率：定額、補助対象：学校法人（準学
校法人を含む））

○

私立学校の教育環境の整備を図るため、耐震
化に要する経費の一部を補助（補助率：
1/6・定額、補助対象：学校法人等）

Ⅱ-2 ○

私立高等学校等専攻科の生徒の負担軽減を図
るため、専攻科支援金を支給（補助率：定
額、補助対象：私立高等学校等専攻科の生
徒）

371.5 △ 78.7 Ⅱ-2 ○

私立専修学校専門課程の生徒の経済的負担の
軽減を図るため、学校設置者が行う授業料等
減免に要する経費を補助（補助率：定額、補
助対象：私立専修学校専門課程の設置者）

学び直しへの支援事業費
補助
（学事振興課）

5.8 7.2 △ 1.4 Ⅱ-2 ○

低所得世帯の教育費負担の軽減と教育の機会
の拡充を図るため、就学支援金支給期間の経
過後も授業料についての支援を実施（補助
率：10/10、補助対象：私立高等学校等の設
置者）

私立専修学校専門課程授
業料等減免補助
（学事振興課）

292.8

Ⅱ-2

私立高等学校等における授業料以外の教育費
負担の軽減を図るため、奨学のための給付金
を支給（対象者：私立高等学校等の生徒等が
いる住民税非課税世帯、生活保護受給世帯又
は家計急変世帯、対象見込人数：1,162人）

《Ⅲ》17-②　専修学校等での職業教育充実の支援

私立学校運営費補助（専
修学校分）
（学事振興課）

57.8 50.6 7.2

奨学のための給付金支給
事業費
（学事振興課）

145.6 184.7

私立学校の生徒等の安全を確保するため、特
別支援学校の建築物老朽改築への補助を実施
（補助率：1/6、補助対象：学校法人）

△ 39.1 ○

《Ⅲ》18　地域に貢献する人材を育てます

　情報通信技術（ＩＣＴ）人材や、科学技術の次代を担う人材、岩手と世界をつなぐ人材など、地域に貢
献する人材を育成します。
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（ふるさと振興部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

Ⅴ-4

人
口
減
少

三陸鉄道運営支援事業費
（三陸鉄道経営移管交付
金）
（交通政策室）

169.9 155.2 14.7 ○ Ⅲ-1 ○

ＪＲ山田線移管後の三陸鉄道㈱の持続的な運
営を確保するため、経営移管後に生じる設備
の維持管理等に要する経費に対して交付金を
交付

《Ⅳ》22　地域の暮らしを支える公共交通を守ります

　市町村等と協力して、第三セクター鉄道・路線バスの維持確保や、地域の実情に応じた交通体系構築、
交通事業者の経営改善等の取組を支援するとともに、地域公共交通の利用促進を図ります。

《Ⅳ》22-①　広域バス路線や鉄道路線の維持・確保

三陸鉄道運営支援事業費
（三陸鉄道運営支援対策
費）
（交通政策室）

152.5 307.5 △ 155.0 ○ Ⅲ-1

三陸鉄道㈱の持続的な運営を支援するため、
関係市町村と連携し、設備の維持管理等に要
する経費の補助等を実施（補助率：1/2、補
助対象：三陸鉄道㈱）

○

岩手県立大学の施設の長寿命化等を図るた
め、施設等整備に要する経費の一部を補助
（補助率：定額、補助対象：公立大学法人岩
手県立大学）

Ⅳ　居住環境・コミュニティ

公立大学法人岩手県立大
学施設等整備費補助
（学事振興課）

554.8 606.2 △ 51.4

《Ⅲ》20-③　岩手県立大学における取組への支援

公立大学法人岩手県立大
学運営費交付金
（学事振興課）

3,814.1 3,831.6 △ 17.5 Ⅲ-5
岩手県立大学の円滑な運営を確保するため、
運営費交付金を交付し、教育や研究の質の向
上と地域貢献を推進

Ⅲ-5
産学官連携のコンソーシアムを中心に、北い
わての地域課題に対応する産業振興と社会づ
くりを一体的に推進する取組を実施

《Ⅲ》20　高等教育機関と連携した地域づくり・人づくりを進めます

　産学官の協働により地域課題の解決や若者定着に向けた取組を推進するとともに、公立大学法人岩手県
立大学の運営を支援し、地域の未来創造に貢献するための取組を支援します。

《Ⅲ》20-①　高等教育機関との連携による地域課題解決に向けた取組の推進

北いわてプラチナシティ
推進事業費
（県北・沿岸振興室）

9.3 0.0 皆増 新規 ○

県内大学生等の定着を推進するため、県内企
業が大学等に求める人材育成ニーズの把握や
これまでの取組の検証等を実施

《Ⅲ》20-②　地域をけん引する人材の育成と若者定着の促進

県内大学生等定着推進事
業費
（学事振興課）

5.6 0.0 皆増 新規 Ⅲ-5

本県の将来を担うグローカル人材を育成し、
地域での積極的な活用を促進するため、産学
官の連携による「いわてグローカル人材育成
推進協議会」において、世界とつながる若者
の活動支援等の取組を実施

本県と雲南省とのネットワークの強化を図る
ため、青少年の相互交流等を実施

《Ⅲ》18-⑩　地域産業の国際化に貢献する人材の育成

いわてグローカル人材育
成推進費
（国際室）

3.2 3.3 △0.1 Ⅲ-5

雲南省友好交流推進事業
費
（国際室）

13.7 13.7 0.0 ○ Ⅲ-5
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（ふるさと振興部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

バス運行対策費
（交通政策室）

174.2 188.4 △ 14.2 ○ Ⅲ-1

住民生活の重要な移動手段であるバス路線の
維持を図るため、国庫補助制度に基づき、乗
合バス事業者に対して、運行欠損額及び車両
購入費を補助（補助率：定額、補助対象：乗
合バス事業者）

○

公共交通バリアフリー化
設備等整備費補助
（交通政策室）

20.0 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-1

高齢者や障がい者等の移動の円滑化を図るた
め、鉄道事業者が行う駅へのエレベーター設
置に対し、市町村が支援を行う場合の経費を
補助（補助率：定額、補助対象：市町村）

ＩＧＲいわて銀河鉄道㈱の経営安定化を支援
するため、災害復旧に要する経費の補助等を
実施（補助率：定額、補助対象：ＩＧＲいわ
て銀河鉄道㈱）

三陸鉄道安全輸送設備等
整備事業費補助
（交通政策室）

83.9 73.3 10.6 ○ Ⅲ-1

三陸鉄道㈱の安全性向上を図るため、県と関
係市町村が連携し、線路設備の改修等に要す
る経費を補助（補助率：1/4・1/3、補助対
象：三陸鉄道㈱）

19.2 19.3 △ 0.1

並行在来線対策事業費
（いわて銀河鉄道経営安
定化対策費）
（交通政策室）

○ Ⅲ-1

三陸鉄道バリアフリー化
設備等整備費補助
（交通政策室）

50.0 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-1 ○

高齢者や障がい者等の移動の円滑化を図るた
め、三陸鉄道㈱が行う三陸鉄道宮古駅のエレ
ベーター設置に対し、市町村が支援を行う場
合の経費を補助（補助率：定額、補助対象：
市町村）

33.1 16.0

バス運行対策費
（交通政策室）

174.2

《Ⅳ》22-②　地域の実情に応じた効率的な公共交通ネットワークの構築支援

公共交通利用推進事業費
（交通政策室）

0.7 0.8 △ 0.1

○

○

三陸鉄道㈱の持続的な運営を支援するため、
関係市町村と連携した利用促進に加え、三鉄
沿線地域の魅力発信と誘客拡大のための事業
を実施

○

「岩手県地域公共交通網形成計画」に基づ
き、効率的で利便性の高い公共交通体系の構
築を図るとともに、市町村が実施する新型コ
ロナウイルス感染症の影響を受けた地域公共
交通ネットワークの再編等を支援（補助率：
1/2、補助対象：市町村）

《Ⅳ》22-③　地域公共交通の利用促進

三陸鉄道運営支援事業費
（三陸鉄道強化促進協議
会負担金）
（交通政策室）

24.6 23.7 0.9 ○ Ⅲ-1

住民生活の重要な移動手段であるバス路線の
維持を図るため、国庫補助制度に基づき、乗
合バス事業者に対して、運行欠損額及び車両
購入費を補助（補助率：定額、補助対象：乗
合バス事業者）

188.4 △ 14.2 Ⅲ-1

地域バス交通支援事業費
補助
（交通政策室）

38.0 39.2 △ 1.2 ○ Ⅲ-1 ○

17.1 ○ Ⅲ-1

《Ⅳ》23　つながりや活力を感じられる地域コミュニティを守り育てます

住民生活の重要な移動手段であるバス路線の
維持を図るため、市町村が行う生活交通路線
の確保に要する経費を補助（補助率：1/2、
補助対象：市町村）

Ⅲ-1
公共交通に関する地域課題の解決支援を通じ
て、効率的な交通体系の構築を推進

地域公共交通再編・活性
化推進事業費
（交通政策室）

　持続可能な地域コミュニティづくりを推進するとともに、地域コミュニティ活動を支える人材を育成し
ます。
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（ふるさと振興部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

人
口
減
少

人
口
減
少

人
口
減
少

人
口
減
少

国際交流推進費（語学指
導等を行う外国青年招致
事業費）
（国際室）

14.2

Ⅳ-2

大規模災害時における在住外国人等の支援に
向けた取組を実施するほか、（公財）岩手県
国際交流協会が行う多文化共生推進事業の実
施を支援

地域日本語教育推進費
（国際室）

7.8 9.5 △ 1.7 Ⅳ-2

本県の外国人県民等が生活に必要な日本語能
力を身に付け、地域社会の一員として自立し
た生活を送ることができるよう、日本語教育
環境を整備する取組を推進

地域多文化共生推進費
（国際室）

4.2 4.7 △ 0.5 ○

○ Ⅳ-2

国際交流と多文化共生の更なる推進及びこれ
らを担うグローバル人材の育成のため、本県
の国際化推進の中核的組織である（公財）岩
手県国際交流協会の基盤強化等に要する経費
を補助（補助率：定額、補助対象：（公財）
岩手県国際交流協会）

《Ⅳ》25　海外の多様な文化を理解し、共に生活できる地域づくりを進めます

　市町村や国際交流協会等と連携し、外国人県民等が暮らしやすい環境づくりに取り組むとともに、海外
との交流を促進します。

《Ⅳ》25-①　外国人県民等が暮らしやすい環境づくり

国際交流推進費（岩手県
国際交流協会運営費補
助）
（国際室）

26.5 26.6 △ 0.1

Ⅳ-2

本県における国際交流を推進するため、（一
財）自治体国際化協会が実施する「語学指導
等を行う外国青年招致事業」による国際交流
員を招致

15.7 △ 1.5

《Ⅳ》24-②　安心して移住し、活躍できる環境の整備

地域おこし協力隊活動支
援事業費
（地域振興室）

2.6 2.6 0.0

○ Ⅲ-1

活力ある小集落支援推進
事業費
（県北・沿岸振興室）

3.6 3.5

○

《Ⅳ》23-②　地域コミュニティ活動を支える人材の育成

地域おこし協力隊活動支
援事業費
（地域振興室）

2.6 2.6

Ⅳ-1

地方への関心が高い若年層等に対し、岩手県
への関心を高める情報発信や、県内の地域課
題解決に参画する機会の提供等を通じて、継
続的に様々な形で地域と関わる「関係人口」
の量的・質的な拡大を図る取組を実施

関係人口創出・拡大事業
費
（地域振興室）

12.5 16.1 △ 3.6
一部
新規

《Ⅳ》24　岩手で暮らす魅力を高め、移住・定住を促進します

　市町村や関係団体と連携し、岩手ファンの拡大とＵ・Ｉターンを促進するとともに、安心して移住し、
活躍できる環境の整備を図ります。

《Ⅳ》24-①　岩手ファンの拡大とＵ・Ｉターンの促進

○

市町村及び地域おこし協力隊等ＯＢ・ＯＧを
核としたネットワークと連携し、地域おこし
協力隊の受入拡大、活動充実及び任期終了後
の定着に向けた取組を実施

Ⅲ-1○

市町村及び地域おこし協力隊等ＯＢ・ＯＧを
核としたネットワークと連携し、地域おこし
協力隊の受入拡大、活動充実及び任期終了後
の定着に向けた取組を実施

0.0
一部
新規

0.1 新規

一部
新規

○○ ○

《Ⅳ》23-①　持続可能な地域コミュニティづくり

Ⅲ-1

集落出身者や外部人材等を活用した地域支援
の担い手不足の解消に向け、旅行やボラン
ティア活動と地域活動をつなげる新たな支援
フレームの構築を推進
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（ふるさと振興部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

グ
リ
ー

ン

本県の地域振興や国際交流等の推進を図るた
め、令和４年８月に八幡平市に開校を予定し
ている、イギリス屈指のパブリックスクール
であるハロウ校のインターナショナルスクー
ルへの支援を実施
（補助率：定額、補助対象：（仮称）学校法
人Ｈ.Ａ.International School）

《Ⅵ》35　地域経済に好循環をもたらす観光産業を盛んにします

　いわて花巻空港における国内路線の維持・拡充や国際線の運航拡大などに向けた取組を推進します。

Ⅵ　仕事・収入

《Ⅷ》44　地球温暖化防止に向け、低炭素社会の形成を進めます

地域を支える国際人材を育成するため、世界
と岩手をつなぐ強い意欲を持つ高校生を対象
とした海外派遣研修を実施

△ 0.1
一部
新規

《Ⅷ》44-②　再生可能エネルギーの導入促進

留学生等人材ネットワー
ク形成事業費
（国際室）

海洋エネルギー関連産業
創出推進事業費
（科学・情報政策室）

15.8 0.0 ○ Ⅲ-1

沿岸地域における海洋エネルギーを活用した
新産業創出のため、洋上風力発電の事業化に
向けて関係者との合意形成や釜石市沖海洋再
生可能エネルギー実証フィールドにおける波
力発電装置の研究開発の支援を実施

○

　再生可能エネルギーの導入促進と海洋エネルギー関連産業創出に向け、研究開発事業や発電事業の実現
を支援します。

Ⅷ　自然環境

皆増 新規

113.1 18.3
一部
新規

Ⅰ-2

いわて花巻空港の航空需要の回復を図るた
め、国内線の利用促進等のほか、国際線の早
期運航再開や安定的な運航などに向けた取組
を推進するとともに、国際線を活用した県
北・沿岸地域へのインバウンド誘客拡大の取
組を実施

○

《Ⅵ》35-⑤　いわて花巻空港を核とした交流人口の拡大

いわて花巻空港利用促進
事業費
（交通政策室）

131.4

ハロウインターナショナ
ルスクール安比ジャパン
支援費補助
（地域振興室）

164.0 0.0 皆増 新規 ○

本県と海外との人的ネットワーク及びグロー
バル人材育成のため、県内大学等で学ぶ外国
人留学生に対する支援及び海外研修員の受入
れとともに、新たに、海外で活動する本県出
身者による県内学生等へのオンライン講演会
を実施

世界と岩手をつなぐ地域
の国際人材育成推進事業
費
（国際室）

○ Ⅳ-2

16.2 16.1 0.1

○

5.2 5.3

Ⅳ-2

本県の海外における国際交流拠点の形成や災
害時における情報収集の円滑化を図るため、
海外県人会の活動等を支援するとともに、新
たに県民と南米移住者及びその子弟との交流
会を実施

雲南省友好交流推進事業
費
（国際室）

13.7 13.7 0.0 ○ Ⅳ-2

Ⅳ-2

本県の国際交流の拠点施設である国際交流セ
ンター及び外国人県民等からの相談に対応す
る「いわて外国人県民相談・支援センター」
の管理運営を実施

《Ⅳ》25-②　海外との交流の促進

グローバルネットワーク
推進事業費
（国際室）

1.7 22.5 △ 20.8
一部
新規

本県と雲南省とのネットワークの強化を図る
ため、青少年の相互交流等を実施

国際交流センター管理運
営費
（国際室）

23.7 23.8 △ 0.1

○Ⅳ-2
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（ふるさと振興部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

グ
リ
ー

ン

Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

海洋エネルギー関連産業
創出推進事業費
（科学・情報政策室）

15.8 0.0 皆増 新規 ○ ○ Ⅲ-1 ○

沿岸地域における海洋エネルギーを活用した
新産業創出のため、洋上風力発電の事業化に
向けて関係者との合意形成や釜石市沖海洋再
生可能エネルギー実証フィールドにおける波
力発電装置の研究開発の支援を実施

岩泉町をモデル地区としてドローン物流の社
会実装を進めるとともに、ドローンの多用途
活用、ドローン以外の未来技術による地域課
題の解決の取組を実施

Ⅲ-1

皆増 新規 ○ Ⅲ-1
自治体ＤＸの着実な推進に向け、ＡＩ・ＲＰ
Ａ等の活用による県内市町村の行政デジタル
化の取組を支援

5.5 0.0

○

《Ⅸ》45-③　ＩＣＴ利活用による地域課題の解決と県民利便性の向上

38.1 △ 0.1

Ⅸ　社会基盤

△ 1.5 ○

市町村行政デジタル化支
援事業費
（科学・情報政策室）

6.0 △ 1.2 Ⅲ-5

Ⅲ-1

いわて戦略的研究開発推
進事業費
（科学・情報政策室）

Ⅲ-1

本県におけるデジタル社会の実現に向け、産
学官金が連携したＤＸの取組の推進やデジタ
ル人材の育成等を実施

○12.4

Ⅲ-1

いわてデジタル化推進費
（科学・情報政策室）

25.8

科学技術普及啓発推進事
業費
（科学・情報政策室）

《Ⅸ》45-①　国際研究拠点の形成と関連インフラの整備

《Ⅸ》45-②　イノベーションの創出に向けた研究開発の推進

岩手発のイノベーションの推進に向け、関係
機関による推進体制の強化や研究プロジェク
ト創出に向けた取組の推進、産学官金のマッ
チング支援を実施

海洋研究拠点形成促進事
業費
（科学・情報政策室）

1.7 1.8 ○ Ⅲ-1
海洋研究の拠点化を推進するため、いわて海
洋研究コンソーシアムの活動を通じた海洋研
究機関の連携促進や研究活動の支援等を実施

経済成長につながり得る将来有望な研究シー
ズの育成や事業化に結び付く研究開発の支援
を実施

携帯電話の利用可能地域の拡大を促進するた
め、市町村が実施する鉄塔施設等の整備に要
する経費を補助（補助率：1/2・2/3、補助対
象：市町村）

超スマート社会Society5.0に向けた機運を醸
成するため、科学・情報通信技術がもたらす
未来社会を幅広い層の県民に実感してもらう
場として、新たに科学・情報通信技術を総合
的に紹介する展示やセミナー等を追加した普
及啓発イベントを開催

3.9 4.1 △ 0.2 ○

4.8

13.4
一部
新規

科学技術振興推進費
（科学・情報政策室）

7.6 9.1
科学技術イノベーション
活用推進費
（科学・情報政策室）

《Ⅸ》45-④　情報通信インフラの整備促進

携帯電話等エリア整備事
業費補助
（科学・情報政策室）

9.5 33.8 △ 24.3

38.0 Ⅲ-1

△ 0.1

《Ⅸ》45　科学・情報技術を活用できる基盤を強化します

　研究拠点の形成、イノベーションの創出、ＩＣＴ利活用の推進及び情報通信インフラの整備促進等に取
り組み、科学・情報技術を活用できる基盤を強化します。
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（ふるさと振興部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-2

Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-3

Ⅴ-2

グ
リ
ー

ン

Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-4

新しい時代を切り拓くプロジェクトの推進

岩泉町をモデル地区としてドローン物流の社
会実装を進めるとともに、ドローンの多用途
活用、ドローン以外の未来技術による地域課
題の解決の取組を実施

２　北上川バレープロジェクト

Ⅲ-1 ○

沿岸地域における海洋エネルギーを活用した
新産業創出のため、洋上風力発電の事業化に
向けて関係者との合意形成や釜石市沖海洋再
生可能エネルギー実証フィールドにおける波
力発電装置の研究開発を支援

３　三陸防災復興ゾーンプロジェクト

Ⅰ-2

○

エリアの魅力を広く県内外に発信するととも
に、アドバイザリーボードや構成市町との連
携により、北上川バレーをより一層「働きや
すく、暮らしやすい」エリアとする取組を実
施

○
本県が有する地域資源や特性を生かしなが
ら、ローカル５Ｇ等を活用した地域課題解決
モデルの構築と展開に向けた取組を実施

海洋エネルギー関連産業
創出推進事業費
（科学・情報政策室）

15.8 0.0 皆増

19.3
５Ｇ等による地域課題解
決モデル構築推進費
（科学・情報政策室）

6.3

Ⅲ-59.3 0.0

18.3

新規 ○

新しい三陸振興推進費
（県北・沿岸振興室）

5.8 22.7 △ 16.9

○

25.6

Ⅲ-1 ○

24.6

本県が有する地域資源や特性を生かしなが
ら、ローカル５Ｇ等を活用した地域課題解決
モデルの構築と展開に向けた取組を実施

○ ○

三陸鉄道㈱の持続的な運営を支援するため、
関係市町村と連携した利用促進に加え、三鉄
沿線地域の魅力発信と誘客拡大のための事業
を実施

いわて花巻空港利用促進
事業費
（交通政策室）

131.4 113.1

一部
新規

○ ○
北上川バレープロジェク
ト推進事業費
（地域振興室）

23.7

○
産学官連携のコンソーシアムを中心に、北い
わての地域課題に対応する産業振興と社会づ
くりを一体的に推進する取組を実施

三陸地域の総合的な振興を図るとともに、
「防災を学習する場」として持続的に学習で
きる地域とする仕組みの構築などを通じて、
震災の教訓や三陸の多様な魅力を発信する取
組を実施

三陸鉄道運営支援事業費
（三陸鉄道強化促進協議
会負担金）
（交通政策室）

一部
新規

○

○

県内外からの復興支援活動を促進させるた
め、首都圏を中心とした企業等との協働によ
る復興支援マッチングやネットワーク強化、
復興関連情報の発信を実施

北いわてプラチナシティ
推進事業費
（県北・沿岸振興室）

皆増 新規 ○

0.9

○ Ⅰ-2 ○

いわて花巻空港の航空需要の回復を図るた
め、国内線の利用促進等のほか、国際線の早
期運航再開や安定的な運航などに向けた取組
を推進するとともに、国際線を活用した県
北・沿岸地域へのインバウンド誘客拡大の取
組を実施

４　北いわて産業・社会革新ゾーンプロジェクト

科学技術イノベーション
活用推進費
（科学・情報政策室）

7.6 9.1 △ 1.5

○ Ⅲ-1

５Ｇ等による地域課題解
決モデル構築推進費
（科学・情報政策室）

25.6 6.3 19.3 ○

4.7 10.1

一部
新規

Ⅲ-1

1.5 0.0

本県が有する地域資源や特性を生かしなが
ら、ローカル５Ｇ等を活用した地域課題解決
モデルの構築と展開に向けた取組を実施

△ 5.4

Ⅲ-1

新しい三陸復興のかけ橋
推進費
（県北・沿岸振興室）

1.5

５Ｇ等による地域課題解
決モデル構築推進費
（科学・情報政策室）

25.6 6.3 19.3 ○ Ⅲ-1 ○
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（ふるさと振興部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

Ⅴ-2

人
口
減
少

人
口
減
少

Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

人
口
減
少

人
口
減
少

人
口
減
少

Ⅲ-1 ○

集落出身者や外部人材等を活用した地域支援
の担い手不足の解消に向け、旅行やボラン
ティア活動と地域活動をつなげる新たな支援
フレームの構築を推進

いわて花巻空港利用促進
事業費
（交通政策室）

113.1 18.3

9.1
科学技術イノベーション
活用推進費
（科学・情報政策室）

一部
新規

○ Ⅰ-2 ○

いわて花巻空港の航空需要の回復を図るた
め、国内線の利用促進等のほか、国際線の早
期運航再開や安定的な運航などに向けた取組
を推進するとともに、国際線を活用した県
北・沿岸地域へのインバウンド誘客拡大の取
組を実施

○

○

岩泉町をモデル地区としてドローン物流の社
会実装を進めるとともに、ドローンの多用途
活用、ドローン以外の未来技術による地域課
題の解決の取組を実施

Ⅲ-1

市町村及び地域おこし協力隊等ＯＢ・ＯＧを
核としたネットワークと連携し、地域おこし
協力隊の受入拡大、活動充実及び任期終了後
の定着に向けた取組を実施

５　活力ある小集落実現プロジェクト

○

Ⅲ-1

131.4

11　人交密度向上プロジェクト

５Ｇ等による地域課題解
決モデル構築推進費
（科学・情報政策室）

25.6

地域おこし協力隊活動支
援事業費
（地域振興室）

2.6 2.6 0.0

Ⅲ-1 ○新規

集落出身者や外部人材等を活用した地域支援
の担い手不足の解消に向け、旅行やボラン
ティア活動と地域活動をつなげる新たな支援
フレームの構築を推進

7.6

ふるさと岩手応援寄付を通じ、岩手とのつな
がりを強化するため、情報発信や返礼品の送
付等を実施

Ⅳ-1 ○

県政150周年記念事業費
（ふるさと振興企画室）

3.7 0.0 皆増

関係人口創出・拡大事業
費
（地域振興室）

12.5 16.1 △ 3.6
一部
新規

○

新規

450.0 500.0 △ 50.0

■その他主要な事業

地域経営推進費
（地域振興室）

○

岩手県が「盛岡県」から「岩手県」に改称さ
れて令和４年に150周年を迎え、また、現在
の岩手県の県域が確定してから令和８年に
150周年を迎えることから、令和４年度から
令和８年度までを「県政150周年記念期間」
と位置づけ、岩手の歴史を振り返り、岩手の
未来を展望するため、記念事業を実施

地方への関心が高い若年層等に対し、岩手県
への関心を高める情報発信や、県内の地域課
題解決に参画する機会の提供等を通じて、継
続的に様々な形で地域と関わる「関係人口」
の量的・質的な拡大を図る取組を実施

地域おこし協力隊活動支
援事業費
（地域振興室）

2.6 2.6 0.0
一部
新規

○ ○ Ⅲ-1 ○

市町村及び地域おこし協力隊等ＯＢ・ＯＧを
核としたネットワークと連携し、地域おこし
協力隊の受入拡大、活動充実及び任期終了後
の定着に向けた取組を実施

活力ある小集落支援推進
事業費
（県北・沿岸振興室）

3.6 3.5 0.1

一部
新規

○ ○ Ⅲ-1

本県が有する地域資源や特性を生かしなが
ら、ローカル５Ｇ等を活用した地域課題解決
モデルの構築と展開に向けた取組を実施

○

活力ある小集落支援推進
事業費
（県北・沿岸振興室）

3.6 3.5 0.1 新規 ○

6.3 19.3

○

広域振興局が各地域の地域振興や復興状況に
応じた課題解決に向け、きめ細かな事業を実
施するとともに、現場主義に立脚した完結性
の高い広域行政等に向けた市町村の取組を支
援

ふるさと岩手応援寄付募
集費
（地域振興室）

34.2 16.5 17.7 ○

○

○△ 1.5
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（ふるさと振興部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

71.8 0.0 皆増 新規 ○

市町村が実施する、ワクチン接種に係る国庫
補助の対象とならないタクシーを利用した接
種会場への輸送に要する経費を補助（補助
率：定額、補助対象：市町村）

○

子育てのための施設等利
用給付負担金
（学事振興課）

125.5 139.6 △ 14.1 ○
子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図る
ため、市町村が支給する子育てのための施設
等利用給付に要する費用を負担

市町村振興宝くじ交付金
（市町村課）

496.1 564.9 △ 68.8

市町村への貸付の原資や交付資金として活用
するため、（公財）岩手県市町村振興協会に
対して、市町村振興宝くじの販売収益金を交
付

新型コロナウイルスワク
チン接種市町村輸送機能
強化事業費補助
（交通政策室）
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【予算額】 （単位：百万円、％）

文化スポーツ部
文化スポーツ企画室

企画担当

019-629-6294

うち震災対応分 △ 11.8 △ 92.9

令和４年度の主要事業
照
会
先

4,094.0

0.9

４年度当初予算額 ３年度当初予算額

4,797.8

12.7

■主要事業一覧

区分 増減額 増減率

当初予算額 △ 703.8 △ 14.7

【復興推進関係】（文化スポーツ部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

Ⅱ　暮らしの再建

　生きる活力を生み出し、地域への誇りや愛着を深めるため、文化芸術・スポーツ活動の振興や伝統文化
などの保存・継承を支援します。

【Ⅱ】3-⑨　文化芸術環境の整備や伝統文化などの保存と継承を支援します

いわての文化国際交流推
進事業費（復興コンサー
トアーカイブ発信事業
費）
（文化振興課）

0.9 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-2
復興支援を通じた著名な音楽家と本県との交
流の記録を編集・保存し、県ホームページ等
で公開・発信

○

被災した沿岸部の子どもたちに対し、優れた
文化芸術の鑑賞機会を与えるため、開催場所
までの移動用バスを提供

被災地児童生徒文化芸術
支援事業費
（文化振興課）

0.9 1.0 △ 0.1 ○ Ⅲ-2

さんりく音楽交流促進事
業費
（文化振興課）

1.3 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-2
文化芸術を通じた被災地の地域活性化を促進
するため、「さんりく音楽祭2022」を開催

○Ⅴ-3

【Ⅱ】3-⑪　スポーツ・レクリエーション環境を整備するとともに、スポーツを生かした交流を促進します

ラグビー県いわて推進事
業費
（スポーツ振興課への移
管事業）

6.3 70.1 △ 63.8 ○ ○ Ⅲ-2

ラグビーワールドカップ2019岩手・釜石開催
のレガシーを生かし、トップチームと連携し
た県のＰＲ活動等、ラグビー県いわての定着
に向けた取組を実施

○Ⅴ-3

Ⅳ 未来のための伝承・発信

0.0 皆増 新規

○

○

【Ⅱ】３ 教育・文化・スポーツ

Ⅴ-3

【Ⅳ】２ 復興情報発信

　将来にわたって復興への理解を深め、継続的な復興への参画を促進するため、復興の姿を国内外に積極
的に発信していきます。

【Ⅳ】2-㉔　復興の姿を重層的に発信します

いわての文化国際交流推
進事業費（復興コンサー
トアーカイブ発信事業
費）
（文化振興課）

0.9 0.0 皆増 新規

○ Ⅲ-2
文化芸術を通じた被災地の地域活性化を促進
するため、「さんりく音楽祭2022」を開催

○ Ⅲ-2
復興支援を通じた著名な音楽家と本県との交
流の記録を編集・保存し、県ホームページ等
で公開・発信

さんりく音楽交流促進事
業費
（文化振興課）

1.3
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分野
横断

重
点

Ⅴ-3

デ
ジ
タ
ル
化

さんりく音楽交流促進事
業費
（文化振興課）

1.3 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-2 ○
文化芸術を通じた被災地の地域活性化を促進
するため、「さんりく音楽祭2022」を開催

いわて文化芸術活動支援
事業費補助
（文化振興課）

12.0 12.0 0.0 Ⅲ-2

新型コロナウイルス感染症の影響を受けてい
る県内文化芸術団体等の活動継続・再開に要
する経費の一部を補助（補助率：2/3・上限
150万円、補助対象：県内文化芸術団体等）

いわてアーツコンソーシ
アム推進事業費
（文化振興課）

8.0 0.0 皆増 新規 ○ ○ Ⅲ-2 ○
文化芸術を生かしたまちづくりを進めるた
め、官民一体による文化芸術推進体制の構築
等を推進

文学の国いわて推進事業
費
（文化振興課）

2.0 2.6 △ 0.6 ○ Ⅲ-2 ○

本県における文芸活動の振興を図るため、本
県ゆかりの作家による講演会等を開催すると
ともに、若年層を対象とした専門家による技
術指導等を実施

Ⅲ-2
県民の文化芸術活動の発表の場と鑑賞の機会
を確保するため、本県における文化芸術の祭
典「岩手芸術祭」を開催

いわて文化芸術王国構築
事業費（文化芸術振興基
盤強化事業費）
（文化振興課）

3.6 18.8 △ 15.2 ○ Ⅲ-2 ○
県内の文化芸術活動を推進するため、「文化
芸術コーディネーター」を配置

いわての文化国際交流推
進事業費（復興コンサー
トアーカイブ発信事業
費）
（文化振興課）

0.9 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-2

事業内容

Ⅰ　健康・余暇

《政策推進関係》（文化スポーツ部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

「１０の政策分野」に基づく施策の推進

《Ⅰ》４　幅広い分野の文化芸術に親しみ、生涯を通じてスポーツを楽しむ機会を広げます

　年齢、性別、障がいの有無に関わらず、県民が身近な場所で手軽に文化芸術活動を発表・鑑賞する機会
の充実に取り組むとともに、県民が心身ともに健康的に暮らせるよう、若年期から高齢期までのライフス
テージに応じたスポーツを楽しむ機会の充実を図ります。

《Ⅰ》4-①　県民が日常的に文化芸術に親しむ機会の充実

岩手芸術祭開催費
（文化振興課）

14.8 14.8 0.0 ○

岩手芸術祭地域活性化魅
力発信事業費
（文化振興課）

5.0 7.7 △ 2.7 ○ Ⅲ-2
県民が文化芸術に親しむ機会の充実を図るた
め、文化芸術団体と連携して、文化芸術イベ
ントを開催

復興支援を通じた著名な音楽家と本県との交
流の記録を編集・保存し、県ホームページ等
で公開・発信

いわて文化芸術王国構築
事業費（いわて文化芸術
王国構築事業費）
（文化振興課）

1.1 1.2 △ 0.1 ○ Ⅲ-2
本県の特色ある文化資源について、広く発信
するため、ホームページ「いわての文化情報
大事典」を運営

文化施設ＤＸ利用促進事
業費
（文化振興課）

1.2 0.0 皆増 新規 ○ ○ Ⅲ-2
県民会館・公会堂の利用者の利便性の向上及
び利用者の拡大を図るため、予約システムを
開発
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（文化スポーツ部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-3

本県の文化資源を生かした映像の制作による
国内外への情報発信や、「マンガ」を活用し
た海外との文化交流を実施

ソフトパワーいわて戦略
推進事業費（マンガ郷い
わて推進事業費）
（文化振興課）

13.3 14.8 △ 1.5 ○ Ⅲ-2
国内外で注目度が高い「マンガ」を活用し、
伝統芸能、工芸、食文化など本県の魅力を発
信

《Ⅰ》4-②　文化をめぐる新しい動向に対応した取組の推進

いわての文化国際交流推
進事業費（いわての文化
国際交流推進事業費）
（文化振興課）

6.5 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-2

障がい者の文化芸術活動を支援する人材の育
成や、関係者のネットワーク形成を図るた
め、「障がい者芸術活動支援センター」によ
る支援活動を実施

《Ⅰ》4-④　ライフステージに応じたスポーツを楽しむ機会の充実

生涯スポーツ推進費
（スポーツ振興課）

11.6 12.1 △ 0.5

障がい者芸術活動支援事
業費
（文化振興課）

8.2 8.5 △ 0.3

《Ⅰ》4-③　障がい者の文化芸術活動の推進

いわてアール・ブリュッ
ト魅力発信事業費
（文化振興課）

6.5 9.2 △ 2.7
一部
新規

○ Ⅲ-2

県民のアール・ブリュットへの関心を高める
とともに、アール・ブリュット作家の創作意
欲の醸成を図るため、県内及び首都圏におけ
る作品展示の開催や県民への普及啓発事業を
実施

○ Ⅲ-2

県民が生涯にわたってスポーツを楽しめる環
境を整備するため、総合型地域スポーツクラ
ブの育成や指導者養成、各種スポーツイベン
ト開催等の取組を実施

スポーツの力による健康社会の実現と人的・
経済的交流に取り組むため、官民一体による
スポーツ推進体制の構築等を推進

いわてスポーツプラット
フォーム推進事業費
（スポーツ振興課）

5.3 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-2 ○

Ⅲ-2 ○

Ⅲ-2

Ⅲ-2

○ ○ Ⅲ-2 ○

障がい者スポーツの振興を図るため、スポー
ツ教室や大会の開催を通じた参加機会の提供
や研修会による指導者養成等を実施

Ⅲ-2
県営スポーツ施設の利用者の利便性の向上及
び利用者の拡大を図るため、予約システムを
開発

《Ⅰ》4-⑤　障がい者スポーツへの参加機会の充実

障がい者スポーツ振興事
業費
（スポーツ振興課）

22.6 23.7 △ 1.1

スポーツ施設ＤＸ利用促
進事業費
（スポーツ振興課）

2.9 0.0 皆増 新規 ○

ラグビー県いわて推進事
業費
（スポーツ振興課への移
管事業）

6.3 70.1 △ 63.8

県と盛岡市の共同事業として、盛岡南公園野
球場（仮称）の整備を推進

高齢者スポーツ活動振興
事業費
（スポーツ振興課）

24.7 18.7 6.0 Ⅲ-2

高齢者の生きがいと健康づくりを推進するた
め、（公財）いきいき岩手支援財団が実施す
る健康と福祉のまつり事業（スポーツ活動）
や、ねんりんピック選手派遣等に要する経費
を補助（補助率：定額、補助対象：（公財）
いきいき岩手支援財団）

スポーツ医・科学サポー
ト事業費
（スポーツ振興課）

26.6 27.7 △ 1.1 ○

本県選手の競技力向上と県民の健康増進を図
るため、スポーツ医・科学に基づく各種研修
会の開催、競技団体等へのトレーナー派遣等
を実施

スポーツ施設設備整備費
（盛岡南公園野球場（仮
称）整備事業費負担金）
（スポーツ振興課）

1,503.8 1,309.5 194.3 ○ Ⅲ-2

○

ラグビーワールドカップ2019岩手・釜石開催
のレガシーを生かし、トップチームと連携し
た県のＰＲ活動等、ラグビー県いわての定着
に向けた取組を実施
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（文化スポーツ部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-3

インクルーシブスポーツ
推進事業費
（スポーツ振興課）

2.1 0.0 皆増 新規 Ⅲ-2○

障がいの有無等に関わらず、様々な人が楽し
める岩手発の「超人スポーツ」を体験するた
めのワークショップを開催

障がいのある人もない人も共に楽しめる共生
社会型スポーツの充実を図るため、指導者の
育成、競技体験会、交流大会等を実施

《Ⅰ》4-⑥　岩手発の「超人スポーツ」の創出等によるスポーツ参加機会の拡大

超人スポーツ推進事業費
（スポーツ振興課）

0.7 0.9 △ 0.2 ○ Ⅲ-2

Ⅲ　教育

○

いわて文化芸術王国構築
事業費（文化芸術振興基
盤強化事業費）
（文化振興課）

3.6

障がい者の文化芸術活動を支援する人材の育
成や、関係者のネットワーク形成を図るた
め、「障がい者芸術活動支援センター」によ
る支援活動を実施

18.8 △ 15.2 ○ Ⅲ-2 ○
県内の文化芸術活動を推進するため、「文化
芸術コーディネーター」を配置

Ⅲ-2 ○

新型コロナウイルス感染症の影響を受けてい
る県内文化芸術団体等の活動継続・再開に要
する経費の一部を補助（補助率：2/3・上限
150万円、補助対象：県内文化芸術団体等）

文学の国いわて推進事業
費
（文化振興課）

2.0 2.6 △ 0.6

○
県民が文化芸術に親しむ機会の充実を図るた
め、文化芸術団体と連携して、文化芸術イベ
ントを開催

○ Ⅲ-2

本県における文芸活動の振興を図るため、本
県ゆかりの作家による講演会等を開催すると
ともに、若年層を対象とした専門家による技
術指導等を実施

さんりく音楽交流促進事
業費
（文化振興課）

1.3 0.0 皆増 新規

3.6 18.8 △ 15.2 ○ Ⅲ-2

障がい者芸術活動支援事
業費
（文化振興課）

8.2 8.5

岩手芸術祭地域活性化魅
力発信事業費
（文化振興課）

5.0 7.7 △ 2.7 ○ Ⅲ-2

《Ⅲ》19　文化芸術・スポーツを担う人材を育てます

　一流の文化芸術に触れる機会の確保や意欲的な創作活動等を後押しするとともに、障がい者の文化芸術
活動を推進します。また、アスリート、障がい者アスリートの各種競技大会や強化合宿への参加を支援す
るとともに、スポーツ活動を支える指導者等の養成、スポーツ医・科学サポートを推進します。

《Ⅲ》19-①　文化芸術活動を担う人材の育成

Ⅲ-2
県民の文化芸術活動の発表の場と鑑賞の機会
を確保するため、本県における文化芸術の祭
典「岩手芸術祭」を開催

○
岩手芸術祭開催費
（文化振興課）

14.8 14.8 0.0

○ Ⅲ-2 ○
文化芸術を通じた被災地の地域活性化を促進
するため、「さんりく音楽祭2022」を開催

《Ⅲ》19-②　文化芸術活動を支える人材の育成

いわて文化芸術活動支援
事業費補助
（文化振興課）

12.0 12.0 0.0

県内の文化芸術活動を推進するため、「文化
芸術コーディネーター」を配置

△ 0.3 Ⅲ-2 ○

いわて文化芸術王国構築
事業費（文化芸術振興基
盤強化事業費）
（文化振興課）
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（文化スポーツ部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅲ-2

いわて競技力向上事業費
（スポーツ振興課）

130.7 141.3 △ 10.6
一部
新規

○ Ⅲ-2

○ ○ Ⅲ-2
スキー全国大会少年種別
強化事業費補助
（スポーツ振興課）

5.0 5.3 △ 0.3 ○

○ Ⅲ-2

本県選手の競技力向上を図るため、映像デー
タの活用を支援し、コーチングする指導者を
発掘・養成するとともに、効率的かつ効果的
な指導の普及を実施

《Ⅲ》19-④　障がい者アスリートの競技力の向上

パラリンピック選手等育
成・強化事業費
（スポーツ振興課）

6.2 6.5 △ 0.3

スポーツアナリティクス
サポート事業費
（スポーツ振興課）

8.3 0.0 皆増 新規 ○

0.0 皆増 新規 ○ ○ Ⅲ-2 ○

本県選手の競技力向上を図るため、映像デー
タの活用を支援し、コーチングする指導者を
発掘・養成するとともに、効率的かつ効果的
な指導の普及を実施

障がい者スポーツ振興事
業費
（スポーツ振興課）

22.6 23.7 △ 1.1 Ⅲ-2
障がい者スポーツの振興を図るため、スポー
ツ教室や大会の開催を通じた参加機会の提供
や研修会による指導者養成等を実施

いわて指導者育成事業費
補助
（スポーツ振興課）

2.1 3.0 △ 0.9 ○ Ⅲ-2

○

スポーツアナリティクス
サポート事業費
（スポーツ振興課）

8.3

本県選手の競技力向上を図るため、（公財）
岩手県体育協会による競技団体の選手強化事
業に対する補助や最新競技用具の整備を行う
とともに、アスリートの県内定着に向けた支
援を実施（補助率：定額、補助対象：（公
財）岩手県体育協会）

《Ⅲ》19-③　アスリートの競技力の向上

オリンピック選手等育
成・強化事業費
（スポーツ振興課）

23.6 21.8 1.8 ○ Ⅲ-2

オリンピックをはじめとする国際大会等に向
け競技力の向上を図るため、スーパーキッズ
の発掘・育成を強化するとともに、トップア
スリートや潜在能力（ポテンシャル）を持っ
たアスリートの活動支援を実施（補助率：定
額、補助対象：（公財）岩手県体育協会）

5.1 5.8 △ 0.7

令和４年度に開催される特別国民体育大会冬
季大会スキー競技会を契機として、国際大会
等で活躍する次世代選手を育成するため、高
地での強化事業や大会出場時のサポート等を
実施（補助率：定額、補助対象：（公財）岩
手県体育協会）

本県選手の競技力向上に向けて、指導者の指
導技術や資質の向上を図るため、国体競技監
督へ義務付けられている指導者資格の取得に
要する経費を補助（補助率：定額、補助対
象：（公財）岩手県体育協会）

Ⅲ-2

本県選手の競技力向上と県民の健康増進を図
るため、スポーツ医・科学に基づく各種研修
会の開催、競技団体等へのトレーナー派遣等
を実施

Ⅲ-2

障がい者アスリートの競技選択や活動機会の
拡張を図るため、複数の競技種目への体験機
会の創出や環境整備に向けた指導員等の派
遣、競技用具の整備等の取組を実施

《Ⅲ》19-⑤　スポーツ医・科学サポートを通じた競技力の向上

スポーツ医・科学サポー
ト事業費
（スポーツ振興課）

26.6 27.7 △ 1.1 ○

○

《Ⅲ》19-⑥　スポーツ活動を支える指導者等の養成

いわて競技力向上事業費
（スポーツ振興課）

130.7 141.3 △ 10.6
一部
新規

○ Ⅲ-2 ○

本県選手の競技力向上を図るため、（公財）
岩手県体育協会による競技団体の選手強化事
業に対する補助や最新競技用具の整備を行う
とともに、アスリートの県内定着に向けた支
援を実施（補助率：定額、補助対象：（公
財）岩手県体育協会）

パラリンピックをはじめとする国際大会等に
出場する選手を輩出するため、障がい者ス
ポーツ選手発掘・育成研修会の開催や障がい
者トップアスリートの活動支援等の取組を実
施（補助率：定額、補助対象：（一社）岩手
県障がい者スポーツ協会）

パラアスリート拡張支援
事業費
（スポーツ振興課）
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（文化スポーツ部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-3

Ⅴ-3

Ⅳ　居住環境・コミュニティ

県民が文化芸術に親しむ機会の充実を図るた
め、文化芸術団体と連携して、文化芸術イベ
ントを開催

岩手芸術祭開催費
（文化振興課）

14.8 14.8 0.0 ○

岩手芸術祭地域活性化魅
力発信事業費
（文化振興課）

5.0 7.7 △ 2.7 ○ Ⅳ-2 ○

いわての文化国際交流推
進事業費（いわての文化
国際交流推進事業費）
（文化振興課）

6.5 0.0 皆増 新規 ○ Ⅳ-2 ○
本県の文化資源を生かした映像の制作による
国内外への情報発信や、「マンガ」を活用し
た海外との文化交流を実施

○ Ⅳ-2
県民の文化芸術活動の発表の場と鑑賞の機会
を確保するため、本県における文化芸術の祭
典「岩手芸術祭」を開催

《Ⅳ》26　文化芸術・スポーツを生かした地域をつくります

　岩手芸術祭をはじめとした文化イベントの開催などにより、人的・経済的な交流を推進するとともに、
ラグビーワールドカップ2019™や東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会のレガシーを継承し、ス
ポーツツーリズムの拡充などを通じて、人的・経済的な交流の拡大に取り組みます。

《Ⅳ》26-①　文化芸術を生かした人的・経済的な交流の推進

いわての文化国際交流推
進事業費（復興コンサー
トアーカイブ発信事業
費）
（文化振興課）

0.9 0.0 皆増 新規 ○ Ⅳ-2 ○
復興支援を通じた著名な音楽家と本県との交
流の記録を編集・保存し、県ホームページ等
で公開・発信

いわて文化芸術王国構築
事業費（いわて文化芸術
王国構築事業費）
（文化振興課）

1.1 1.2 △ 0.1 ○ Ⅳ-2 ○
本県の特色ある文化資源について、広く発信
するため、ホームページ「いわての文化情報
大事典」を運営

いわて文化芸術王国構築
事業費（文化芸術振興基
盤強化事業費）
（文化振興課）

3.6 18.8 △ 15.2 ○ Ⅳ-2 ○
県内の文化芸術活動を推進するため、「文化
芸術コーディネーター」を配置

日本スポーツマスターズ
2022開催準備費
（スポーツ振興課）

63.1 6.4 56.7 ○ Ⅳ-2
競技団体や会場市町と連携した受入態勢を整
備し、「日本スポーツマスターズ2022岩手大
会」を開催

Ⅳ-2

スポーツを通じた地域活性化を図るため、
「いわてスポーツコミッション」によるス
ポーツイベント・合宿等の誘致や、トップ・
プロスポーツチームとの連携による県民のス
ポーツ参加機会の充実等に向けた取組を実施

《Ⅳ》26-②　スポーツを生かした人的・経済的な交流の推進

地域活性化スポーツ推進
事業費
（スポーツ振興課）

25.6 26.6 △ 1.0 ○

新規 ○ Ⅳ-2
文化芸術を通じた被災地の地域活性化を促進
するため、「さんりく音楽祭2022」を開催

いわてスポーツプラット
フォーム推進事業費
（スポーツ振興課）

5.3 0.0 皆増 新規 ○ Ⅳ-2
スポーツの力による健康社会の実現と人的・
経済的交流に取り組むため、官民一体による
スポーツ推進体制の構築等を推進

いわてアーツコンソーシ
アム推進事業費
（文化振興課）

8.0 0.0 皆増 新規 ○ ○ Ⅳ-2
文化芸術を生かしたまちづくりを進めるた
め、官民一体による文化芸術推進体制の構築
等を推進

さんりく音楽交流促進事
業費
（文化振興課）

1.3 0.0 皆増
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（文化スポーツ部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-3

Ⅴ-4

特別国民体育大会冬季大
会スキー競技会開催準備
費
（スポーツ振興課）

215.7 48.0 167.7

Ⅲ-2

「平泉の文化遺産」の拡張登録に向けた取
組、「明治日本の産業革命遺産」の世界遺産
委員会決議事項に対応した取組、「北海道・
北東北の縄文遺跡群」の保存活用の取組等を
実施

Ⅶ　歴史・文化

《Ⅶ》40　世界遺産の保存と活用を進めます

　「平泉の文化遺産」、「明治日本の産業革命遺産」及び「北海道・北東北の縄文遺跡群」の保存管理計
画に基づく適切な保存管理や県民の理解増進などの取組の推進、世界遺産を核として、県内の関連文化資
源のネットワークの構築や「平泉の文化遺産」の世界遺産への拡張登録の取組を推進します。

《Ⅶ》40-①　世界遺産の新規・拡張登録の推進

世界遺産登録推進事業費
（文化振興課）

51.2 69.1 △ 17.9

Ⅲ-2

「平泉」、「橋野」及び「御所野」の価値等
の理解増進や人的・文化的交流を図るととも
に、世界遺産を核とした関連文化資源ネット
ワーク構築による一体的な情報発信等を実施

平泉の文化遺産プロモー
ション事業費
（文化振興課）

3.7 8.5 △ 4.8 ○ Ⅲ-2

《Ⅶ》40-②　世界遺産の理解の増進による遺産の適切な保存管理・活用の推進

世界遺産保存活用推進事
業費
（文化振興課）

5.7 8.4 △ 2.7
一部
新規

○ ○

《Ⅶ》40-④　世界遺産を活用した地域間交流の推進

世界遺産保存活用推進事
業費
（文化振興課）

5.7 8.4 △ 2.7
一部
新規

○ Ⅲ-2

「平泉」、「橋野」及び「御所野」の価値等
の理解増進や人的・文化的交流を図るととも
に、世界遺産を核とした関連文化資源ネット
ワーク構築による一体的な情報発信等を実施

○

平泉世界遺産ガイダンスセンターの施設運営
のほか、展示解説、企画展示等を実施

平泉世界遺産ガイダンスセンター開館１周年
に合わせて、「平泉の文化遺産」の県民の理
解増進を図る取組や、県内外への情報発信等
を実施

《Ⅶ》40-③　世界遺産の持つ新たな魅力の発信

平泉世界遺産ガイダンス
センター管理運営費
（文化振興課）

84.7 103.0 △ 18.3 ○ Ⅲ-2

○

○ Ⅲ-2
民俗芸能の保存・継承や後継者の育成等を図
るため、「民俗芸能フェスティバル」を開催
し、民俗芸能団体等の活動や交流を促進

いわての民俗芸能活性化
交流促進事業費
（文化振興課）

4.4 5.2 △ 0.8 ○

○ Ⅲ-2
平泉世界遺産ガイダンスセンターの施設運営
のほか、展示解説、企画展示等を実施

《Ⅶ》41　豊かな歴史や民俗芸能などの伝統文化が受け継がれる環境をつくり、交流を広げます

　本県が誇る民俗芸能について、触れる機会の創出や情報発信により、伝統文化への理解を深め、次世代
へ受け継ぐ取組を推進するとともに、様々な文化財や多種多様な民俗芸能などの伝統文化を活用し、人
的・経済的な交流を推進します。

《Ⅶ》41-①　民俗芸能の公演発表などによる、伝統文化への理解促進と情報発信

平泉世界遺産ガイダンス
センター管理運営費
（文化振興課）

84.7 103.0 △ 18.3

Ⅳ-2
競技施設整備の支援のほか、競技団体や八幡
平市と連携した受入態勢を整備し、「特別国
民体育大会冬季大会スキー競技会」を開催

ラグビー県いわて推進事
業費
（スポーツ振興課への移
管事業）

6.3 70.1 △ 63.8 ○ ○ Ⅳ-2

ラグビーワールドカップ2019岩手・釜石開催
のレガシーを生かし、トップチームと連携し
た県のＰＲ活動等、ラグビー県いわての定着
に向けた取組を実施
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（文化スポーツ部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-3

Ⅴ-3

Ⅴ-3

Ⅴ-4

デ
ジ
タ
ル
化

《Ⅶ》41-③　様々な文化財などを活用した歴史への理解促進と情報発信

いわて文化芸術王国構築
事業費（いわて文化芸術
王国構築事業費）
（文化振興課）

1.1 1.2 △ 0.1 ○ Ⅲ-2

Ⅲ-2
本県の文化資源を生かした映像の制作による
国内外への情報発信や、「マンガ」を活用し
た海外との文化交流を実施

○ ○

《Ⅶ》41-②　民俗芸能など伝統文化を生かした交流の推進

いわての文化国際交流推
進事業費（いわての文化
国際交流推進事業費）
（文化振興課）

6.5 0.0 皆増 新規

《Ⅶ》41-④　様々な文化財などを活用した交流の推進

いわて文化芸術王国構築
事業費（いわて文化芸術
王国構築事業費）
（文化振興課）

1.1 1.2 △ 0.1 ○ Ⅲ-2
本県の特色ある文化資源について、広く発信
するため、ホームページ「いわての文化情報
大事典」を運営

本県の特色ある文化資源について、広く発信
するため、ホームページ「いわての文化情報
大事典」を運営

いわて文化芸術王国構築
事業費（文化芸術振興基
盤強化事業費）
（文化振興課）

3.6 18.8 △ 15.2 ○ Ⅲ-2
県内の文化芸術活動を推進するため、「文化
芸術コーディネーター」を配置

○

○

○

○ Ⅲ-2
県内の文化芸術活動を推進するため、「文化
芸術コーディネーター」を配置

いわて文化芸術王国構築
事業費（文化芸術振興基
盤強化事業費）
（文化振興課）

3.6 18.8 △ 15.2 ○

新しい時代を切り拓くプロジェクトの推進

９　文化・スポーツレガシープロジェクト

いわての文化国際交流推
進事業費（いわての文化
国際交流推進事業費）
（文化振興課）

6.5 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-2 ○
本県の文化資源を生かした映像の制作による
国内外への情報発信や、「マンガ」を活用し
た海外との文化交流を実施

４　北いわて産業・社会革新ゾーンプロジェクト

世界遺産登録推進事業費
（文化振興課）

51.2 69.1 △ 17.9 Ⅲ-2 ○

「平泉の文化遺産」の拡張登録に向けた取
組、「明治日本の産業革命遺産」の世界遺産
委員会決議事項に対応した取組、「北海道・
北東北の縄文遺跡群」の保存活用の取組等を
実施

３　三陸防災復興ゾーンプロジェクト

さんりく音楽交流促進事
業費
（文化振興課）

1.3 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-2 ○
文化芸術を通じた被災地の地域活性化を促進
するため、「さんりく音楽祭2022」を開催

ラグビー県いわて推進事
業費
（スポーツ振興課への移
管事業）

6.3 70.1 △ 63.8 ○ ○ Ⅲ-2 ○

ラグビーワールドカップ2019岩手・釜石開催
のレガシーを生かし、トップチームと連携し
た県のＰＲ活動等、ラグビー県いわての定着
に向けた取組を実施

地域活性化スポーツ推進
事業費
（スポーツ振興課）

25.6 26.6 △ 1.0 ○ Ⅳ-2 ○

スポーツを通じた地域活性化を図るため、
「いわてスポーツコミッション」によるス
ポーツイベント・合宿等の誘致や、トップ・
プロスポーツチームとの連携による県民のス
ポーツ参加機会の充実等に向けた取組を実施

いわてアーツコンソーシ
アム推進事業費
（文化振興課）

8.0 0.0 皆増 新規 ○ ○ Ⅲ-2 ○
文化芸術を生かしたまちづくりを進めるた
め、官民一体による文化芸術推進体制の構築
等を推進
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（文化スポーツ部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-3

Ⅴ-3

Ⅴ-3

ラグビー県いわて推進事
業費
（スポーツ振興課への移
管事業）

6.3 70.1 △ 63.8 ○ ○ Ⅲ-2 ○

ラグビーワールドカップ2019岩手・釜石開催
のレガシーを生かし、トップチームと連携し
た県のＰＲ活動等、ラグビー県いわての定着
に向けた取組を実施

いわて文化芸術王国構築
事業費（文化芸術振興基
盤強化事業費）
（文化振興課）

3.6 18.8 △ 15.2 ○ Ⅲ-2 ○
県内の文化芸術活動を推進するため、「文化
芸術コーディネーター」を配置

さんりく音楽交流促進事
業費
（文化振興課）

1.3 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-2 ○
文化芸術を通じた被災地の地域活性化を促進
するため、「さんりく音楽祭2022」を開催

インクルーシブスポーツ
推進事業費
（スポーツ振興課）

2.1 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-2 ○
障がいのある人もない人も共に楽しめる共生
社会型スポーツの充実を図るため、指導者の
育成、競技体験会、交流大会等を実施

地域活性化スポーツ推進
事業費
（スポーツ振興課）

25.6 26.6 △ 1.0 ○ Ⅳ-2 ○

スポーツを通じた地域活性化を図るため、
「いわてスポーツコミッション」によるス
ポーツイベント・合宿等の誘致や、トップ・
プロスポーツチームとの連携による県民のス
ポーツ参加機会の充実等に向けた取組を実施

いわてスポーツプラット
フォーム推進事業費
（スポーツ振興課）

5.3 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-2 ○
スポーツの力による健康社会の実現と人的・
経済的交流に取り組むため、官民一体による
スポーツ推進体制の構築等を推進
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【予算額】 （単位：百万円、％）

いわて男女共同参画プラ
ン推進事業費
（若者女性協働推進室）

0.3

放射線影響に対する理解を深めるためのセミ
ナーの開催や、除染に関する市町村への支援
を実施（補助率：1/2、補助対象：市町村）

【Ⅰ】２ 交通ネットワーク

放射線対策費
（環境保全課）

1.8 2.0 △ 0.2 ○

増減率

当初予算額 1,363.7 12.7

男女共同参画の視点からの復興・防災に関す
る普及啓発の取組を実施

環境放射能水準調査費
（環境保全課）

4.1 3.6 0.5 ○

原子力発電所事故に伴う放射性物質による影
響を把握するため、県内に設置したモニタリ
ングポストの測定結果をインターネット上で
リアルタイムで公開するほか、県内の河川等
について放射性物質濃度の分析・公表を実施

0.3 0.0 ○ Ⅲ-3

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

環境生活部
環境生活企画室

企画担当

019-629-5384

うち震災対応分 △ 169.7 △ 65.0

令和４年度の主要事業
照
会
先

12,074.1

91.2

４年度当初予算額 ３年度当初予算額

10,710.4

260.9

区分 増減額

■主要事業一覧

Ⅰ　安全の確保

【Ⅰ】１ 防災のまちづくり

　災害にも対応できる自立・分散型のエネルギー供給システムの構築を図るとともに、原子力発電所事故
に起因する放射線影響対策を推進します。

【Ⅰ】1-① 災害に強く安全で安心な暮らしを支える防災都市・地域をつくります

再生可能エネルギー導入
促進事業費
（環境生活企画室）

22.4 19.5 2.9 ○ Ⅲ-1

グ
リ
ー

ン

災害時においても一定のエネルギーを賄える
自立・分散型エネルギー供給システムの構築
に向け、被災家屋等への太陽光発電の導入や
市町村の計画策定等に対する支援を実施（補
助率：定額、補助対象：東日本大震災津波に
より、自ら居住していた家屋に被害を受けた
個人等）

【復興推進関係】（環境生活部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

Ⅱ　暮らしの再建

【Ⅱ】４ 地域コミュニティ

　被災地域の住民、ＮＰＯなどの多様な主体が主役となって行う、地域課題の解決に向けた活動を支援し
ます。

【Ⅱ】4-⑫　地域コミュニティの再生・活性化を支援します

ＮＰＯ等による復興支援
事業費
（若者女性協働推進室）

28.7 41.9 △ 13.2

多様な主体の協働による復興支援活動等を推
進するため、活動経費の助成や担い手となる
ＮＰＯ等の運営基盤強化のための取組を実施
（補助率：定額、補助対象：ＮＰＯ等）
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政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

【復興推進関係】（環境生活部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

Ⅲ　なりわいの再生

【Ⅲ】１ 水産業・農林業

　消費者の食への信頼を確保するため、放射性物質検査を実施し、安全・安心に関する情報発信に取り組
みます。

【Ⅲ】1-⑰　地域特性を生かした生産性・収益性の高い農林業を実現します

0.2

県民の食品の放射性物質汚染への不安解消の
ため、流通食品の放射性物質検査を実施する
とともに、市町村と連携し、野生山菜及び野
生きのこ類の放射性物質検査を実施

食品放射性物質検査強化
事業費
（県民くらしの安全課）

5.6 5.4
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分野
横断

重
点

Ⅲ-3

若者の主体的な活動を支援するため、いわて
ネクストジェネレーションフォーラムの開催
のほか、県内の若者活動拠点を連携拠点に指
定し、いわて若者カフェとの協働によるイベ
ント等を実施（補助率：定額、補助対象：若
者グループ　等）

事業内容

Ⅰ　健康・余暇

《Ⅰ》４　幅広い分野の文化芸術に親しみ、生涯を通じてスポーツを楽しむ機会を広げます

　若者の多様な文化活動を本県の力とするため、若者の個性と創造性が発揮される機会を提供します。

《Ⅰ》4-②　文化をめぐる新しい動向に対応した取組の推進

いわて若者活躍支援強化
事業費
（若者女性協働推進室）

25.0 32.6 △ 7.6
一部
新規

「１０の政策分野」に基づく施策の推進

《政策推進関係》（環境生活部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

青少年の健全育成を推進するため、いわて希
望塾の開催や青少年活動交流センターを拠点
とした活動、交流支援等の取組を実施

いわて青少年育成プラン
推進事業費
（若者女性協働推進室）

22.2 23.0 △ 0.8 ○

○

「いわて家庭の日」等の意識啓発の取組を実
施する（公社）岩手県青少年育成県民会議の
運営に要する経費を補助（補助率：定額、補
助対象：（公社）岩手県青少年育成県民会
議）

青少年育成県民会議運営
費補助
（若者女性協働推進室）

8.2 8.5 △ 0.3

青少年育成県民会議運営
費補助
（若者女性協働推進室）

8.2 8.5 △ 0.3

○4.1 4.2 △ 0.1

青少年活動交流センターを拠点とした世代
間・地域間交流、青少年団体活動の支援、相
談活動を実施

「青少年を非行・被害から守る県民大会」等
の事業を実施する（公社）岩手県青少年育成
県民会議の運営に要する経費を補助（補助
率：定額、補助対象：（公社）岩手県青少年
育成県民会議）

Ⅱ　家族・子育て

いわて青少年育成プラン
推進事業費
（若者女性協働推進室）

22.2 23.0 △ 0.8 ○

○

青少年の社会参画意識を高めるため、「わた
しの主張岩手県大会」等の事業を実施する
（公社）岩手県青少年育成県民会議の運営に
要する経費を補助（補助率：定額、補助対
象：（公社）岩手県青少年育成県民会議）

《Ⅱ》８　健全で、自立した青少年を育成します

　青少年が自主的に自立した活動ができる環境づくりと、青少年を地域全体で育む地域づくりを推進しま
す。

《Ⅱ》8-①　個性や主体性を発揮して自立した活動ができる環境づくりの推進

若年無業者の自立を支援するため、就業体験
や交流機会の提供、訪問支援等の取組を実施

《Ⅱ》8-②　愛着を持てる地域づくりの推進

いわて若者ステップアッ
プ支援事業費
（若者女性協働推進室）

《Ⅱ》8-③　青少年を事件・事故から守る環境づくりの推進

○

○

いわて青少年育成プラン
推進事業費
（若者女性協働推進室）

22.2 23.0 △ 0.8 ○
青少年健全育成関係者等に対する情報メディ
アの適切な利用の普及促進のため、各種講座
など情報メディア対応促進事業を実施

○

○

青少年育成県民会議運営
費補助
（若者女性協働推進室）

8.2 8.5 △ 0.3 ○
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（環境生活部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

《Ⅴ》28-⑥　消費者施策の推進

動物愛護管理推進事業費
（動物愛護思想普及啓発
事業費）
（県民くらしの安全課）

0.4 0.9 △ 0.5 ○
動物のいのちを尊重する取組を推進するた
め、適正飼養や返還・譲渡の推進、災害時の
動物救護に係る訓練等を実施

水道事業広域連携推進費
（県民くらしの安全課）

18.3 46.3 △ 28.0

水道事業の広域連携を推進するため、岩手県
水道事業広域連携検討会の開催等により市町
村等の具体的連携を支援するほか、水道広域
化推進プランを策定

水道施設の耐震化等のため、市町村等が実施
する事業に要する経費を補助（補助率：1/4
～1/2、補助対象：市町村等）

水道施設耐震化等推進事
業費
（県民くらしの安全課）

1,276.0 1,220.9 55.1

営業施設経営指導費
（県民くらしの安全課）

38.3 34.5 3.8

生活衛生営業者を対象に（公財）岩手県生活
衛生営業指導センターが実施する各種融資相
談や、新型コロナウイルス感染症拡大予防の
ための業種ごとのガイドラインの普及、衛生
指導等に要する経費を補助（補助率：
10/10、補助対象：（公財）岩手県生活衛生
営業指導センター）

《Ⅴ》28　事故や犯罪が少なく、安全・安心に暮らせるまちづくりを進めます

　防犯活動や性犯罪等の被害者に対する支援、交通安全活動、消費者施策等を推進し、県民の暮らしの安
全と安心を確保します。

《Ⅴ》29　食の安全・安心を確保し、地域に根ざした食育を進めます

動物愛護管理推進事業費
（動物愛護思想普及啓発
事業費）
（県民くらしの安全課）

0.4 0.9 △ 0.5 ○
動物愛護思想の普及啓発等を行うとともに、
拠点の機能に係る検討を実施

消費者行政活性化推進事
業費
（県民くらしの安全課）

50.9 64.9 △ 14.0

Ⅴ　安全

消費者トラブルの未然防止と早期解決のた
め、県及び市町村の消費者相談窓口の機能強
化を図るとともに、高齢者や若者の消費者被
害防止、成年年齢引下げなどに対応した消費
者教育を実施（補助率：定額、補助対象：市
町村　など）

《Ⅱ》10　動物のいのちを大切にする社会をつくります

　動物愛護の意識を高める普及啓発の取組を行うとともに、関係団体等と連携して収容動物の返還や譲渡
の推進などの取組を推進します。

《Ⅱ》10-①　動物愛護の意識を高める取組の推進

《Ⅱ》10-②　動物のいのちを尊重する取組の推進

○

Ⅳ　居住環境・コミュニティ

《Ⅳ》21　快適で豊かな暮らしを支える生活環境をつくります

　水道施設の耐震化対策等を促進するほか、水道事業の広域連携を推進するとともに、生活衛生関係営業
者に対する経営指導等の取組を支援します。

《Ⅳ》21-②　自然と調和した衛生的で快適な生活環境の保全

　食品に対する正しい知識の普及啓発や食品事業者等への衛生管理手法の普及・指導、流通食品の検査、
食に関わるイベントの開催などにより、県民の食の安全・安心を確保します。
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（環境生活部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

デ
ジ
タ
ル
化

食品の自主衛生管理向上
対策事業費
（県民くらしの安全課）

3.6 4.8 △ 1.2

食の信頼確保向上対策事
業費
（県民くらしの安全課）

3.6 3.5 0.1

食品に対する信頼の向上と魅力ある岩手の食
を提供する調理師の資質向上等を図るため、
料理や食に関する講演会等を実施

食育に対する県民意識を醸成し、地域や家庭
での実践を促すため、食育に関する普及啓発
や地域の推進体制整備への支援を実施

食のおもてなし県民大会
推進事業費
（県民くらしの安全課）

0.6 0.7 △ 0.1 ○

飲食店における新型コロナウイルス感染症拡
大防止対策をより一層進めるため、認証制度
を通じて感染対策を徹底するとともに、認証
店の利用促進等に向けた取組を実施

食育県民運動促進事業費
（県民くらしの安全課）

0.5 1.5 △ 1.0 ○

○

Ⅲ-1
ツキノワグマの適正な個体数管理と農業被害
等の防止のため、啓発活動及び生息動向調査
を実施

野生動物との共生推進事
業費
（自然保護課）

4.0 5.1 △ 1.1 ○

《Ⅷ》42-①　生物多様性の保全

Ⅷ　自然環境

《Ⅷ》42　多様で優れた環境を守り、次世代に引き継ぎます

　多様で豊かな環境の保全に向けて、県民、事業者、行政などの連携・協働による取組を推進し、「自然
共生社会」の形成を目指します。

野生鳥獣被害対策の担い手となる狩猟者の確
保・定着に向け、狩猟への若者の参入促進と
継続的な活動を支援するための研修会等を実
施

指定管理鳥獣捕獲等事業
費（新規狩猟者の確保・
定着促進事業費）
（自然保護課）

0.9 0.9 0.0 ○ Ⅲ-1

《Ⅴ》29-①　食の信頼向上の推進

《Ⅴ》29-②　地域に根ざした食育と食を楽しむ環境づくりの推進

食の信頼を確保し、消費者の安心感を醸成す
るため、食品表示の監視やリスクコミュニ
ケーション等を実施

県内の食品事業者等に対して、ＨＡＣＣＰの
義務化に係る講習会や現場指導を行うほか、
新たな営業届出制度や営業許可制度見直し等
に係る説明会を実施

飲食店感染対策推進事業
費
（県民くらしの安全課）

188.9 0.0 皆増 ○

《Ⅴ》30　感染症による脅威から一人ひとりの暮らしを守ります

　家畜防疫作業研修等を実施し、迅速かつ適切な防疫活動のための体制を強化します。

《Ⅴ》30-②　家畜衛生対策の推進と危機事案発生時の体制強化

食に関する危機管理体制の充実・強化を図る
ため、研修会や訓練等を実施

○
食の信頼確保向上対策事
業費
（県民くらしの安全課）

3.6 3.5 0.1

Ⅲ-1

シカ及びイノシシの生息域の拡大への対応や
農業被害等の防止のため、捕獲や早池峰山周
辺地域におけるシカ対策を実施するほか、捕
獲技術向上に向けた研修会やＩＣＴの活用な
ど効果的な捕獲方法の導入に向けた取組を実
施

指定管理鳥獣捕獲等事業
費（シカ・イノシシ捕獲
対策事業費）
（自然保護課）

235.7 166.5 69.2
一部
新規
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（環境生活部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

○ Ⅲ-1
希少野生動植物の保護対策の推進を図るた
め、イヌワシの繁殖支援等を実施

希少野生動植物保護対策
事業費
（自然保護課）

1.4 1.4 0.0

Ⅲ-1

本県の希少野生動植物の実態を把握し、県民
に生物多様性の理解の浸透を図るため、「い
わてレッドデータブック」の改訂に向けた調
査を実施

《Ⅷ》42-②　自然とのふれあいの促進

希少野生動植物保護対策
事業費（いわてレッド
データブック改訂事業
費）
（自然保護課）

10.0 10.0 0.0 ○

自然とのふれあいを促進するため、優れた自
然環境を有する国立・県立自然公園等の登山
道や遊歩道の改修等を実施（補助率：1/2、
補助対象：市町村）

国定公園等施設整備事業
費
(自然保護課)

80.0 37.7 42.3 Ⅲ-1
自然とのふれあいを促進するため、優れた自
然環境を有する国定公園の登山道の改修等を
実施

自然公園施設整備事業費
（自然保護課）

118.8 161.9 △ 43.1 Ⅲ-1

3.5 4.0 △ 0.5 ○ Ⅲ-1

水と緑の活動促進事業費
（環境生活企画室）

1.8 1.8 0.0 ○

いわての優れた環境を守
る人づくり事業費
（環境生活企画室）

8.7 11.9 △ 3.2 ○ Ⅲ-1

いわての優れた環境を守る人材を育成するた
め、環境人材の発掘・育成、小学生向け環境
教材の作成・配布、環境学習応援隊の登録・
周知等を実施

○ Ⅲ-1
早池峰地域の自然環境の保全のため、民間団
体や関係機関と連携し、利用者のマナー向上
や高山植物保護等の環境保全対策を実施

自然公園等保護管理費
（早池峰地域保全対策事
業費）
(自然保護課)

3.8 6.2 △ 2.4

《Ⅷ》42-④　水と緑を守る取組の推進

《Ⅷ》42-⑥　環境学習の推進と県民等との連携・協働の取組の促進

環境学習交流センター管
理運営費
（環境生活企画室）

21.9 23.9 △ 2.0

《Ⅷ》42-⑤　北上川清流化対策

北上川の清流を維持するため、新中和処理施
設により旧松尾鉱山坑廃水の中和処理を実施
するとともに、施設の老朽化対策工事及び耐
震補強工事並びに坑道の埋戻し工事を実施

水環境保全意識の高揚に資する水生生物調査
の普及のため、教材の配布や講師養成研修会
を開催するほか、水生生物調査出前講座への
講師派遣を実施

休廃止鉱山鉱害防止事業
費
（環境保全課）

1,454.1 1,442.1 12.0

Ⅲ-1

「岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創
造に関する条例」及び「いわての水を守り育
てる条例」の理念に基づき、活動団体等の顕
彰、フォーラムの開催、流域協議会への支援
等を実施

環境保全対策費（水生生
物調査事業費）
（環境保全課）

水環境保全意識の高揚に資する水生生物調査
の普及のため、教材の配布や講師養成研修会
を開催するほか、水生生物調査出前講座への
講師派遣を実施

《Ⅷ》42-⑦　三陸ジオパークに関する取組の推進

○ Ⅲ-1

県民等の環境学習を支援するため、環境学習
交流センターを拠点とした環境アドバイザー
の派遣、出張環境学習会や環境学習講座の開
催、地域活動団体への支援等の取組を実施

○

Ⅲ-1

○ Ⅲ-1

三陸ジオパーク推進強化
事業費
（環境生活企画室）

7.6 0.0 皆増 新規

環境保全対策費（水生生
物調査事業費）
（環境保全課）

3.5 4.0 △ 0.5

ジオパークを活用した地域振興を図るため、
三陸ジオパーク推進協議会等と連携し、三陸
ジオパークの魅力を伝えるコンテンツ作りや
認定ガイドの育成等の推進を図る取組を実施

○
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（環境生活部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

ゼロカーボン推進事業費
（環境生活企画室）

57.1 18.0 39.1
一部
新規

○ ○ Ⅲ-1

「第２次岩手県地球温暖化対策実行計画」に
基づき、温室効果ガス排出量を総合的に削減
するため、家庭の省エネルギー化促進、事業
者への省エネルギー設備導入補助のほか、県
有施設の再エネ導入等に向けた取組を実施
（補助率：定額、補助対象：中小事業者等）

《Ⅷ》43-②　災害に強く持続可能な廃棄物処理体制の構築

産業廃棄物処理施設整備
事業促進費
（廃棄物特別対策室）

1,967.4 744.8 1,222.6

《Ⅷ》43-③　産業廃棄物の適正処理の推進

岩手県海岸漂着物対策推進地域計画に基づ
き、市町村等が行う海岸漂着物の回収・処理
等に対する支援や、環境保全活動の促進、情
報発信、海洋ごみの調査等を実施（補助率：
7/10・8/10、補助対象：市町村等）

海岸漂着物等地域対策推
進事業費
（資源循環推進課）

45.1 48.6 △ 3.5 ○

　県民や事業者、行政が一体となった県民運動を展開し、温室効果ガスの排出削減対策を推進するととも
に、再生可能エネルギーの導入促進や地域における気候変動適応に関する理解促進に取り組みます。

《Ⅷ》44-①　温室効果ガス排出削減対策の推進

○ ○

廃棄物適正処理監視等推
進費
（資源循環推進課）

37.5 40.3
産業廃棄物不適正処理の未然防止のため、産
業廃棄物適正処理指導員による監視指導やス
カイパトロール等を実施

いわてクリーンセンターの後継となる、公共
関与による産業廃棄物管理型最終処分場の整
備等を実施

《Ⅷ》44　地球温暖化防止に向け、低炭素社会の形成を進めます

△ 2.8

Ⅲ-1
地球温暖化対策事業費
（環境生活企画室）

10.0 9.9 0.1 ○

《Ⅷ》43　循環型地域社会の形成を進めます

　企業や地域との連携促進等による廃棄物の発生抑制や循環的な利用、適正処理を推進し、「循環型地域
社会」の形成を目指します。

《Ⅷ》43-①　廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用の推進

循環型地域社会形成推進
事業費
（資源循環推進課）

135.0 129.6 5.4
一部
新規

○

県民、事業者、市町村等の各主体との連携に
よる３Ｒの促進、リサイクル製品の開発等に
取り組む事業者への支援等を実施するほか、
飲食店における食べ残しの削減等の普及啓発
を実施（補助率：1/3～10/10、補助対象：県
内に事業所を置く事業者等）

○

青森県境で発生した産業廃棄物不法投棄事案
について、原状回復を目指した汚染土壌等の
浄化及び不法投棄の原因者等に対する責任追
及等を実施

産業廃棄物の適正処理の推進のため、排出事
業者や処理業者を対象とした研修会等を実施

県境不法投棄現場環境再
生事業費
（廃棄物特別対策室）

910.7 804.0 106.7

循環型地域社会形成推進
事業費
（資源循環推進課）

135.0 129.6 5.4

市町村が国の食とくらしの「グリーンライ
フ・ポイント」推進事業を活用し、新たなポ
イント制度の開発等を実施する場合、ポイン
トの原資となる賞品代の一部を支援

温室効果ガス排出量の2050年実質ゼロに向け
た県民運動の展開、岩手県地球温暖化防止活
動推進センターを拠点とした普及啓発等を実
施

いわてグリーンライフ・
ポイント推進事業費
（環境生活企画室）

5.1 0.0 皆増 新規 ○

37



分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（環境生活部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

水素ステーションの設置及び燃料電池自動車
の導入に対する支援等を実施（補助率：
1/6・定額、補助対象：事業者等）

いわて水素モビリティ実
証事業費
（環境生活企画室）

89.7 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-1

再生可能エネルギー導入
促進事業費
（環境生活企画室）

23.2 20.7 2.5

水素利活用による再生可
能エネルギー推進事業費
（環境生活企画室）

11.5 11.1 0.4 ○ ○ Ⅲ-1

再生可能エネルギー由来の水素の利活用推進
や水素関連製品の普及促進、水素利活用に関
する県民や事業者等への理解促進などに取り
組むほか、水素関連産業の可能性調査を実施

○ Ⅲ-1

Ⅲ-3

男女共同参画社会の実現に向け、男女共同参
画センターを拠点として各種講座の開催や情
報提供、相談事業、ＬＧＢＴ等への理解促進
の取組を実施

いわて男女共同参画プラ
ン推進事業費
（若者女性協働推進室）

23.6 24.1 △ 0.5 ○

32.6 △ 7.6
一部
新規

Ⅲ-3

女性が働きやすい環境づくりを推進するた
め、企業等におけるワーク・ライフ・バラン
スの優良事例を創出するほか、優れた取組の
情報発信等を実施

女性のためのつながりサ
ポート事業費
（若者女性協働推進室）

15.8 0.0 皆増

いわてワーク・ライフ・
バランス促進強化事業費
（若者女性協働推進室）

5.8 5.8 0.0 ○

新型コロナウイルス感染症拡大による孤独・
孤立で不安を抱える女性を支援するため、相
談体制の整備、居場所づくり、女性用品の配
付を実施

《Ⅷ》44-②　再生可能エネルギーの導入促進

気候変動対策への県民の関心と理解を深める
ための総合イベント等を開催

○

○ Ⅲ-1

《Ⅷ》44-④　地球温暖化に伴う気候変動の影響への適応

地球温暖化対策事業費
（気候変動対策推進事業
費）
（環境生活企画室）

4.6 14.3 △ 9.7

再生可能エネルギーの導入促進のため、被災
家屋等への太陽光発電の導入支援や自立・分
散型エネルギー供給システムの構築に向けた
取組支援、地域に根差した再エネの立地促進
などを実施（補助率：定額、補助対象：東日
本大震災津波により、自ら居住していた家屋
に被害を受けた個人等）

再生可能エネルギー利用
発電設備導入促進資金貸
付金
（環境生活企画室）

1,062.0 1,304.0 △ 242.0 ○ Ⅲ-1
省エネルギー設備や再生可能エネルギー設備
の導入促進のため、設備設置資金等への低利
融資を実施

《Ⅹ》49-①　多様な生き方が認められる男女共同参画の実現に向けた環境の整備

Ⅹ　参画

《Ⅹ》49　性別や年齢、障がいの有無にかかわらず活躍できる社会をつくります

　男女が共に生きやすく、多様な生き方が認められる男女共同参画社会の実現に向けた環境づくりを進め
るとともに、若者、女性の活躍に向け、若者の主体的な活動の活性化につながる取組や、女性のライフス
テージ、ライフスタイルに対応した活躍の支援を推進します。

○

《Ⅹ》49-②　若者の活躍支援

○

《Ⅹ》49-③　女性の活躍支援

女性が活躍できる環境づくりを推進するた
め、いわて女性活躍企業等認定制度の普及や
業種を越えたネットワーク構築の支援などを
実施

いわて女性活躍支援強化
事業費
（若者女性協働推進室）

11.3 11.9 △ 0.6 Ⅲ-3

Ⅲ-3

若者の主体的な活動を支援するため、いわて
ネクストジェネレーションフォーラムの開催
のほか、県内の若者活動拠点を連携拠点に指
定し、いわて若者カフェとの協働によるイベ
ント等を実施（補助率：定額、補助対象：若
者グループ　等）

いわて若者活躍支援強化
事業費
（若者女性協働推進室）

25.0
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（環境生活部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

グ
リ
ー

ン

△ 2.0

多様な主体の参画・連携・協働を推進するた
め、ＮＰＯ活動交流センターを拠点として、
ネットワークづくりやＮＰＯの活動促進に向
けた取組を実施

ＮＰＯ活動交流センター
管理運営費
（若者女性協働推進室）

30.6 30.9 △ 0.3 ○

667.8 710.6 △ 42.8 ○
県民の交流・連携を促進し、良好な利用環境
を確保するため、情報提供、施設の管理運
営、保守、改修等を実施

事業型ＮＰＯ育成事業費
（若者女性協働推進室）

○

30.6 30.9 △ 0.3 ○

Ⅲ-1

温室効果ガス排出量の2050年実質ゼロに向け
た県民運動の展開、岩手県地球温暖化防止活
動推進センターを拠点とした普及啓発等を実
施

地球温暖化対策事業費
（環境生活企画室）

10.0 9.9 0.1 ○

多様な主体の参画・連携・協働を推進するた
め、ＮＰＯ活動交流センターを拠点として、
ネットワークづくりやＮＰＯの活動促進に向
けた取組を実施

○

ＮＰＯ等の安定的な運営を支援するため、Ｎ
ＰＯ等に対し、活動資金確保等に関する研修
会や、「新しい生活様式」に対応するため活
動のオンライン化に向けた、技術習得の支援
を実施

ＮＰＯ活動交流センター
管理運営費
（若者女性協働推進室）

ＮＰＯ等による復興支援
事業費
（若者女性協働推進室）

28.7 41.9 △ 13.2

多様な主体の参画・協働を地域づくりにつな
げるとともに県政全般に広げていくため、県
民理解の促進や官民連携の推進を図る取組を
実施

多様な主体の参画・協働を地域づくりにつな
げるとともに県政全般に広げていくため、県
民理解の促進や官民連携の推進を図る取組を
実施

《Ⅹ》50　幅広い市民活動や多様な主体による県民運動を促進します

　多様な主体の参画・連携・協働に向けた機運醸成とネットワークづくりや社会のニーズに対応したＮＰ
Ｏの活動促進に向けた支援を推進するとともに、県民運動への参加機運の醸成に取り組みます。

《Ⅹ》50-①　多様な主体の参画・連携・協働に向けた機運醸成とネットワークづくり

多様な主体のパートナー
シップ推進事業費
（若者女性協働推進室）

2.4 3.1 △ 0.7 ○

多様な主体の協働による復興支援活動等を推
進するため、活動経費の助成や担い手となる
ＮＰＯ等の運営基盤強化のための取組を実施
（補助率：定額、補助対象：ＮＰＯ等）

3.9 5.9

食育県民運動促進事業費
（県民くらしの安全課）

0.5 1.5 △ 1.0 ○
食育に対する県民意識を醸成し、地域や家庭
での実践を促すため、食育に関する普及啓発
や地域の推進体制整備への支援を実施

多様な主体のパートナー
シップ推進事業費
（若者女性協働推進室）

2.4 3.1 △ 0.7 ○ ○

《Ⅹ》50-②　官民連携による県民運動の展開

○

○

《Ⅹ》50-③　社会のニーズに対応したＮＰＯの活動促進に向けた支援

○

○

多様な主体の協働による復興支援活動等を推
進するため、活動経費の助成や担い手となる
ＮＰＯ等の運営基盤強化のための取組を実施
（補助率：定額、補助対象：ＮＰＯ等）

ＮＰＯ等による復興支援
事業費
（若者女性協働推進室）

28.7 41.9 △ 13.2 ○

いわて県民情報交流セン
ター管理運営費
（若者女性協働推進室）
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（環境生活部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

水素ステーションの設置及び燃料電池自動車
の導入に対する支援等を実施（補助率：
1/6、定額　、補助対象：事業者等）

いわて水素モビリティ実
証事業費
（環境生活企画室）

89.7 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-1 〇

□その他主要な事業

三陸ジオパーク推進強化
事業費
（環境生活企画室）

7.6 0.0 皆増 新規 Ⅲ-1

ジオパークを活用した地域振興を図るため、
三陸ジオパーク推進協議会等と連携し、三陸
ジオパークの魅力を伝えるコンテンツ作りや
認定ガイドの育成等の推進を図る取組を実施

○ ○

新しい時代を切り拓くプロジェクトの推進

PCB廃棄物適正処理対策
事業費
（資源循環推進課）

56.9 0.0 皆増 新規

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の確実かつ適正な
処理を図るため、ポリ塩化ビフェニル廃棄物
特別措置法で定める期限内処理に向けた取組
を実施

水素利活用による再生可
能エネルギー推進事業費
（環境生活企画室）

11.5 11.1 0.4 ○ Ⅲ-1

再生可能エネルギー由来の水素の利活用推進
や水素関連製品の普及促進、水素利活用に関
する県民や事業者等への理解促進などに取り
組むほか、水素関連産業の可能性調査を実施

○ ○

10　水素利活用推進プロジェクト

３　三陸防災復興ゾーンプロジェクト
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【予算額】 （単位：百万円、％）

■主要事業一覧

【復興推進関係】（保健福祉部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

増減額 増減率

当初予算額 18,711.8 12.2

保健福祉部
保健福祉企画室

企画担当

019-629-5412

うち震災対応分 △ 474.4 △ 35.2

令和４年度の主要事業
照
会
先

172,037.8

874.8

４年度当初予算額 ３年度当初予算額

153,326.0

1,349.2

区分

【Ⅱ】２ 保健・医療・福祉

　被災者の心身の健康を守るため、こころのケア、保護を必要とする子どもの養育支援などを実施しま
す。

【Ⅱ】2-⑥　災害に強く、質の高い保健・医療・福祉提供体制を整備します

被災地発達障がい児支援
体制整備事業費
（障がい保健福祉課）

20.0 23.9 △ 3.9

被災した発達障がい児（者）への相談支援や
関係施設、関係機関等に対する専門的な助
言・指導を実施するため、沿岸地域に専門職
員（コーディネーター）を配置

【Ⅱ】2-⑦　健康の維持・増進を図るとともに、要保護児童を支援します

被災児童対策事業費
（子ども子育て支援室）

57.4 59.0 △ 1.6
被災児童を支援するため、こころのケアや、
里親等の養育者や支援者への相談支援等を実
施

被災者の精神的負担を軽減するため、「県こ
ころのケアセンター」及び「地域こころのケ
アセンター」を運営し、長期にわたる継続し
た専門的ケアを実施

被災地こころのケア対策
事業費
（障がい保健福祉課）

405.3 411.4 △ 6.1

【Ⅱ】４ 地域コミュニティ

　全ての人が孤立せず、安心して地域で生活できるよう、高齢者や障がい者を住民相互で支え合う、福祉
のまちづくりの観点も取り入れながら、地域コミュニティ活動の活性化に向けた取組を支援します。

【Ⅱ】4-⑫　地域コミュニティの再生・活性化を支援します

生活福祉資金貸付事業推
進費補助
（地域福祉課）

291.6 378.6 △ 87.0

被災者が孤立を深めることがないよう、岩手
県社会福祉協議会が配置する生活支援相談員
が行う見守り活動や相談支援等に要する経費
を補助（補助率：定額、補助対象：岩手県社
会福祉協議会）
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分野
横断

重
点

デ
ジ
タ
ル
化

依存症対策推進事業費
（障がい保健福祉課）

2.4 0.0 皆増 新規 Ⅲ-4

依存症患者、依存症に関連する問題を有する
者、依存症が疑われる者、依存症になるリス
クを有する者及びその家族等に対する包括的
な支援体制を整備

《Ⅰ》1-③　自殺対策の推進

自殺対策緊急強化事業費
（障がい保健福祉課）

77.3 85.0

被災地こころのケア対策
事業費
（障がい保健福祉課）

405.3 411.4 △ 6.1 Ⅲ-4 ○

被災者の精神的負担を軽減するため、「県こ
ころのケアセンター」及び「地域こころのケ
アセンター」を運営し、長期にわたる継続し
た専門的ケアを実施

△ 7.7 Ⅲ-4

民間団体や市町村が実施する自殺対策に係る
取組を支援するとともに、相談支援体制の整
備、人材養成、普及啓発等を実施（補助率：
1/2・2/3・10/10、補助対象：市町村等）

Ⅲ-4

岩手県口腔保健支援センターにおいて、口腔
の健康づくりの普及啓発活動や、歯科保健従
事者の資質向上を図るための研修会、歯科保
健調査等を実施

生活習慣病重症化予防推
進事業費
（健康国保課）

15.4 16.0 △ 0.6 Ⅲ-4

受動喫煙対策促進費
（健康国保課）

0.9 1.4 △ 0.5 Ⅲ-4

望まない受動喫煙を防止するため、受動喫煙
による健康影響等について普及啓発等を行う
とともに、多数の者が利用する施設等におけ
る受動喫煙防止措置を徹底

がんや脳卒中・心疾患のり患情報の登録・分
析、がん検診等の受診率向上のための県民へ
の普及啓発等を実施

イー歯トーブ８０２０運
動推進事業費
（健康国保課）

9.6 9.5 0.1

新規

医療等ビッグデータの分析結果等を活用し、
市町村支援や県民の行動変容を促す情報発信
等を実施

《政策推進関係》（保健福祉部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

「１０の政策分野」に基づく施策の推進

健康いわて21プラン推進
事業費
（健康国保課）

13.3 13.3 0.0 Ⅲ-4

県民が一体となった健康づくりを進めるた
め、健康いわて21プラン（第２次）の周知や
推進協議会の開催、同プランの評価等を目的
とした「県民生活習慣実態調査」を実施

事業内容

Ⅰ　健康・余暇

《Ⅰ》１　生涯にわたり心身ともに健やかに生活できる環境をつくります

　県民が健やかに生活できるよう、生活習慣の改善や社会環境の整備などにより、生涯を通じた健康づく
りを推進するとともに、精神疾患に関する普及啓発等に取り組み、こころの健康づくりを進めます。
　また、包括的な自殺対策プログラムを実践するとともに、自殺の多い年代を対象とした重点的な対策
や、相談支援体制の充実に取り組みます。

《Ⅰ》1-①　生涯を通じた健康づくりの推進

新型コロナウイルス感染
症こころのケア体制整備
事業費
（障がい保健福祉課）

0.5 1.3 △ 0.8 Ⅲ-4

新型コロナウイルス感染症による県民の不安
やストレスの軽減、うつ病等精神疾患の発症
を予防するため、県精神保健福祉センターに
相談員を配置

《Ⅰ》1-②　こころの健康づくりの推進

健幸づくりプロジェクト
推進費
（健康国保課）

9.9 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-4

Ⅲ-4

脳卒中など循環器病等の発症予防、早期発
見、重症化予防を推進するため、生活習慣の
改善や県民機運の醸成、活動リーダーの養
成、取組モデルの提示、検診受診率向上に向
けた取組等を推進

循環器病等予防緊急対策
事業費
（健康国保課）

17.7 0.0 皆増
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（保健福祉部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

体外式膜型人工肺等活用
人材育成事業費
（医療政策室）

4.5 0.0 皆増

災害、地域精神医学講座
設置運営寄附金
（障がい保健福祉課）

10.0 10.0 0.0 Ⅲ-4

災害発生時の被災地における精神疾患の発症
や重篤化の予防、患者に応じた適切な精神科
医療を提供できるよう精神科医等の医療従事
者を確保・育成

看護師等修学資金貸付金
（医療政策室）

207.7 200.9 6.8 Ⅲ-4
県内の看護職員の就業・定着を促進するた
め、看護師等学校養成所に在学する学生に対
し修学資金を貸付

安心と希望の医療を支え
る看護職員確保定着推進
事業費
（医療政策室）

31.4

地域医療医師支援事業費
（医療政策室）

31.3 30.3 1.0 Ⅲ-4

地域医療に従事する医師の確保・定着を図る
ため、地域医療支援センターによる取組の実
施及び指導医の派遣や研修費用を補助（補助
率：定額、補助対象：医療機関）

臨床研修医定着支援事業
費
（医師支援推進室）

30.0 28.7 1.3

45.3 △ 0.7

28.1 3.3 Ⅲ-4

看護職員の安定的な確保・定着を図るため、
看護師等学校養成所への進学の動機づけや、
県内就業の推進、働きやすい職場環境づくり
などに関する取組を実施

△ 25.3 Ⅲ-4

地域医療において特別な役割があり、かつ過
酷な勤務環境となっている医療機関を対象
に、勤務医の労働時間短縮のための体制整備
に要する経費を補助（補助率：定額、補助対
象：救急医療等に関する所定の要件を満たす
医療機関）

Ⅲ-4

重症呼吸不全患者に対して体外式膜型人工肺
（ＥＣＭＯ）を適切に取り扱うことができる
医療従事者を確保するため、県内の医療機関
に勤務する医師、看護師、臨床工学技士等に
対する研修を実施

Ⅲ-4

Ⅲ-4

勤務医の離職防止や業務負担の軽減を図るた
め、医療機関における勤務環境の改善や処遇
改善などの取組を支援（補助率：2/3・3/4、
補助対象：医療機関）

臨床研修医の定着を図るため、臨床研修病院
合同説明会・面接会、指導医講習会等を実施

自殺対策事業費
（障がい保健福祉課）

34.3 23.5
一部
新規

新型コロナウイルス感染症対策として相談体
制の充実を図る民間団体や市町村への補助の
ほか、働き盛り世代への対策強化として、職
域団体等へのゲートキーパー研修を強化（補
助率：3/4・10/10、補助対象：市町村等）

△ 0.4 Ⅲ-4
地域の医師不足を解消するため、県外に在住
する医師への訪問活動等に取り組み、即戦力
となる医師を確保

勤務医勤務環境向上支援
事業費
（医療政策室）

44.6

Ⅲ-4

医師の確保を図るため、医学部に入学する岩
手県出身者に対する修学資金の貸付や、自治
医科大学、岩手県国民健康保険団体連合会等
が行う医師養成事業等に対する助成のほか、
医学部進学者数の拡大や、奨学金養成医師の
地域定着を図る取組、県立病院が行う医師奨
学金貸付への補助を実施（補助率：1/2・定
額、補助対象：県立病院）

《Ⅰ》２　必要に応じた医療を受けることができる体制を充実します

　地域における医療・介護の総合的な確保に向けて、病床機能の分化と連携の促進や在宅医療体制の整備
などを推進します。
　また、患者の立場に立った質の高い医療サービスを提供するため、医療機関の機能分担と連携や救急医
療体制、周産期医療体制の整備を推進するとともに、地域医療の基本となる医師等の医療従事者の養成・
確保を進めます。

《Ⅰ》2-①　医療を担う人づくり

医師確保対策事業費
（医療政策室）

1,166.3 1,120.5 45.8

医師招聘推進事業費
（医師支援推進室）

7.5 7.9

地域医療勤務環境改善体
制整備事業費補助
（医療政策室）

95.1 120.4

10.8
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Ⅲ-4

病床転換施設設備整備費
補助
（医療政策室）

85.0 0.0 皆増

災害拠点病院施設設備整
備費補助
（医療政策室）

9.7 0.0 皆増 新規

救命救急センターの機能を有する災害拠点病
院の災害対応に要する資機材の更新経費を補
助（補助率：定額、補助対象：災害拠点病
院）

Ⅲ-4
歯科医療提供体制検討委員会（仮称）を設置
し、地域の実情を踏まえた協議・検討を実施

Ⅲ-4

患者の療養環境及び医療従事者の職場環境の
改善等を図るため、民間病院の建替え等に要
する経費を補助（補助率：1/3、補助対象：
医療機関）

Ⅲ-4

病床の機能分化、連携を推進し、急性期から
回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービ
スを地域において総合的に確保するため、病
院が行う病床転換に必要な施設設備の整備等
に要する経費を補助（補助率：1/2、補助対
象：病院）

歯科医療提供体制構築推
進事業費
（医療政策室）

0.2 0.0 皆増 新規

医療施設近代化施設整備
費補助
（医療政策室）

552.0 0.0 皆増

5.9
一部
新規

Ⅲ-2

小児救急医療体制を確保するため、連携支援
システムの運営、電話相談等の委託及び受入
体制整備に対する補助を実施（補助率：
10/10、補助対象：盛岡赤十字病院、盛岡医
療センター）

ドクターヘリ運航事業費
（医療政策室）

281.3 297.1 △ 15.8 Ⅲ-4

三次救急医療体制を補完するため、岩手医科
大学が運営する岩手県高度救命救急センター
のドクターヘリ運航を支援（補助率：定額、
補助対象：ドクターヘリ運航主体）

地域保健医療推進費
（医療政策室）

5.0 8.1 △ 3.1 ○

地域医療構想をはじめ、医療計画の推進に向
けて、構想区域（二次保健医療圏）ごとに設
置する調整会議等において関係者との協議を
実施

《Ⅰ》2-②　質の高い医療が受けられる体制の整備

医師の働き方改革を推進するため、医療機関
の取組に対する県民の理解と協力を促進する
普及啓発を実施

Ⅲ-4

33.5 27.6

がん診療連携拠点病院機
能強化事業費補助
（医療政策室）

91.1 91.8 △ 0.7 Ⅲ-4

県内全域で質の高いがん医療が受けられるよ
う、がん診療連携拠点病院が行う医療従事者
研修や相談支援などの取組に要する経費を補
助（補助率10/10、補助対象：がん診療連携
拠点病院）

緩和ケア等啓発推進事業
費
（医療政策室）

11.0 11.0 0.0 Ⅲ-4

がん患者や家族の療養生活の質の維持向上を
図るため、緩和ケア従事者の育成、がん患者
等への支援や情報提供、医療用ウィッグ購入
費用の補助等を実施（補助率1/2、補助対
象：市町村）するほか、若年がん患者の妊よ
う性温存に対する助成を実施

小児科救急医療体制整備
事業費
（医療政策室）

Ⅲ-4皆増

周産期医療対策費
（医療政策室）

303.7 307.2 △ 3.5 Ⅱ-1

総合的な周産期医療体制を整備し、安心して
子どもを生み育てることができる環境づくり
を推進するため、周産期母子医療センターの
運営支援（補助率：2/3、補助対象：周産期
母子医療センター）や周産期医療施設設備整
備（補助率：2/3、補助対象：総合周産期母
子医療センター）を実施

看護職員等処遇改善事業
費
（医療政策室）

242.6 0.0 新規

医師働き方改革推進事業
費
（医師支援推進室）

0.8 0.5 0.3
一部
新規

新型コロナウイルス感染症対応と少子高齢化
への対応が重なる最前線で働く看護職員等の
収入の引上げに要する経費を補助（補助率：
定額、補助対象：地域でコロナ医療など一定
の役割を担う医療機関）
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人
口
減
少

外国人患者受入環境整備
等推進事業費
（医療政策室）

0.1 0.1 0.0 Ⅲ-4
地域で外国人患者が安心して受診できる体制
の充実を図るため、多分野の関係者による意
見交換会を実施

在宅医療体制支援事業費
補助
（医療政策室）

12.3 12.3 0.0 Ⅲ-4

在宅医療提供体制を強化するため、岩手県医
師会が実施する在宅医療に取り組む医師の支
援に向けた仕組みづくりなどの取組に要する
経費を補助（補助率：定額、補助対象：医療
機関等）

特定疾患対策費
（健康国保課）

1,470.5 1,421.5 49.0
難病患者の経済的負担を軽減するため、医療
費助成を実施

在宅医療提供体制の構築のため、在宅医療に
参入する医療従事者等を養成する研修会や、
県民が在宅医療についての理解を深めるため
の県民公開講座等を実施

アドバンスケアプランニ
ング普及啓発事業費
（医療政策室）

3.9 3.9 0.0 Ⅲ-4

患者の意思を尊重した医療・ケアの提供体制
を整備するため、患者が家族等や医療・ケア
チームと人生最終段階の医療・ケア等につい
て話しあうプロセスである「アドバンスケア
プランニング」の普及啓発を実施

在宅医療推進費
（医療政策室）

12.7 15.2 △ 2.5 Ⅲ-4

在宅（介護施設を含む）療養者が安心して生
活することができるよう、地域の実情に合わ
せた在宅医療介護の提供体制を構築（補助
率：定額、補助対象：市町村等）

県民みんなで支える岩手
の地域医療推進プロジェ
クト事業費
（医療政策室）

1.6 1.7 △ 0.1 Ⅲ-4

地域医療の確保を図るため、県民、保健医療
関係団体、産業界、学校等が一体となり、医
療機関の受診の仕方や健康を守るための普
及・啓発を行うなど、県民総参加型の地域医
療体制づくりに向けた県民運動を実施

地域医療情報発信事業費
（医療政策室）

6.2 6.2 0.0 Ⅲ-4

医師の不足と偏在の解消に向けた「地域医療
基本法」制定の提言や他県と連携した国への
働きかけ、県民に向けた適正受診の重要性等
に係る普及啓発などの地域医療の確保に係る
情報発信事業を実施

いわて医療情報ネット
ワーク運営費
（医療政策室）

50.2 50.2 0.0 ○ Ⅲ-4
医療サービスの質を確保するとともに、医療
資源の不足や地域偏在の是正を図るため、い
わて医療情報ネットワークの運営を実施

障がい者歯科医療対策費
（医療政策室）

9.7 9.8 △ 0.1 Ⅲ-4
障がい者の健康増進と福祉の向上を図るた
め、歯科診療の受診が困難な障がい者の歯科
診療を実施

産科診療所開設等支援事
業費補助
（医療政策室）

59.7 42.6 17.1 Ⅱ-1

身近な地域で安心して出産できる環境の整備
に要する経費を補助（補助率：1/2、補助対
象：分娩取扱診療所）するとともに、分娩取
扱診療所がない市町村における新規開設等の
場合については、国庫補助対象設備以外の設
備整備に係る経費を補助（補助率：定額、補
助対象：分娩取扱診療所）

救助と医療をつなぐ災害
時実践力強化事業費
（医療政策室）

16.7 15.4 1.3 Ⅲ-4

災害発生時の医療提供体制を確保するため、
災害医療コーディネーターやＤＭＡＴ隊員の
養成研修等を実施（補助率：定額、補助対
象：研修実施主体）

妊産婦支援事業費
（医療政策室）

3.8 3.5 0.3 Ⅱ-1

安心して出産できる環境を整備するため、ハ
イリスク妊産婦の通院等に対し支援する市町
村への補助を実施（補助率：1/2、補助対
象：市町村）

在宅医療人材育成基盤整
備事業費
（医療政策室）

10.9 11.3 △ 0.4 Ⅲ-4
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新型コロナウイルス感染症の影響により休業
した薬局の再開・継続に要する経費を補助
（補助率：定額、補助対象：薬局）

新型コロナウイルス感染
症対応看護職員等派遣支
援事業費
（医療政策室）

48.3 68.4 △ 20.1

新型コロナウイルス感染症のクラスターが発
生した県内医療機関に職員を派遣する医療機
関に対し、職員派遣に要する経費を補助（補
助率：定額、補助対象：医療機関）

薬局再開支援等事業費補
助
（健康国保課）

2.5 8.4 △ 5.9

入院医療提供体制整備事
業費
（医療政策室）

55.5 62.0 △ 6.5

岩手県新型コロナウイルス感染症医療体制検
討委員会に入院搬送等調整班を設置するほ
か、医師等医療従事者の派遣に要する経費を
負担

医療機関再開等支援事業
費補助
（医療政策室）

3.6 12.1 △ 8.5

新型コロナウイルス感染症の影響により休業
又は診療規模を縮小した医療機関の継続・再
開に要する経費を補助（補助率：定額、補助
対象：医療機関）

新型コロナウイルス感染
症軽症者等宿泊療養事業
費
（医療政策室）

4,356.6 1,071.1 3,285.5
軽症の新型コロナウイルス感染症患者の宿泊
療養施設を確保

新型コロナウイルス感染
症医療従事者宿泊費補助
（医療政策室）

78.6 125.8 △ 47.2

新型コロナウイルス感染症への対応により、
帰宅が困難な医療従事者のための宿泊施設を
借り上げる医療機関に対し、借上げに要する
経費を補助（補助率：定額、補助対象：新型
コロナウイルス感染症患者入院医療機関等）

新型コロナウイルス感染
症入院施設等確保事業費
補助
（医療政策室）

16,758.1 13,494.4 3,263.7

新型コロナウイルス感染症患者用の病床を確
保する医療機関に対し病床確保に要する経費
を補助（補助率：定額、補助対象：新型コロ
ナウイルス感染症患者入院医療機関等）

地域外来・検査センター
整備事業費
（医療政策室）

58.0 343.8 △ 285.8
ＰＣＲ検査等を実施する地域外来・検査セン
ターを設置

結核・感染症サーベイラ
ンス事業費
（医療政策室）

399.9 398.6 1.3
行政検査体制の充実を図るため、県環境保健
研究センター用の新型コロナウイルス検査資
器材等を購入

感染症等健康危機管理体
制強化事業費
（医療政策室）

8.9 8.9 0.0

新型コロナウイルス感染症による健康危機管
理に迅速・適切に対応するための疫学専門
チームを派遣するとともに、クラスター対策
の研修会等を実施

分娩前感染症検査費補助
（医療政策室）

11.4 12.2 △ 0.8

基礎疾患又は強い不安を抱える妊婦が希望す
る場合に、分娩前ＰＣＲ検査を受けるための
費用を支援（補助率：定額、補助対象：妊
婦）

感染症予防費（ＰＣＲ検
査、入院措置、受診・相
談センター）
（医療政策室）

1,070.3 1,279.9 △ 209.6

医療機関等のＰＣＲ検査料や新型コロナウイ
ルス感染症患者の入院医療費等を負担すると
ともに、有症状者の受診相談や一般相談に適
切に対応するため、受診・相談センターを設
置・運営

骨髄バンク促進事業費
（健康国保課）

0.9 0.9 0.0 ○

ドナー登録者数の増加による骨髄提供の機会
の確保を図るため、ドナー登録説明員の養成
や制度の周知を実施するとともに、市町村が
行う骨髄等の提供を行った者又は事業所への
助成に要する経費を補助（補助率1/2、補助
対象：市町村）
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2.1 0.0
保護施設等に対し、感染者が発生した場合等
における消毒の実施に要する経費を補助（補
助率：定額、補助対象：保護施設）

保護施設等衛生環境緊急
確保事業費補助
（地域福祉課）

2.1

ユニバーサルデザイン推
進事業費
（地域福祉課）

0.8 1.0 △ 0.2 Ⅲ-4

ひとにやさしいまちづくりを推進するため、
セミナーの開催や優良事例等の表彰、電子
マップの運用などによりユニバーサルデザイ
ンの普及啓発を実施

新型インフルエンザ患者
入院医療機関等設備整備
費補助
（医療政策室）

1,776.9 1,025.0 751.9

医療機関が行う外来診療体制の拡充と入院診
療提供を行うために必要な資器材の整備に要
する経費を補助（補助率：定額、補助対象：
医療機関）

新型コロナウイルス感染
症対応医療従事者危険手
当支給費補助
（医療政策室）

268.8 168.4 100.4

新型コロナウイルス感染症入院患者受入医療
機関の負担軽減と医療従事者の待遇向上のた
め、医療機関が行う危険手当支給に要する経
費を補助（補助率：定額、補助対象：新型コ
ロナウイルス感染症患者入院医療機関）

《Ⅰ》３　介護や支援が必要になっても、住み慣れた地域で安心して生活できる環境をつくります

　介護や支援が必要になっても、住み慣れた地域で安心して生活できるよう、福祉コミュニティづくりや
多様で複層的なセーフティネットの整備とともに、地域包括ケアのまちづくりを推進します。
　また、障がい者が住み慣れた地域で活躍できるよう、日常生活・社会生活の支援、就労促進など、障が
い者の社会参加を進めます。

代診医派遣体制確保事業
費補助
（医療政策室）

13.5 33.8 △ 20.3
新型コロナウイルスに感染した医師に代わり
診療を行う医師の派遣に要する経費を補助
（補助率：定額、補助対象：医療機関）

低所得世帯等の生活支援のため、岩手県社会
福祉協議会が行う生活福祉資金の貸付に要す
る経費を補助（補助率：定額、補助対象：岩
手県社会福祉協議会）

《Ⅰ》3-①　互いに認め合い、共に支え合う福祉コミュニティづくりの推進

民生（児童）委員活動費
（地域福祉課）

217.5 217.6 △ 0.1

災害時に要配慮者の支援を行う「災害派遣福
祉チーム」の派遣体制を強化するため、チー
ム員の養成及びスキルアップ研修を行うほ
か、災害時の派遣調整等を行うコーディネー
ターを配置

Ⅲ-4

複雑化、複合化した支援ニーズに対応する包
括的な支援体制を構築するため、市町村にお
ける重層的支援体制整備事業の実施を支援
（補助率：12.5/100～1/3、補助対象：市町
村）

《Ⅰ》3-②　みんなが安心して暮らせるセーフティネットの整備

生活困窮者自立支援事業
費
（地域福祉課）

113.5 106.0 7.5
一部
新規

民生委員・児童委員の活動の充実を図るた
め、研修会を開催するほか、活動に係る経費
等を補助（補助率：定額、補助対象：岩手県
民生委員児童委員協議会）

重層的支援体制整備事業
費
（地域福祉課、長寿社会
課、障がい保健福祉課、
子ども子育て支援室）

155.6 46.4 109.2

生活福祉資金貸付事業推
進費補助
（地域福祉課）

42.7 43.2 △ 0.5 Ⅲ-4

Ⅲ-4

生活困窮者の自立を支援するため、相談窓口
を設置し就労準備支援や子どもの学習・生活
支援等を実施するとともに、支援ニーズの拡
大に対応するため家計改善支援を充実

成年後見推進支援事業費
（地域福祉課）

17.7 18.6 △ 0.9
一部
新規

Ⅲ-4

成年後見制度の利用促進を図るため、コー
ディネーターの配置や新たに設置するアドバ
イザーの派遣等により地域ネットワークの構
築を支援するとともに、成年後見を担う人材
を育成

災害派遣福祉チーム派遣
体制強化事業費
（地域福祉課）

6.0 3.5 2.5
一部
新規

Ⅲ-4
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（保健福祉部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

生活困窮者自立支援事業
費（住居確保給付金）
（地域福祉課）

0.9 3.2

Ⅲ-4
質の高いサービスが提供されるよう、医療的
ケアを要する方が入所している施設等の介護
職員を対象に研修を実施

高齢者及び障がい者にや
さしい住まいづくり推進
事業費補助
（長寿社会課）

17.1 17.5 △ 0.4 ○ Ⅲ-4

要介護高齢者や重度身体障がい者の在宅での
自立した生活を支援するとともに、介護者の
負担軽減を図るため、市町村が行う住宅改修
に対する助成に要する経費を補助（補助率：
1/2、補助対象：市町村）

地域包括ケアシステムの構築に向けた介護保
険法に基づく市町村の取組の円滑な実施と安
定的な運営を確保するため、関係団体と連携
を図り、市町村等への支援を実施

介護予防市町村支援事業
費
（長寿社会課）

6.8 7.0 △ 0.2 Ⅲ-4

市町村における介護予防事業の円滑な実施を
支援するため、岩手県介護予防市町村支援委
員会による助言や、市町村・地域包括支援セ
ンター等の事業従事者への技術的支援・助言
のほか、自立支援・重度化防止に向けた市町
村等保険者の機能強化等を実施

認知症対策等総合支援事
業費
（長寿社会課）

46.4 46.4 0.0 Ⅲ-4

認知症に対する正しい知識と理解の啓発、認
知症の人やその家族に対する支援体制構築の
ため、認知症サポーター等の養成や相談対応
を行うほか、介護・医療従事者向け研修の実
施、認知症疾患医療センターの運営を中心と
した診療・ケア体制の整備、研修派遣への補
助（補助率1/2、補助対象：研修受講者）を
実施

地域包括ケアシステム基
盤確立事業費
（長寿社会課）

21.9 22.2 △ 0.3 Ⅲ-4

△ 2.3

新型コロナウイルス感染症の影響による離職
や休業等に伴う収入減により経済的に困窮
し、住居を喪失した又はそのおそれがある者
に対し、住居確保給付金を支給（対象件数見
込：11件（町村分））

高齢者社会貢献活動支援
事業費
（長寿社会課）

4.7 4.8 △ 0.1 Ⅲ-4 ○

高齢者の生きがいづくりと社会貢献活動の促
進を図るため「岩手県高齢者社会貢献活動サ
ポートセンター」を設置し、高齢者団体等へ
の活動支援を実施

《Ⅰ》3-③　地域包括ケアのまちづくり

新型コロナウイルス感染
症生活困窮者自立支援金
給付事業費
（地域福祉課）

0.0 皆増 新規

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化に
伴い、総合支援資金等の特例貸付を終了した
世帯等に対し、新型コロナウイルス感染症生
活困窮者自立支援金を支給

保護施設等感染症対策継
続事業費補助
（地域福祉課）

1.0 1.0 0.0

保護施設等の事業継続を支援するため、施設
に勤務する職員の衛生管理や安全対策等に要
する経費を補助（補助率：定額、補助対象：
保護施設）

地域リハビリテーション
支援体制整備推進事業費
（長寿社会課）

17.2 15.8 1.4 Ⅲ-4

地域リハビリテーションの普及・促進体制を
整備するため、岩手県リハビリテーション協
議会による推進方策等の検討を行うととも
に、県内各地に設置している広域支援セン
ターを中心とした体制整備を実施

《Ⅰ》3-④　介護を要する高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことのできる環境の整備

介護認定調査員等研修事
業費
（長寿社会課）

16.7 19.2 △ 2.5 Ⅲ-4

介護保険制度の適正な運営のため、認定調査
員や介護支援専門員等を対象とした研修等を
実施するとともに、介護支援専門員研修に係
る経費を補助（補助率10/10、補助対象：指
定研修実施機関）

介護職員等医療的ケア研
修事業費
（長寿社会課）

18.0 18.2 △ 0.2

34.9

生活福祉資金貸付事業推
進費補助
（地域福祉課）

114.1 672.0 △ 557.9

岩手県社会福祉協議会に対して特例貸付（新
型コロナウイルス感染症の影響による休業等
により収入が減少した世帯を対象）の実施に
要する経費を補助（補助率：定額、補助対
象：岩手県社会福祉協議会）
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（保健福祉部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

緊急時介護人材確保、職
場環境復旧等支援事業費
補助
（長寿社会課）

Ⅲ-4

地域の介護ニーズに対応するため、市町村が
行う地域密着型サービス等の施設整備事業に
要する経費を補助（補助率：定額、補助対
象：市町村）

介護施設等簡易陰圧装置
設置事業費補助
（長寿社会課）

110.8 227.5 △ 116.7

新型コロナウイルス感染症の感染拡大のリス
クを低減するため、陰圧装置の設置や簡易的
なダクト工事等に要する経費を補助（補助
率：定額、補助対象：市町村）

Ⅲ-4

障がい福祉サービス支援
事業費補助
（障がい保健福祉課）

2.6 23.5 △ 20.9

40.8 △ 19.5

新型コロナウイルス感染症対策を図りながら
障害福祉サービス等を継続して提供できるよ
う、通常の障害福祉サービスの提供時では想
定されないかかり増し経費等を補助（補助
率：定額、補助対象：社会福祉法人等）

みたけの杜整備事業費
（障がい保健福祉課）

790.6 448.9 341.7 ○ Ⅲ-4
老朽化及び狭隘化が著しいみたけの園につい
て、同敷地内で改築整備を実施

地域密着型サービス施設
等整備事業費補助
（長寿社会課）

377.0 348.4 28.6

介護サービスを継続して提供できるよう、通
常の介護サービスの提供時では想定されな
い、かかり増し経費等に対し補助（補助率：
定額、補助対象：新型コロナウイルス感染者
が発生した又は濃厚接触者に対応した介護
サービス事業所・施設等）

《Ⅰ》3-⑤　障がい者が安心して生活できる環境の整備

介護施設等で新型コロナウイルス感染症が発
生した場合に備え、他の施設等から応援職員
を派遣する相互応援システムを構築

介護施設等応援職員派遣
調整事業費
（長寿社会課）

1.9 1.5 0.4

障害者施設等で新型コロナウイルス感染症が
発生した場合に備え、他の施設から応援職員
を派遣する相互応援システムを構築

障害者支援施設等整備費
補助
（障がい保健福祉課）

介護施設等多床室個室化
改修事業費補助
（長寿社会課）

16.6 48.9 △ 32.3

新型コロナウイルスの感染が疑われる者が複
数発生した場合に備え、感染が疑われる者同
士のスペースを空間的に分離するための多床
室の個室化に要する経費を補助（補助率：定
額、補助対象：市町村）

介護施設等ゾーニング環
境等整備事業費補助
（長寿社会課）

62.0 194.0 △ 132.0

新型コロナウイルス感染症の発生時の対応や
感染拡大防止のため、生活空間等の区分けを
行うゾーニング環境等の整備に要する経費を
補助（補助率：定額、補助対象：市町村）

21.3

就労継続支援事業所等を対象に、販路拡大や
企業等と事業所との業務受注に向けたマッチ
ング支援、企業等への就労に関する取組の理
解促進など、工賃向上に向けた総合的な支援
を行う、いわて障がい者就労支援センターを
設置

障がい者社会参加促進事
業費
（障がい保健福祉課）

1.0 1.0 0.0 Ⅲ-4

障害者支援施設等を整備する社会福祉法人等
に対し、整備に要する費用の一部を補助（補
助率：3/4、補助対象：社会福祉法人等）

《Ⅰ》3-⑥　障がい者の社会参加の促進

障がい者就労・社会参加
支援事業費
（障がい保健福祉課）

15.3 14.6 0.7

障害者支援施設等応援職
員派遣調整事業費
（障がい保健福祉課）

0.5 0.5 0.0

失語症者の日常生活における意思疎通を支援
する人材を養成

《Ⅰ》3-⑦　福祉人材の育成・確保

Ⅲ-4

117.8 311.0 △ 193.2
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（保健福祉部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

介護従事者確保事業費補
助
（長寿社会課）

12.7

保育対策総合支援事業費
（子ども子育て支援室）

132.3 116.8 15.5 Ⅱ-2 ○

保育士の確保を図るため、保育士・保育所支
援センターの運営等を行うほか、医療的ケア
児を保育するための保育所等の体制整備に対
する補助を行うとともに、保育士資格の取得
を目指す学生に対する修学資金の貸付けに要
する経費に対して助成（補助率：1/4・7/8・
10/10・定額、補助対象：市町村、岩手県社
会福祉協議会）

介護ロボット等導入支援
事業費
（長寿社会課）

152.1 172.7 △ 20.6
一部
新規

新型コロナウイルス感染症対応で業務負荷が
増えている介護職員の更なる負担軽減や業務
効率化を図るため、介護ロボット等の導入の
ほか、効果的な導入計画策定等に係る経費を
補助（補助率：定額、補助対象：介護施設・
事業所）

12.7 0.0 Ⅲ-4

介護人材確保のため、市町村等が行う人材確
保に係る事業に要する経費を補助（補助率：
1/2・10/10、補助対象：市町村・関係団体
等）

介護職員処遇改善加算取
得促進事業費
（長寿社会課）

0.8 0.6 0.2 Ⅲ-4
介護職員処遇改善加算の新規取得や、より上
位の加算取得に向けた研修会等を実施

多様な人材の介護分野への参入を促進するた
め、外国人介護人材に関するセミナーの開催
や指導職員向け研修、介護施設等による外国
人留学生への奨学金等の支給のほか、外国人
介護人材を受け入れるための環境整備等の経
費に係る支援を実施（補助率：定額、補助対
象：外国人留学生に奨学金等の支援を行う介
護事業者、外国人介護人材受入施設、介護福
祉士養成施設）

△ 0.3 Ⅲ-4

介護人材の確保を図るため、支援員を配置
し、求職者と事業所のマッチングや介護施設
を見学するバスツアー、介護未経験者に対す
る入門的研修等を実施

介護人材確保事業費
（長寿社会課）

外国人介護人材受入支援
費補助
（長寿社会課）

3.2 5.3 △ 2.1 Ⅲ-4

社会福祉士及び介護福祉
士修学資金貸付事業費補
助
（保健福祉企画室）

23.3 21.3 2.0 Ⅲ-4

介護人材の確保を図るため、岩手県社会福祉
協議会が行う社会福祉士及び介護福祉士修学
資金貸付事業に要する貸付原資等を補助（補
助率：10/10、補助対象：岩手県社会福祉協
議会）

介護人材マッチング支援
事業費
（長寿社会課）

46.7 47.0

9.9 10.0 △ 0.1 Ⅲ-4

介護人材確保のため、介護の仕事の魅力を発
信するとともに、介護職員初任者研修の受講
に要する経費を補助（補助率：定額、補助対
象：職員に初任者研修を受講させた介護事業
者等）

皆増 新規

3,367.6

Ⅲ-4

新型コロナウイルス感染症対応と少子高齢化
への対応が重なる最前線で働く障がい福祉職
員等の収入の引上げに要する経費を補助（補
助率：定額、補助対象：一定の要件を満たす
障がい福祉サービス事業所等）

Ⅲ-4

新型コロナウイルス感染症対応と少子高齢化
への対応が重なる最前線で働く介護職員等の
収入の引上げに要する経費を補助（補助率：
定額、補助対象：一定の要件を満たす介護事
業所等）

Ⅱ-2

新型コロナウイルス感染症対応と少子高齢化
への対応が重なる最前線で働く社会的養護施
設等職員の収入の引上げに要する経費を補助
（補助率：定額、補助対象：児童養護施設
等）

0.0 皆増 新規

障がい福祉職員処遇改善
事業費
（障がい保健福祉課）

1,100.3 0.0

社会的養護従事者処遇改
善事業費
（子ども子育て支援室）

32.8 0.0 皆増

介護職員処遇改善事業費
（長寿社会課）
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（保健福祉部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

人
口
減
少

人
口
減
少

人
口
減
少

人
口
減
少

“いきいき岩手”結婚サポートセンターによ
るマッチング支援、従業員への結婚支援に関
心がある企業との連携によるイベント開催な
ど、出会いや結婚を希望する県民への総合的
な支援を実施

いわてで家族になろうよ
未来応援事業費
（子ども子育て支援室）

Ⅱ-2
安心して子どもを生み育てられる環境を整備
するため、社会全体で子育て支援を行う意識
の啓発や機運の醸成を図る県民運動等を実施

新規

○Ⅱ-1

総合的な周産期医療体制を整備し、安心して
子どもを生み育てることができる環境づくり
を推進するため、周産期母子医療センターの
運営支援（補助率：2/3、補助対象：周産期
母子医療センター）や周産期医療施設設備整
備（補助率：2/3、補助対象：総合周産期母
子医療センター）を実施

子育て応援パスポート事
業費
（子ども子育て支援室）

2.5 10.5 △ 8.0

16.0 16.5 △ 0.5 ○ Ⅱ-2

○

小児救急医療体制を確保するため、連携支援
システムの運営、電話相談等の委託及び受入
体制整備に対する補助を実施（補助率：
10/10、補助対象：盛岡赤十字病院、盛岡医
療センター）

安心して出産できる環境を整備するため、ハ
イリスク妊産婦の通院等に対し支援する市町
村への補助を実施（補助率：1/2、補助対
象：市町村）

Ⅲ-2 ○
一部
新規

産科診療所開設等支援事
業費補助
（医療政策室）

59.7 42.6 17.1

50.9 78.9 △ 28.0
一部
新規

Ⅱ　家族・子育て

《Ⅱ》６　安心して子どもを生み育てられる環境をつくります

　安心して子どもを生み育てられる環境をつくるため、妊娠、出産、子育て期にわたる切れ目のない支援
体制の構築や子育てにやさしい職場づくりを進めます。
　また、障がい児とその家族の多様なニーズに対応した療育支援体制の充実を図ります。

《Ⅱ》6-①　結婚・家庭・子育てに希望を持てる環境づくりの推進

岩手であい・幸せ応援事
業費
（子ども子育て支援室）

38.1 36.2 1.9
一部
新規

○

新婚世帯等に向けたライフプランセミナーの
開催や、市町村が行う新婚世帯に対する新居
住居費用等の助成、結婚を考える世代が働く
企業への情報発信など、結婚等に対する取組
への支援を実施

△ 3.5

○

いわてで生み育てる県民
運動推進費
（保健福祉企画室）

10.0 0.0 皆増

○ Ⅰ-1

多子を生み育てようと希望する県民が、安心
して子育てができる社会に向けて機運の醸成
を図るため、第３子以降の子がいる世帯を対
象に「子育て応援パスポート」を交付し、県
営施設使用料等の減免を実施

《Ⅱ》6-②　安全・安心な出産環境の整備

周産期医療対策費
（医療政策室）

303.7 307.2

○

小児慢性特定疾病対策費
（子ども子育て支援室）

241.1 252.5 △ 11.4 Ⅱ-2

児童等の健全な育成を図るため、指定医療機
関が実施する小児慢性特定疾病により治療を
要する児童への医療の給付及び市町村が行う
日常生活用具の給付に要する経費を補助
（補助率：1/2・3/4、補助対象：市町村）

妊産婦支援事業費
（医療政策室）

3.8 3.5 0.3

乳児の健全な育成を図るため、指定養育医療
機関が実施する未熟児に対する医療給付に要
する経費を負担

Ⅱ-1

身近な地域で安心して出産できる環境の整備
に要する経費を補助（補助率：1/2、補助対
象：分娩取扱診療所）するとともに、分娩取
扱診療所がない市町村における新規開設等の
場合については、国庫補助対象設備以外の設
備整備に係る経費を補助（補助率：定額、補
助対象：分娩取扱診療所）

未熟児養育医療給付費負
担金
（子ども子育て支援室）

Ⅱ-1

Ⅱ-1

5.9
小児科救急医療体制整備
事業費
（医療政策室）

33.5 27.6

Ⅱ-1
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（保健福祉部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

人
口
減
少

人
口
減
少

人
口
減
少

いわての子育て支援情報
発信事業費
（子ども子育て支援室）

2.4 9.5 △ 7.1

産休等代替職員設置費補
助
（子ども子育て支援室）

21.6 22.7 △ 1.1 ○ Ⅱ-2

児童福祉施設等に勤務する職員の健康の保持
や児童等の処遇の確保を図るため、児童福祉
施設等の職員が産休等を取得した場合におけ
る代替職員の人件費に対して助成（補助率：
10/10、補助対象：市町村、児童福祉施設
等）

Ⅱ-2

保育士の確保を図るため、保育士・保育所支
援センターの運営等を行うほか、医療的ケア
児を保育するための保育所等の体制整備に対
する補助を行うとともに、保育士資格の取得
を目指す学生に対する修学資金の貸付けに要
する経費に対して助成（補助率：1/4・7/8・
10/10・定額、補助対象：市町村、岩手県社
会福祉協議会）

子育て支援対策臨時特例
事業費
（子ども子育て支援室）

109.6 26.1 83.5 Ⅱ-2

子どもを安心して育てることができる環境整
備を図るため、市町村が行う保育所及び認定
こども園の整備に対する支援を実施（補助
率：2/3、補助対象：市町村）

Ⅱ-2

15.5

新型コロナウイルスに感染した妊産婦に対
し、助産師等が訪問等を行い、地域において
健やかな育児ができるよう支援

分娩前感染症検査費補助
（医療政策室）

11.4 12.2 △ 0.8

Ⅱ-2
幼児教育・保育の無償化を円滑に実施するた
め、市町村が行う事務に要する経費に対して
助成（補助率：定額、補助対象：市町村）

施設型給付費等負担金
（子ども子育て支援室）

産後ケア利用促進事業費
補助
（子ども子育て支援室）

Ⅱ-2

○ Ⅱ-2

地域子ども・子育て支援
事業交付金
（子ども子育て支援室）

1,852.0 1,786.5

○

基礎疾患又は強い不安を抱える妊婦が希望す
る場合に、分娩前ＰＣＲ検査を受けるための
費用を支援（補助率：定額、補助対象：妊
婦）

産後ケア事業の利用者の経済的負担を軽減
し、支援を必要とする者が適切な支援を受け
られる体制を整備（補助率：定額、補助対
象：市町村）

市町村が、県産木材を活用した遊具、机・い
す等の備品購入を実施する場合や、県産木材
を活用した遊具、机・いす等の備品を購入す
る保育所等に対し補助する場合に要する経費
の一部を補助（補助率：定額、補助対象：市
町村）

0.5 0.5 0.0

7.6 0.0 皆増 新規 ○

市町村が行う特定教育・保育施設や地域型保
育事業所の運営等に対する給付及び特定子ど
も・子育て支援施設等の利用に対する給付の
ために要する経費に対して負担

65.5

8.2 6.4 1.8

○

保育所等環境整備費補助
（子ども子育て支援室）

12.5 38.0 △ 25.5

《Ⅱ》6-③　子育て家庭への支援

一部
新規

Ⅱ-1

妊産婦訪問支援事業費
（子ども子育て支援室）

Ⅱ-1

7,186.8 7,209.9 △ 23.1

地域の子ども・子育て支援充実のため、市町
村が行う地域子育て支援拠点事業や一時預か
り等に要する経費に対して助成

○

生涯を通じた女性の健康の保持増進を図るた
め、各種の健康教育事業、健康支援、不妊専
門相談等の事業を実施するほか、県内の高校
生、大学生の年代が妊娠・不妊の正しい知識
を得る機会を提供するため、普及啓発冊子の
配布を実施

○
生涯を通じた女性の健康
支援事業費
（子ども子育て支援室）

○ Ⅱ-2

子ども・子育て支援事業
費補助
（子ども子育て支援室）

9.5 16.8 △ 7.3

新たに構築するポータルサイト・アプリを活
用し、子育て支援情報に関するプッシュ型の
情報発信を展開

保育対策総合支援事業費
（子ども子育て支援室）

132.3 116.8
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（保健福祉部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

人
口
減
少

認定こども園等環境整備
費補助
（子ども子育て支援室）

10.2 15.1 △ 4.9

児童相談所整備事業費
（子ども子育て支援室）

101.2 579.0 △ 477.8 Ⅱ-2
老朽化や狭隘化が著しい宮古児童相談所の改
築整備工事を実施

社会的養護自立支援事業
費
（子ども子育て支援室）

15.2 14.0 1.2 Ⅱ-1

地域子ども・子育て支援
事業交付金
（子ども子育て支援室）

81.2 87.0 △ 5.8 ○

放課後児童クラブ等において、事業を継続的
に実施していくために必要な新型コロナウイ
ルス感染症対策の経費や衛生用品の購入に必
要な経費、ＩＣＴ化に要する経費を補助

18歳（措置延長の場合20歳）到達により措置
解除された児童養護施設の入所者等に対し、
個々の状況に応じ必要な支援を実施

子どもの未来応援地域
ネットワーク形成支援事
業費
（子ども子育て支援室）

9.2 5.8 3.4 Ⅱ-2
子どもの居場所づくりの取組拡大を図るた
め、「子どもの居場所ネットワーク」を通じ
た開設・運営に関する支援を実施

児童養育支援ネットワー
ク事業費
（子ども子育て支援室）

27.7 55.4 △ 27.7
一部
新規

Ⅱ-2

児童虐待の発生予防、早期発見、早期対応、
再発防止の総合的な取組を推進するため、児
童相談所や市町村等の対応力向上を図る事業
を実施

Ⅱ-2

28.0 31.7 △ 3.7

認可外保育施設において、新型コロナウイル
ス感染症対策を図りながら保育を継続的に実
施していくために必要な経費や衛生用品の購
入等に必要な経費を補助（補助率：定額、補
助対象：認可外保育施設）

子育て応援推進事業費
（子ども子育て支援室）

2.2 2.3 △ 0.1 ○ Ⅱ-1

社会全体で子育て支援を行う意識の啓発や機
運の醸成を図るため、「いわて子育て応援の
店」協賛店舗の拡大や「いわて子育てにやさ
しい企業等」の認証等を実施

子ども、妊産婦医療助成
費
（健康国保課）

579.9 603.0 △ 23.1 Ⅱ-2
子どもや妊産婦への医療費助成を行う市町村
に対する補助（補助率：1/2、補助対象、市
町村）

保育対策総合支援事業費
（子ども子育て支援室）

Ⅱ-2

子どもを安心して育てることができる環境整
備を図るため、認定こども園への移行を予定
する幼稚園の遊具等の整備に要する経費に対
して助成（補助率：1/2・1/3、補助対象：学
校法人等）

児童館等施設整備費補助
（子ども子育て支援室）

98.0 101.3 △ 3.3 ○ Ⅱ-2
市町村が行う児童厚生施設、放課後児童クラ
ブ室の整備に要する経費に対して助成
（補助率1/6・1/3、補助対象：市町村）

認定こども園施設整備費
補助
（子ども子育て支援室）

105.8 164.5 △ 58.7 Ⅱ-2

子どもを安心して育てることができる環境整
備を図るため、認定こども園の施設の整備に
要する経費に対して助成（補助率：2/3、補
助対象：市町村）

生活困窮者の自立を支援するため、相談窓口
を設置し就労準備支援や家計改善支援等を実
施するとともに、子どもの貧困対策を強化す
るため、子どもの学習・生活支援の実施地域
を拡大

子どもの貧困対策に資するため、ひとり親家
庭の親が資格取得のために養成機関で修業す
る場合における給付金の給付等を実施（対象
者：高等職業訓練実施者、対象者見込数：９
人）

《Ⅱ》6-④　子どもが健やかに成長できる環境の整備

生活困窮者自立支援事業
費
（地域福祉課）

113.5 106.0 Ⅲ-4 ○

ひとり親家庭等セルフサ
ポート事業費
（子ども子育て支援室）

12.4 11.1 1.3

7.5
一部
新規
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（保健福祉部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

人
口
減
少

人
口
減
少

福祉総合相談センター管
理運営費（旧中央児童相
談所管理運営費）
（子ども子育て支援室）

3.3 3.3 0.0

ひとり親家庭等総合相談
支援事業費
（子ども子育て支援室）

11.3 10.6 0.7 ○

被災地発達障がい児支援
体制整備事業費
（障がい保健福祉課）

20.0 23.9

Ⅱ-2

ヤングケアラー支援体制
強化事業費
（子ども子育て支援室）

11.0 0.0 皆増 新規

Ⅱ-2

杜陵学園管理運営費
（子ども子育て支援室）

30.4 2.4 28.0
杜陵学園において業務を継続するため、新型
コロナウイルス感染症の拡大防止対策を実施

27.2 7.3 19.9
一部
新規

被災した発達障がい児（者）への相談支援や
関係施設、関係機関等に対する専門的な助
言・指導を実施するため、沿岸地域に専門職
員（コーディネーター）を配置

重症心身障がい児（者）を含む医療的ケア児
（者）への支援を充実するため、短期入所受
入体制の拡充等（補助率：1/2、補助対象：
短期入所事業所等）のほか、たん吸引や経管
栄養等の医療的ケアの技術向上に資する研修
を実施

福祉総合相談センター（旧中央児童相談所
分）において業務を継続するため、新型コロ
ナウイルス感染症の拡大防止対策を実施

児童相談所管理運営費
（子ども子育て支援室）

4.8 4.8 0.0
一関児童相談所や宮古児童相談所において業
務を継続するため、新型コロナウイルス感染
症の拡大防止対策を実施

ヤングケアラーの実態把握による早期発見と
必要な支援につなげるため、福祉・介護・医
療・教育等が連携した包括的な支援体制を整
備

児童養護施設等衛生環境
緊急確保事業費補助
（子ども子育て支援室）

22.3 5.8 16.5

児童養護施設等において、業務を継続的に実
施していくために必要な新型コロナウイルス
感染症対策の経費や、衛生用品の購入等に必
要な経費を補助（補助率：定額、補助対象：
児童養護施設等）

いわて子どもの森管理運
営費（施設設備整備費）
（子ども子育て支援室）

70.6 22.3 48.3
大型児童館「いわて子どもの森」の施設改修
を実施

Ⅱ-2

里親包括支援機関を委託し、市町村や児童相
談所との密接な連携のもと、里親の新規開拓
から里親と里子とのマッチング支援、里親委
託後の養育支援までの取組を一体的に実施

ひとり親家庭の多様なニーズに対応し、様々
なサービスの有効活用を促進するため、民間
団体や関係機関の緊密な連携のもと、包括的
な相談支援体制を整備

被災児童対策事業費
（子ども子育て支援室）

57.4 59.0 △ 1.6 Ⅱ-2 ○
被災児童を支援するため、こころのケアや、
里親等の養育者や支援者への相談支援等を実
施

里親委託促進事業費
（子ども子育て支援室）

13.3 △ 0.1

Ⅱ-2
障がい児者やその家族が安心して生活できる
環境を整備するため、地域における障がい児
者医療に関する研究や普及啓発活動を実施

障がい児者医療学寄附講
座設置事業費
（障がい保健福祉課）

33.0 33.0 0.0

《Ⅱ》6-⑤　障がい児の療育支援体制の充実

重症心身障がい児(者)等
支援事業費
（障がい保健福祉課）

20.1 19.2 0.9

Ⅱ-2 ○△ 3.9

児童相談所一時保護費
（子ども子育て支援室）

13.2
児童相談所一時保護所において、保護者等が
感染により不在となった濃厚接触児童を一時
保護する場合に対応するための体制を強化
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（保健福祉部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

人
口
減
少

人
口
減
少

○

○

0.0

38.0 △ 25.5 ○ Ⅱ-2

○

市町村が、県産木材を活用した遊具、机・い
す等の備品購入を実施する場合や、県産木材
を活用した遊具、机・いす等の備品を購入す
る保育所等に対し補助する場合に要する経費
の一部を補助（補助率：定額、補助対象：市
町村）

《Ⅱ》９　仕事と生活を両立できる環境をつくります

　市町村と連携した子ども・子育て支援の充実や、仕事と子育ての両立支援などに取り組む企業等の表
彰・認証の促進などにより、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進するほか、企業等に
おける健康経営の取組を促進します。

社会全体で子育て支援を行う意識の啓発や機
運の醸成を図るため、「いわて子育て応援の
店」協賛店舗の拡大や「いわて子育てにやさ
しい企業等」の認証等を実施

《Ⅱ》9-②　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進

保育対策総合支援事業費
（子ども子育て支援室）

132.3 116.8 15.5 Ⅱ-2

子育て応援推進事業費
（子ども子育て支援室）

2.2 2.3 △ 0.1 Ⅱ-1○

医療的ケア児等感染症対
策支援事業費補助
（障がい保健福祉課）

10.5 10.5

主な介護者が感染し、在宅でケアを受けるこ
とができない医療的ケア児等を短期入所事業
所で受け入れるために必要となる経費の補助
を行うとともに、受入先に搬送するまでの支
援体制を整備（補助率：定額、補助対象：短
期入所事業所等）

保育士の確保を図るため、保育士・保育所支
援センターの運営等を行うほか、医療的ケア
児を保育するための保育所等の体制整備に対
する補助を行うとともに、保育士資格の取得
を目指す学生に対する修学資金の貸付けに要
する経費に対して助成（補助率：1/4・7/8・
10/10・定額、補助対象：市町村、岩手県社
会福祉協議会）

保育所等環境整備費補助
（子ども子育て支援室）

12.5

13.3 0.0 Ⅲ-4

《Ⅱ》9-③　いきいきと働き続けるための健康づくりの推進

健康いわて21プラン推進
事業費
（健康国保課）

13.3

○

○

Ⅴ　安全

岩手県地域生活定着支援センターにおいて、
福祉的支援を必要とする矯正施設退所者等に
対し、社会復帰や地域生活定着への支援を実
施

《Ⅴ》28　事故や犯罪が少なく、安全・安心に暮らせるまちづくりを進めます

　更生保護を推進する保護観察所等の専門機関や関係団体と連携した、再犯防止に向けた事業の実施や、
配偶者等に対する暴力の根絶に向けた教育・啓発、相談・安全確保体制の充実に取り組みます。

《Ⅴ》28-①　地域ぐるみでの防犯意識の高揚に向けた取組の推進

地域生活定着支援事業費
（地域福祉課）

29.1 28.7 0.4

県民が一体となった健康づくりを進めるた
め、健康いわて21プラン（第２次）の周知や
推進協議会の開催、同プランの評価等を目的
とした「県民生活習慣実態調査」を実施

医療的ケア児支援セン
ター管理運営費

14.7 0.0 皆増 新規 Ⅱ-2
医療的ケア児支援法に基づき医療的ケア児支
援センターを設置

《Ⅴ》28-④　配偶者等に対する暴力の根絶

配偶者暴力防止対策推進
事業費
（子ども子育て支援室）

1.4 1.5 △ 0.1 ○ Ⅲ-3
ＤＶの根絶に向け、全県的なＤＶ防止啓発運
動や相談・保護体制の充実を図るとともに、
被害者の自立のための支援を実施
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分野
横断

重
点

《政策推進関係》（保健福祉部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

751.9 ○

医療機関が行う外来診療体制の拡充と入院診
療提供を行うために必要な資器材の整備に要
する経費を補助（補助率：定額、補助対象：
医療機関）

新型コロナウイルス感染
症ＰＣＲ検査促進等事業
費
（医療政策室）

2,210.1 0.0 皆増

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴
い、県内の医療機関の看護職員による入院医
療体制の維持が困難となった場合、県外の医
療機関から看護職員を確保

感染症等健康危機管理体
制強化事業費
（医療政策室）

8.9 ○

新型コロナウイルス感染症による健康危機管
理に迅速・適切に対応するための疫学専門
チームを派遣するとともに、クラスター対策
の研修会等を実施

新型インフルエンザ患者
入院医療機関等設備整備
費補助
（医療政策室）

1,776.9 1,025.0

398.6 1.3

1.9 0.0 皆増

結核・感染症サーベイラ
ンス事業費
（医療政策室）

399.9

感染症対応人材育成費
（健康国保課）

ＰＣＲ検査等を実施する地域外来・検査セン
ターを設置

新型コロナウイルス感染症等に対応できる人
材（ＩＨＥＡＴ）を育成するための研修等を
実施

○
行政検査体制の充実を図るため、県環境保健
研究センター用の新型コロナウイルス検査資
器材等を購入

福祉総合相談センター（婦人相談所分）にお
いて業務を継続するため、新型コロナウイル
ス感染症の拡大防止対策を実施

福祉総合相談センター管
理運営費（旧婦人相談所
管理運営費）
（子ども子育て支援室）

2.4 2.4 0.0

○

新型コロナウイルス感染
症対応県外看護職員等派
遣支援事業
（医療政策室）

27.4 0.0 皆増

新型コロナウイルスワク
チン接種体制確保事業費
（医療政策室）

4,101.7 31.3 4,070.4

新型コロナウイルス感染症対策のため、保健
師等の専門職を会計年度任用職員として任用
し、保健所等の体制を強化

新型コロナウイルス感染
症対策保健衛生人材確保
事業費（保健福祉企画室
※総務部からの移管事
業）

60.5 53.8

○
地域外来・検査センター
整備事業費
（医療政策室）

58.0 343.8 △ 285.8

8.9 0.0

《Ⅴ》30　感染症による脅威から一人ひとりの暮らしを守ります

　感染症に関する正しい知識の普及や国や県、市町村、関係機関、団体等と連携した感染症の発生やまん
延を防止する対策を推進します。

《Ⅴ》30-①　感染症の発生やまん延を防止する対策の推進

肝炎総合対策推進事業費
（医療政策室）

120.4 139.0 △ 18.6
肝疾患治療の効果的推進のため、患者に対す
る医療費助成を行うほか、肝炎ウイルス感染
者の早期発見・早期治療の取組を実施

基礎疾患又は強い不安を抱える妊婦が希望す
る場合に、分娩前ＰＣＲ検査を受けるための
費用を支援（補助率：定額、補助対象：妊
婦）

分娩前感染症検査費補助
（医療政策室）

11.4 12.2 △ 0.8

6.7

新型コロナウイルスワクチンの追加接種のた
めに必要な体制を確保

感染拡大の傾向がみられる場合に、県からの
要請により検査事業者が実施する検査に要す
る費用を補助（補助率：定額、補助対象：検
査事業者）
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点

《政策推進関係》（保健福祉部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
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単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

介護施設等ゾーニング環
境等整備事業費補助
（長寿社会課）

62.0 194.0 △ 132.0

保護施設等衛生環境緊急
確保事業費補助
（地域福祉課）

2.1

△ 32.3

○

新型コロナウイルスの感染が疑われる者が複
数発生した場合に備え、感染が疑われる者同
士のスペースを空間的に分離するための多床
室の個室化に要する経費を補助（補助率：定
額、補助対象：市町村）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大のリス
クを低減するため、陰圧装置の設置や簡易的
なダクト工事等に要する経費を補助（補助
率：定額、補助対象：市町村）

介護施設等多床室個室化
改修事業費補助
（長寿社会課）

16.6 48.9

保護施設等の事業継続を支援するため、施設
に勤務する職員の衛生管理や安全対策等に要
する経費を補助（補助率：定額、補助対象：
保護施設）

○
保護施設等感染症対策継
続事業費補助
（地域福祉課）

1.0 1.0 0.0

認可外保育施設において、新型コロナウイル
ス感染症対策を図りながら保育を継続的に実
施していくために必要な経費や衛生用品の購
入等に必要な経費を補助（補助率：定額、補
助対象：認可外保育施設）

障害者施設等で新型コロナウイルス感染症が
発生した場合に備え、他の施設から応援職員
を派遣する相互応援システムを構築

保育対策総合支援事業費
（子ども子育て支援室）

28.0 31.7 △ 3.7

○

○

障害者支援施設等応援職
員派遣調整事業費
（障がい保健福祉課）

0.5 0.5 0.0

0.0
福祉総合相談センター（旧中央児童相談所
分）において業務を継続するため、新型コロ
ナウイルス感染症の拡大防止対策を実施

放課後児童クラブ等において、事業を継続的
に実施していくために必要な新型コロナウイ
ルス感染症対策の経費や衛生用品の購入に必
要な経費、ＩＣＴ化に要する経費を補助

福祉総合相談センター管
理運営費（旧婦人相談所
管理運営費）
（子ども子育て支援室）

2.4 2.4 0.0

○

○

○

地域子ども・子育て支援
事業交付金
（子ども子育て支援室）

81.2 87.0 △ 5.8 ○

児童養護施設等衛生環境
緊急確保事業費補助
（子ども子育て支援室）

22.3

杜陵学園管理運営費
（子ども子育て支援室）

30.4 2.4 28.0
杜陵学園において業務を継続するため、新型
コロナウイルス感染症の拡大防止対策を実施

○

児童相談所管理運営費
（子ども子育て支援室）

4.8 4.8 0.0
一関児童相談所や宮古児童相談所において業
務を継続するため、新型コロナウイルス感染
症の拡大防止対策を実施

○

介護施設等で新型コロナウイルス感染症が発
生した場合に備え、他の施設等から応援職員
を派遣する相互応援システムを構築

○
介護施設等応援職員派遣
調整事業費
（長寿社会課）

1.9 1.5 0.4

110.8 227.5 △ 116.7

保護施設等に対し、感染者が発生した場合等
における消毒の実施に要する経費を補助（補
助率：定額、補助対象：保護施設）

○2.1 0.0

○

新型コロナウイルス感染症の発生時の対応や
感染拡大防止のため、生活空間等の区分けを
行うゾーニング環境等の整備に要する経費を
補助（補助率：定額、補助対象：市町村）

介護施設等簡易陰圧装置
設置事業費補助
（長寿社会課）

5.8 16.5 ○

児童養護施設等において、業務を継続的に実
施していくために必要な新型コロナウイルス
感染症対策の経費や、衛生用品の購入等に必
要な経費を補助（補助率：定額、補助対象：
児童養護施設等）

○

福祉総合相談センター（婦人相談所分）にお
いて業務を継続するため、新型コロナウイル
ス感染症の拡大防止対策を実施

福祉総合相談センター管
理運営費（旧中央児童相
談所管理運営費）
（子ども子育て支援室）

3.3 3.3
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単
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事業内容

Ⅱ-2

保育士の確保を図るため、保育士・保育所支
援センターの運営等を行うほか、医療的ケア
児を保育するための保育所等の体制整備に対
する補助を行うとともに、保育士資格の取得
を目指す学生に対する修学資金の貸付けに要
する経費に対して助成（補助率：1/4・7/8・
10/10・定額、補助対象：市町村、岩手県社
会福祉協議会）

○

《Ⅵ》31-⑤　子育てと仕事の両立を図る家庭への支援

子育て応援推進事業費
（子ども子育て支援室）

2.2 2.3

保育対策総合支援事業費
（子ども子育て支援室）

132.3 116.8 15.5

△ 0.1

Ⅵ　仕事・収入

《Ⅵ》31　ライフスタイルに応じた新しい働き方を通じて、一人ひとりの能力を発揮できる環境をつくります

　企業等における健康経営の取組みの促進、保育士の確保や社会全体で子育て支援を行う意識の啓発など
により、子育てと仕事の両立を図る家庭を支援するほか、障がい者の就労機会の拡大による自立と社会参
加の促進などに取り組みます。

　高齢者の生きがいづくりと社会貢献活動の促進に向けた高齢者団体等への活動の支援や、障がい者の就
労機会の拡大による自立と社会参加の促進などに取り組みます。

高齢者の生きがいづくりと社会貢献活動の促
進を図るため「岩手県高齢者社会貢献活動サ
ポートセンター」を設置し、高齢者団体等へ
の活動支援を実施

○ ○

Ⅱ-2

市町村が、県産木材を活用した遊具、机・い
す等の備品購入を実施する場合や、県産木材
を活用した遊具、机・いす等の備品を購入す
る保育所等に対し補助する場合に要する経費
の一部を補助（補助率：定額、補助対象：市
町村）

《Ⅵ》31-⑥　障がいなどに応じた多様な就労の場の確保や、就労に向けた支援

障がい者就労・社会参加
支援事業費
（障がい保健福祉課）

15.3 14.6 0.7

○

○

Ⅱ-1

社会全体で子育て支援を行う意識の啓発や機
運の醸成を図るため、「いわて子育て応援の
店」協賛店舗の拡大や「いわて子育てにやさ
しい企業等」の認証等を実施

保育所等環境整備費補助
（子ども子育て支援室）

12.5 38.0 △ 25.5 ○

Ⅲ-4

就労継続支援事業所等を対象に、販路拡大や
企業等と事業所との業務受注に向けたマッチ
ング支援、企業等への就労に関する取組の理
解促進など、工賃向上に向けた総合的な支援
を行う、いわて障がい者就労支援センターを
設置

Ⅲ-4

Ⅲ-4

就労継続支援事業所等を対象に、販路拡大や
企業等と事業所との業務受注に向けたマッチ
ング支援、企業等への就労に関する取組の理
解促進など、工賃向上に向けた総合的な支援
を行う、いわて障がい者就労支援センターを
設置

○

○Ⅲ-4
失語症者の日常生活における意思疎通を支援
する人材を養成

《Ⅹ》49-④　高齢者の社会貢献活動の促進

高齢者社会貢献活動支援
事業費
（長寿社会課）

4.7 4.8 △ 0.1

Ⅹ　参画

《Ⅹ》49　性別や年齢、障がいの有無にかかわらず活躍できる社会をつくります

障がい者社会参加促進事
業費
（障がい保健福祉課）

1.0 1.0 0.0

《Ⅹ》49-⑤　障がい者の社会参加の促進・職業能力開発の支援

障がい者就労・社会参加
支援事業費
（障がい保健福祉課）

15.3 14.6 0.7

58



分野
横断

重
点

《政策推進関係》（保健福祉部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容

人
口
減
少

デ
ジ
タ
ル
化

○
安心して子どもを生み育てられる環境を整備
するため、社会全体で子育て支援を行う意識
の啓発や機運の醸成を図る県民運動等を実施

７　健幸づくりプロジェクト

健幸づくりプロジェクト
推進費
（健康国保課）

9.9 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-4 ○
医療等ビッグデータの分析結果等を活用し、
市町村支援や県民の行動変容を促す情報発信
等を実施

《Ⅹ》50　幅広い市民活動や多様な主体による県民運動を促進します

　社会全体での子育て支援に向けた県民運動の促進などに取り組みます。

《Ⅹ》50-②　官民連携による県民運動の展開

いわてで生み育てる県民
運動推進費
（保健福祉企画室）

10.0 0.0 皆増 新規 Ⅱ-2

死因究明等の推進のため地方協議会を開催す
るほか、死因究明のために必要な死亡時画像
診断システムの整備に要する経費を補助（補
助率：定額、補助対象：死亡時画像診断実施
機関）

新しい時代を切り拓くプロジェクトの推進

■その他主要な事業

死因究明等推進費
（保健福祉企画室）

10.8 0.0 皆増 新規
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【予算額】 （単位：百万円、％）

商工労働観光部
商工企画室

企画担当

019-629-5558

うち震災対応分 △ 15,784.2 △ 29.6

令和４年度の主要事業
照
会
先

138,029.8

37,596.6

４年度当初予算額 ３年度当初予算額

166,630.3

53,380.8

■主要事業一覧

区分 増減額 増減率

当初予算額 △ 28,600.5 △ 17.2

【復興推進関係】（商工労働観光部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

Ⅱ　暮らしの再建

【Ⅱ】１ 生活・雇用

　内陸地域と沿岸地域との連携のもとに地域の産業振興を図り、若者・女性・高齢者・障がい者を含め、
安定的な雇用の場を確保します。

【Ⅱ】1-⑤　雇用の確保を図るとともに、就業を支援します

事業復興型雇用確保事業
費補助
（定住推進・雇用労働
室）

100.6 114.6 △ 14.0

○ Ⅰ-1
被災事業者に対して、事業の再建や経営の安
定に必要な資金を貸付

Ⅰ-1

被災地の事業所が、被災求職者を雇用する場
合に、雇入れに要する経費等を補助
（補助率：定額、補助対象：沿岸12市町村に
所在する中小企業者に該当する事業所）

△ 12,569.3

Ⅲ　なりわいの再生

中小企業等復旧・復興支
援事業費
（経営支援課）

399.5 3,103.6 △ 2,704.1

いわて食の新商品開発支
援事業費
（産業経済交流課）

6.4 5.8 0.6

Ⅰ-1

被災事業者が一体となって復旧・復興を図る
事業を行う場合に、国と県が連携して当該事
業に不可欠な施設等の復旧・整備に要する経
費を補助（補助率：3/4、補助対象：中小企
業者等）

いわて食の販路拡大事業
費
（産業経済交流課）

12.9

○ Ⅰ-1

三陸沿岸地域の水産加工業をはじめとする食
産業事業者の新たな事業活動を促進するた
め、中小機構及び県内金融機関と連携した
「いわて希望応援ファンド」を活用し、運用
益と合わせた補助事業を実施（補助率：定
額、補助対象：（公財）いわて産業振興セン
ター）

○
県内食産業事業者の販路拡大を図るため、県
内外での食の商談会やフェアを開催

沿岸市町村の産業復興を促進するため、市町
村が行う被災事業者の施設等の復旧に対する
補助事業に要する経費を補助（補助率：
1/2、補助対象：市町村）

14.2 △ 1.3 ○ Ⅰ-1

13.7 △ 2.5

○ Ⅰ-1

岩手県産業創造アドバイザー等の派遣指導
や、水産加工業をはじめとする食産業事業者
への相談会の開催等により、売れる商品づく
りの取組を総合的に支援

○

中小企業被災資産復旧事
業費補助
（経営支援課）

10.0 61.0 △ 51.0 ○ Ⅰ-1

【Ⅲ】２ 商工業

　被災地域の経済を支える中小企業等の事業再開や経営力向上に向けた取組を支援するとともに、地域の
特性を生かした産業の振興を図ります。

【Ⅲ】2-⑱　中小企業などの事業再開と経営力向上に向けた取組を支援します

中小企業東日本大震災復
興資金貸付金
（経営支援課）

36,503.4 49,072.7

いわて新事業活動促進支
援事業費補助
（産業経済交流課）

11.2
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【復興推進関係】（商工労働観光部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

デ
ジ
タ
ル
化

○

高度なＡＩ人材の確保・育成に向けて、専門
的な教育講座や、企業の経営課題解決を図る
実践的な取組を展開するとともに、ＡＩ技術
の利活用に向けた社会実証を推進（補助率：
定額、補助対象：県内高等教育機関）

ものづくりＤＸシステム
導入支援強化事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

17.4 0.0 皆増 新規 ○ Ⅰ-1

県内ものづくり企業のＤＸを推進するため、
県工業技術センターを活用し、高度デジタル
技術者の育成、デジタル技術による生産の高
度化や共同研究など、重点的な企業支援を通
じて、モデル事例の創出を推進

○Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

ＡＩ人材育成・社会実証
推進事業費
（商工企画室）

5.6 3.5 2.1
一部
新規

○ Ⅰ-1 Ⅴ-2

【Ⅲ】2-⑲　産業の再生やものづくり産業などの振興を図ります

県内企業の海外展開を推進するため、海外に
おける県産品の販路拡大や海外ビジネス展開
を支援

○

県産品の開発・普及を促進するため、県内外
での物産展の開催や情報発信を実施

○

国際経済交流推進事業費
（産業経済交流課）

10.8 8.0 2.8 ○ Ⅰ-1

物産販路開拓事業費
（産業経済交流課）

10.6 10.7 △ 0.1 ○ Ⅰ-1

【Ⅲ】3-㉑　復興の動きと連動した全県的な誘客を促進します

三陸観光地域づくり推進
事業費
（観光・プロモーション
室）

37.1 22.6 14.5
一部
新規

Ⅰ-2

三陸ＤＭＯセンターと連携し、三陸地域の観
光情報の発信や観光資源を生かした周遊型滞
在の仕組みづくりを行うとともに、減少した
観光需要を喚起するため、教育旅行を対象と
するバス運行支援を実施（補助率：定額、補
助対象：旅行会社）

○Ⅴ-3

デ
ジ
タ
ル
化

【Ⅲ】３ 観光

　被災した沿岸地域の観光産業の再生とともに、魅力あふれる観光地づくりを推進し、新たな交通ネット
ワークの活用などにより誘客を促進しながら、三陸の新たな魅力などを広く国内外へ情報発信することに
より、観光立県を確立します。
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分野
横断

重
点

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

人
口
減
少

事業内容

《政策推進関係》（商工労働観光部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

「１０の政策分野」に基づく施策の推進

Ⅱ　家族・子育て

Ⅰ-1

県内企業における働き方改革の促進と生産性
向上を両輪とした取組を推進していくため、
労働環境の整備と処遇改善に向けた取組への
支援や中小企業者が行うテレワークの導入に
要する経費の補助を実施（補助率：定額、補
助対象：中小企業など）

○

《Ⅱ》９　仕事と生活を両立できる環境をつくります

　長時間労働の是正、年次有給休暇の取得率向上等の働き方改革や、育児休業・介護休業制度の普及促進
等により、男女問わず一人ひとりの事情に対応できる、働きやすい職場づくりを推進します。

《Ⅱ》9-①　働き方改革の取組の推進

いわて働き方改革加速化
推進事業費
（定住推進・雇用労働
室）

110.3 120.1 △ 9.8

Ⅲ　教育

Ⅲ-5

未来のものづくり人材育
成・地元定着促進事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

25.2 26.3 △ 1.1

高度なＡＩ人材の確保・育成に向けて、専門
的な教育講座や、企業の経営課題解決を図る
実践的な取組を展開するとともに、ＡＩ技術
の利活用に向けた社会実証を推進（補助率：
定額、補助対象：県内高等教育機関）

○

Ⅳ　居住環境・コミュニティ

《Ⅳ》24　岩手で暮らす魅力を高め、移住・定住を促進します

　市町村や関係団体と連携し、岩手ファンの拡大とＵ・Ｉターンを促進するとともに、移住者の受入体制
を整備するなど、安心して移住し、活躍できる環境の整備を図ります。

《Ⅳ》24-①　岩手ファンの拡大とＵ・Ｉターンの促進

《Ⅲ》18　地域に貢献する人材を育てます

　ものづくり産業人材の育成・確保・定着に向け、地域ものづくりネットワークと連携した人材育成や
キャリア教育のほか、高校生等を対象とした地元企業の理解促進に向けた取組、県外大学生を対象とした
Ｕ・Ｉターンの促進などに取り組みます。

《Ⅲ》18-④　ものづくり産業人材の育成・確保・定着

北上川バレーＤＸ推進・
高度人材確保促進事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

108.3 0.0 皆増
一部
新規

Ⅰ-1

北上川流域の産業の高度化・高付加価値化に
向けて、ものづくり企業のデジタル技術導
入・活用支援や高度人材の育成・確保、ＩＴ
企業と県内ものづくり企業との取引促進等の
取組を推進（補助率：定額、補助対象：（公
財）いわて産業振興センターなど）

県内各地の「地域ものづくりネットワーク」
を基盤に、小中高校生から社会人までの各段
階におけるものづくり産業人材の育成や地元
定着の取組を推進

いわて産業人材奨学金返
還支援基金出捐金
（ものづくり自動車産業
振興室）

90.0 100.0 △ 10.0 ○ Ⅲ-5
将来の本県産業を担う人材の確保・定着を図
るため、奨学金の返還を支援する「いわて産
業人材奨学金返還支援基金」へ出捐

○

ＡＩ人材育成・社会実証
推進事業費
（商工企画室）

5.6 3.5 2.1
一部
新規

Ⅰ-1

Ⅰ-4

本県への定住・交流人口の拡大を促進するた
め、相談窓口の運営やイベントの開催等によ
る市町村等と連携した全県的な移住推進の取
組を実施（補助率：定額、補助対象：ＮＰＯ
等）

いわて移住・定住促進事
業費
（定住推進・雇用労働
室）

31.9 33.9 △ 2.0
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（商工労働観光部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-2

人
口
減
少

人
口
減
少

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-2

人
口
減
少

人
口
減
少

人
口
減
少

Ⅴ-2

人
口
減
少

132.9 △ 20.5
一部
新規

○

0.1

Ⅰ-4

県内就業の促進及びＵ・Ｉターンによる県内
企業の人材確保を推進するため、求職者や
Ｕ・Ｉターン希望者と企業とのマッチングを
支援するとともに、新たに若者や女性向けの
キャリア教育支援を実施（補助率：１／２、
補助対象：中小企業など）

地域ジョブカフェ管理運
営費
（定住推進・雇用労働
室）

8.7 8.7 0.0

Ⅰ-4

本県への定住・交流人口の拡大を促進するた
め、相談窓口の運営やイベントの開催等によ
る市町村等と連携した全県的な移住推進の取
組を実施（補助率：定額、補助対象：ＮＰＯ
等）

Ⅰ-4

○ Ⅰ-1

Ｕ・Ｉターン就職者の増加を図るため、県外
若手人材等に対し、本県で生活するメリット
をＰＲするとともに、求人情報の提供や職業
紹介等を実施

○

県外人材等Ｕ・Ｉターン
推進事業費
（定住推進・雇用労働
室）

7.9 7.8

東京圏在住の若者等のＵ・Ｉターンを促進す
るため、ＡＩを活用した就職マッチングの促
進や企業の採用力強化に向けた研修、Ｕ・Ｉ
ターン者の移住に伴う経費等の補助等の取組
を実施（補助率：３/４・定額、補助対象：
市町村・移住者）

0.1 ○ Ⅰ-1

Ⅰ-4

《Ⅳ》24-②　安心して移住し、活躍できる環境の整備

いわて移住・定住促進事
業費
（定住推進・雇用労働
室）

31.9 33.9 △ 2.0

○

○

いわてターン促進事業費
（定住推進・雇用労働
室）

39.2 0.0 皆増 新規

いわて就業促進事業費
（定住推進・雇用労働
室）

112.4 132.9 △ 20.5
一部
新規

○

Ⅰ-1

地域の関係機関等と連携し、各地域に対応し
た就業支援を行う「地域ジョブカフェ」の管
理・運営を実施（県内５地域：一関、大船
渡、宮古、久慈、二戸）

いわて暮らし応援事業費
（定住推進・雇用労働
室）

125.5 0.0 皆増 新規

Ⅰ-4

本県へのＵ・Ｉターンを促進するため、就職
情報誌の発行や帰省者を対象としたプロモー
ション、本県の魅力を紹介する移住ガイド
ブックの作成等の取組を実施

○

○

県内就業の促進及びＵ・Ｉターンによる県内
企業の人材確保を推進するため、求職者や
Ｕ・Ｉターン希望者と企業とのマッチングを
支援するとともに、新たに若者や女性向けの
キャリア教育支援を実施（補助率：１／２、
補助対象：中小企業など）

県内各地域に就業支援員等を配置し、地域内
外の関係機関と連携しながら、高校生の県内
就職の促進、学校におけるキャリア教育の支
援、雇用・労働に関する相談への対応等を実
施

就業支援推進事業費
（定住推進・雇用労働
室）

84.4 85.6 △ 1.2 ○ Ⅰ-1

いわて就業促進事業費
（定住推進・雇用労働
室）

112.4

○ Ⅰ-1
若年者等の就職活動や職場定着等を支援する
ため、各種支援サービスをワンストップで提
供する「ジョブカフェいわて」を運営

若者や女性等の県内就職の促進を図るため、
「いわてで働こう推進協議会」において、
オール岩手で人材の確保や定着の取組を推進

Ⅵ　仕事・収入

《Ⅵ》31　ライフスタイルに応じた新しい働き方を通じて、一人ひとりの能力を発揮できる環境をつくります

　県民一人ひとりが能力を発揮でき、ライフスタイルに応じた新しい働き方ができる環境に向け、様々な
分野における雇用機会の確保や長時間労働の是正などの働き方改革を推進し、県内企業の雇用・労働環境
の整備を促進するとともに、女性、若者等あらゆる人がもてる能力を最大限に発揮することを可能とする
職業能力の開発などに取り組みます。

《Ⅵ》31-①　県内就業の促進及びＵ・Ｉターンによる人材確保の推進

ジョブカフェいわて管理
運営費
（定住推進・雇用労働
室）

80.9 81.6 △ 0.7

Ⅰ-1

Ｕ・Ｉターン就職者の増加を図るため、県外
若手人材等に対し、本県で生活するメリット
をＰＲするとともに、求人情報の提供や職業
紹介等を実施

県外人材等Ｕ・Ｉターン
推進事業費
（定住推進・雇用労働
室）

7.9 7.8 0.1 ○

○

いわてで働こう推進協議
会管理運営費
（定住推進・雇用労働
室）

0.6 0.5
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（商工労働観光部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅰ-4

東京圏在住の若者等のＵ・Ｉターンを促進す
るため、ＡＩを活用した就職マッチングの促
進や企業の採用力強化に向けた研修、Ｕ・Ｉ
ターン者の移住に伴う経費等の補助等の取組
を実施（補助率：３/４・定額、補助対象：
市町村・移住者）

いわて暮らし応援事業費
（定住推進・雇用労働
室）

125.5 0.0 皆増 新規 ○ ○

本県へのＵ・Ｉターンを促進するため、就職
情報誌の発行や帰省者を対象としたプロモー
ション、本県の魅力を紹介する移住ガイド
ブックの作成等の取組を実施

○ ○

18.6 Ⅰ-1
離職者等の就職を支援するため、各種職業能
力開発のための訓練を実施

若者や女性等の県内就職の促進を図るため、
「いわてで働こう推進協議会」において、
オール岩手で人材の確保や定着の取組を推進

Ⅰ-1

県内企業における働き方改革の促進と生産性
向上を両輪とした取組を推進していくため、
労働環境の整備と処遇改善に向けた取組への
支援や中小企業者が行うテレワークの導入に
要する経費の補助を実施（補助率：定額、補
助対象：中小企業など）

Ⅰ-1

中小企業連携組織化の推進並びに中小企業団
体の育成及び指導を促進するため、岩手県中
小企業団体中央会が行う組合等の組織化を支
援する事業の実施に要する経費に対し補助
（補助率：定額、補助対象：県中小企業団体
中央会）

《Ⅵ》31-②　女性・若者・障がい者などへの職業能力開発の支援

就職支援能力開発費
（定住推進・雇用労働
室）

565.7 547.1

いわてターン促進事業費
（定住推進・雇用労働
室）

39.2 0.0 皆増 新規 Ⅰ-4

地域就職氷河期世代支援
加速化事業費
（定住推進・雇用労働
室）

25.5 5.4 20.1
一部
新規

Ⅰ-1

就職氷河期世代の就職や正社員化等の支援を
強化するため、相談窓口の対応時間の延長や
市町村の取組に対する支援等を行うととも
に、新たにキャリアアップのためのセミナー
等を開催

○

○

職業訓練法人への委託による障がい者職業訓
練の実施及び関係機関等との連携により、障
がい者雇用を促進

《Ⅵ》31-③　安定的な雇用の促進

いわてで働こう推進協議
会管理運営費
（定住推進・雇用労働
室）

0.6 0.5 0.1 ○ Ⅰ-1

障がい者就業支援事業費
（定住推進・雇用労働
室）

18.9 18.6 0.3 Ⅰ-1

いわて働き方改革加速化
推進事業費
（定住推進・雇用労働
室）

110.3 120.1 △ 9.8

○ Ⅰ-1

商工会・商工会議所及び岩手県商工会連合会
が行う商工業小規模事業者の経営改善普及事
業等の実施に要する経費に対し補助（補助
率：定額など、補助対象：商工指導団体）

《Ⅵ》31-④　雇用・労働環境の整備の促進

障がい者就業支援事業費
（支援体制強化・意識啓
発）
（定住推進・雇用労働
室）

1.7 1.7 0.0 ○ Ⅰ-1
障がい者の就業を促進するため、就業支援実
務者の研修や事業所向けのセミナー等の啓発
事業を実施

《Ⅵ》32　地域経済を支える中小企業の振興を図ります

　地域経済を支える中小企業の振興を図るため、新事業分野の開拓や経済的・社会的環境の変化に対応し
た経営力の向上、事業承継の円滑化、経営人材の確保、企業のライフステージに対応した切れ目のない金
融支援、商業・サービス業者の生産性向上などの取組、まちのにぎわい創出の取組を促進します。

《Ⅵ》32-①　中小企業者が行う経営力の強化や生産性の向上、新たな事業活動などの取組の促進

商工業小規模事業経営支
援事業費補助
（経営支援課）

1,310.9 1,329.1 △ 18.2

中小企業連携組織対策事
業費補助
（経営支援課）

113.6 115.1 △ 1.5 ○
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（商工労働観光部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-2

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅰ-1

災害等の発生時における事業継続力の強化を
目指す取組に対し、必要な設備の整備に要す
る経費を補助（補助率：定額、補助対象：小
規模事業者）

小規模事業者事業継続力
強化支援事業費補助
（経営支援課）

5.0 0.0 皆増 新規

Ⅰ-1

中小企業のデジタル化に向けて、商工団体や
支援機関等が相互に連携して相談対応力を高
め、各種支援策の情報発信やマッチング等を
一貫して行う伴走支援体制を構築（補助率：
定額、補助対象：（公財）いわて産業振興セ
ンター）

中小企業デジタル化支援
ネットワーク事業費
（商工企画室）

2.8 0.0 皆増 新規 ○

Ⅰ-4

東京圏在住の若者等のＵ・Ｉターンを促進す
るため、ＡＩを活用した就職マッチングの促
進や企業の採用力強化に向けた研修、Ｕ・Ｉ
ターン者の移住に伴う経費等の補助等の取組
を実施（補助率：３/４・定額、補助対象：
市町村・移住者）

○ ○
いわて暮らし応援事業費
（定住推進・雇用労働
室）

125.5 0.0 皆増 新規

Ⅰ-1

商業・サービス業のデジタル化を推進するた
め、普及啓発セミナーの開催や専門家派遣等
により、中小企業者のＤＸ推進計画の策定を
支援

商業・サービス業ＤＸ導
入推進事業費
（経営支援課）

3.2 0.0 皆増 新規 ○

中小企業ベンチャー支援
事業費
（商工企画室、経営支援
課、ものづくり自動車産
業振興室）

163.5 195.9 △ 32.4 ○ Ⅰ-1

次世代経営者育成事業費
補助
（経営支援課）

3.6 3.9 △ 0.3 ○ Ⅰ-1

中小企業連携組織対策事
業費補助
（経営支援課）

113.6 115.1 △ 1.5 ○ ○

民間企業、金融機関等の関係機関の連携によ
る起業支援拠点「岩手イノベーションベー
ス」の運営や大学生・若者への実践的な起業
家教育により若者や女性等の起業を促進

円滑な事業承継を促進するため、事業承継時
の経営者保証を不要とする資金を貸付

《Ⅵ》32-③　若者をはじめとする起業者や後継者の育成による経営人材の確保

起業支援推進事業費
（経営支援課）

17.6 22.5 △ 4.9 Ⅰ-1○

いわて事業承継促進資金
貸付金
（経営支援課）

○ Ⅰ-1738.8 706.7

商工指導団体が行う円滑な事業承継や経営革
新の取組等を支援する事業の実施に要する経
費に補助（補助率：定額、補助対象：商工指
導団体）

○

32.1

中小企業の事業活動を総合的に支援するた
め、（公財）いわて産業振興センターが行う
経営相談、市場開拓のほか、経営人材の育成
に要する経費を補助（補助率：定額、補助対
象：（公財）いわて産業振興センター）

次世代経営者育成事業費
補助
（経営支援課）

3.6 3.9 △ 0.3 ○ Ⅰ-1

Ⅰ-1

商工会・商工会議所及び岩手県商工会連合会
が行う商工業小規模事業者の経営改善普及事
業等の実施に要する経費に対し補助（補助
率：定額など、補助対象：商工指導団体）

Ⅰ-1

中小企業者の新しい生活様式に対応したビジ
ネスモデルの構築や生産性の向上の取組を効
果的に進めるため、経営支援スタッフの配
置、専門家派遣や事業間連携に要する経費を
補助（補助率：定額、補助対象：商工指導団
体等）

《Ⅵ》32-②　商工指導団体や金融機関などの支援機関連携による事業承継の円滑化に向けた取組の促進

商工業小規模事業経営支
援事業費補助
（経営支援課）

1,310.9 1,329.1 △ 18.2 ○ ○

事業継続伴走型支援事業
費補助
（経営支援課）

141.4 0.0 皆増
一部
新規

商工指導団体が行う円滑な事業承継や経営革
新の取組等を支援する事業の実施に要する経
費に補助（補助率：定額、補助対象：商工指
導団体）

○

Ⅰ-1

○

中小企業連携組織化の推進並びに中小企業団
体の育成及び指導を促進するため、岩手県中
小企業団体中央会が行う組合等の組織化を支
援する事業の実施に要する経費に対し補助
（補助率：定額、補助対象：県中小企業団体
中央会）
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（商工労働観光部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

被災事業者に対し、事業の再開や経営の安定
に必要な資金を貸付

中小企業成長応援資金貸
付金
（経営支援課）

931.3 1,012.1 △ 80.8 ○

商工業小規模事業経営支
援事業費補助
（経営支援課）

1,310.9 1,329.1 △ 18.2

中小企業ベンチャー支援
事業費
（商工企画室、経営支援
課、ものづくり自動車産
業振興室）

《Ⅵ》32-④　企業のライフステージに対応した切れ目のない金融支援

新型コロナウイルス感染
症対策資金貸付金
（経営支援課）

31,569.3 37,333.3 △ 5,764.0 ○ Ⅰ-1

○

○
中小企業連携組織対策事
業費補助
（経営支援課）

113.6 115.1 △ 1.5 ○ Ⅰ-1

Ⅰ-1

163.5 195.9 △ 32.4

○

○ Ⅰ-1

中小企業の事業活動を総合的に支援するた
め、（公財）いわて産業振興センターが行う
経営相談、市場開拓のほか、経営人材の育成
に要する経費を補助（補助率：定額、補助対
象：（公財）いわて産業振興センター）

○

○ Ⅰ-1

商工会・商工会議所及び岩手県商工会連合会
が行う商工業小規模事業者の経営改善普及事
業等の実施に要する経費に対し補助（補助
率：定額など、補助対象：商工指導団体）

中小企業連携組織化の推進並びに中小企業団
体の育成及び指導を促進するため、岩手県中
小企業団体中央会が行う組合等の組織化を支
援する事業の実施に要する経費に対し補助
（補助率：定額、補助対象：県中小企業団体
中央会）

商工指導団体が行う円滑な事業承継や経営革
新の取組等を支援する事業の実施に要する経
費に補助（補助率：定額、補助対象：商工指
導団体）

新型コロナウイルス感染症により事業活動に
支障が生じている場合に、中小企業者の事業
継続に必要な資金を貸付

いわて起業家育成資金貸
付金
（経営支援課）

1,137.7 1,136.0 1.7 ○ Ⅰ-1
新規創業者に対して、開業に必要な資金を貸
付

7,171.5 7,698.5 △ 527.0

中小企業者が新型コロナウイルス感染症対策
資金の貸付を受けた場合の信用保証料の事業
者負担分の一部を補給

県内中小企業の振興を図るため、中小企業者
の事業活動に必要な資金を貸付

小口事業資金貸付金
（経営支援課）

2,012.5 1,925.0 87.5 ○ Ⅰ-1
県内中小企業の振興を図るため、小規模事業
者の小口の資金需要に対し、無担保の資金を
貸付

次世代経営者育成事業費
補助
（経営支援課）

3.6 3.9 △ 0.3 ○ Ⅰ-1

商工観光振興資金貸付金
（経営支援課）

9,938.6 9,934.8 3.8 ○ Ⅰ-1

新型コロナウイルス感染
症対策資金保証料補給補
助
（経営支援課）

968.6 1,036.8 △ 68.2 ○

雇用の増加や新事業の展開などに前向きに取
り組む県内中小企業者に対して必要な資金を
貸付

Ⅰ-1
県内中小企業が経営の安定に支障を来すおそ
れのある場合に、運転資金など経営改善の取
組に必要な資金を貸付

中小企業経営安定資金貸
付金
（経営支援課）

経営の革新等により今後の成長や周辺企業へ
の波及効果が期待される中小企業の設備投資
を支援するため、（公財）いわて産業振興セ
ンターが行う設備貸与事業に要する事業原資
を貸付

地域産業活性化企業設備
貸与資金貸付金
（経営支援課）

○ Ⅰ-1

3,024.9 3,140.2 △ 115.3 ○

Ⅰ-1

中小企業災害復旧資金貸
付金
（経営支援課）

345.9 450.6 △ 104.7

Ⅰ-1
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（商工労働観光部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-2

Ⅴ-2

Ⅴ-2

Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-2

○ Ⅰ-1
円滑な事業承継を促進するため、事業承継時
の経営者保証を不要とする資金を貸付

《Ⅵ》32-⑤　市町村や商店街をはじめとする多様な主体の連携によるまちのにぎわい創出

1.7 1.9 △ 0.2

いわて事業承継促進資金
貸付金
（経営支援課）

738.8 706.7 32.1

《Ⅵ》33　国際競争力が高く、地域の産業・雇用に好循環をもたらすものづくり産業を盛んにします

　自動車・半導体関連産業の一層の集積促進と競争力強化、県内各地域のものづくり企業の成長支援、新
産業の創出等を推進します。

《Ⅵ》33-①　産業の一層の集積と高度化を通じた、ものづくりのグローバル拠点化の推進

自動車関連産業創出推進
事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

33.9 35.8 △ 1.9

Ⅰ-1

商業・サービス業のデジタル化を推進するた
め、普及啓発セミナーの開催や専門家派遣等
により、中小企業者のＤＸ推進計画の策定を
支援

Ⅰ-1
個店の魅力創出を通じた商店街全体でのにぎ
わい創出を図るため、個店の経営力向上や、
商店街活性化の取組を支援

商業・サービス業ＤＸ導
入推進事業費
（経営支援課）

3.2 0.0 皆増 新規 ○ ○

飲食店・商店街利用促進
費補助
（産業経済交流課）

25.0 0.0 皆増 新規 Ⅰ-1 ○

商店街にぎわい創出支援
事業費
（経営支援課）

Ⅰ-1

半導体関連産業の集積に向けて、地場企業の
取引拡大や人材育成等の取組を推進（補助
率：定額、補助対象：（公財）いわて産業振
興センター）

○ Ⅰ-1

自動車関連産業の集積に向けて、県内企業の
取引拡大、サプライチェーンの構築、研究開
発促進、人材育成等の取組を推進（補助率：
10/10など、補助対象：（公財）いわて産業
振興センターなど）

半導体関連産業創出推進
事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

8.9 9.4 △ 0.5

《Ⅵ》33-④　企業の生産性や付加価値の向上に向けた「ものづくり革新」への対応

ＡＩ人材育成・社会実証
推進事業費
（商工企画室）

5.6 3.5 2.1
一部
新規

《Ⅵ》33-③　企業間・産学官連携を通じた関連技術の開発などによる新産業の創出

医療機器関連産業創出推
進事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

8.5 9.0 △ 0.5 ○ Ⅰ-1

Ⅰ-1

高度なＡＩ人材の確保・育成に向けて、専門
的な教育講座や、企業の経営課題解決を図る
実践的な取組を展開するとともに、ＡＩ技術
の利活用に向けた社会実証を推進（補助率：
定額、補助対象：県内高等教育機関）

医療機器等関連産業の創出に向けて、医療機
器等製品の開発支援、コーディネーターによ
る総合的支援、展示会出展等により地場企業
の参入・取引拡大を促進するとともに、医工
連携を推進（補助率：10/10など、補助対
象：（公財）いわて産業振興センターなど)

○ ○

情報関連産業競争力強化
事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

3.2 3.4 △ 0.2 ○ Ⅰ-1

デジタル化を支えるＩＴ産業の成長を促進す
るため、県内外企業との取引拡大、産学官の
連携強化、高度ＩＴ人材育成等の取組を一体
的に推進（補助率：定額、補助対象：（公
財）いわて産業振興センターなど）

民間事業者が行う飲食店や商店街の利用を促
進する事業に要する経費の一部を補助（補助
率：定額、補助対象：民間事業者）

先端自動車関連技術人材
育成事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

1.1 1.1 0.0 Ⅰ-1

次世代の自動車産業を担う人材を重点的に育
成するため、高専生等を対象に、最先端の自
動車関連技術に関する知識や専門技術を習得
する講座を実施
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（商工労働観光部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-4

北上川流域の産業の高度化・高付加価値化に
向けて、ものづくり企業のデジタル技術導
入・活用支援や高度人材の育成・確保、ＩＴ
企業と県内ものづくり企業との取引促進等の
取組を推進（補助率：定額、補助対象：（公
財）いわて産業振興センターなど）

Ⅰ-1

中小企業のデジタル化に向けて、商工団体や
支援機関等が相互に連携して相談対応力を高
め、各種支援策の情報発信やマッチング等を
一貫して行う伴走支援体制を構築（補助率：
定額、補助対象：（公財）いわて産業振興セ
ンター）

北上川バレーＤＸ推進・
高度人材確保促進事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

108.3 0.0 皆増
一部
新規

Ⅰ-1

○

○

○

○

中小企業デジタル化支援
ネットワーク事業費
（商工企画室）

2.8 0.0 皆増 新規

県内ものづくり企業のＤＸを推進するため、
県工業技術センターを活用し、高度デジタル
技術者の育成、デジタル技術による生産の高
度化や共同研究など、重点的な企業支援を通
じて、モデル事例の創出を推進

ものづくりＤＸシステム
導入支援強化事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

17.4 0.0 皆増 新規 ○

企業の立地を促進するため、市町村が行う企
業立地促進奨励事業に要する経費の一部を補
助（補助率：１/２、補助対象：市町村）

特定区域産業活性化奨励
事業費補助
（ものづくり自動車産業
振興室）

1,172.0 1,287.0 △ 115.0 ○

県北広域産業力強化促進
事業費補助
（ものづくり自動車産業
振興室）

メイカームーブメント推
進事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

6.3

《Ⅵ》34　地域資源を生かした魅力ある産業を盛んにします

6.7 △ 0.4 ○

○ Ⅰ-1

○ Ⅰ-1

県北広域において、生産性・収益性向上に取
り組む企業に対する市町村の補助に要する経
費の一部を補助（補助率：１/２、補助対
象：市町村）

△ 2.7

415.8 368.6 47.2

Ⅰ-1

いわて新事業活動促進支
援事業費補助
（産業経済交流課）

11.2

《Ⅵ》33-⑤　企業誘致等による地域産業の拠点化・高度化の推進

企業立地促進奨励事業費
補助
（ものづくり自動車産業
振興室）

20.0

Ⅰ-1
「ファブテラスいわて」が中核となり、県内
関係団体等と連携してメイカームーブメント
を推進

Ⅰ-1

県内での大型投資を促進し、一層の産業集積
や高度化を加速させるため、特定区域におけ
る産業の活性化に関する条例に基づき、大型
の支援策を展開（補助率：定額、補助対象：
企業）

《Ⅵ》33-⑥　多様なものづくりの風土の醸成

三陸沿岸地域の水産加工業をはじめとする食
産業事業者の新たな事業活動を促進するた
め、中小機構及び県内金融機関と連携した
「いわて希望応援ファンド」を活用し、運用
益と合わせた補助事業を実施（補助率：定
額、補助対象：（公財）いわて産業振興セン
ター）

　本県ならではの地域資源を生かした産業の振興を図るため、食産業及び地場産業の経営力・生産性の向
上に向けた取組を促進するとともに、「食」や「伝統的工芸品」をはじめ特色ある県産品の国内外でのＰ
Ｒや販路拡大などの取組を促進します。

《Ⅵ》34-①　食産業の新たな事業活動の取組や販路開拓への支援

いわて食の新商品開発支
援事業費
（産業経済交流課）

Ⅰ-1

北いわて産業デザイン力
向上プロジェクト事業費
（産業経済交流課）

5.1 6.0 △ 0.9 ○ ○ Ⅰ-1 ○

北いわての地場産業の競争力強化を図るた
め、食や工芸、観光等と組み合わせた商品や
サービスの開発に取り組む人材や企業の育成
を推進

県内食産業事業者の販路拡大を図るため、県
内外での食の商談会やフェアを開催

いわて食の販路拡大事業
費
（産業経済交流課）

12.9 14.2 △ 1.3 ○

13.7 △ 2.5 ○ Ⅰ-1 ○

17.3

6.4 5.8 0.6 ○ Ⅰ-1

岩手県産業創造アドバイザー等の派遣指導
や、水産加工業をはじめとする食産業事業者
への相談会の開催等により、売れる商品づく
りの取組を総合的に支援
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（商工労働観光部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-4

Ⅴ-4

デ
ジ
タ
ル
化

買うなら岩手のものＥＣ
ビジネス展開事業費
（産業経済交流課）

19.8 0.0 皆増 新規

いわて新事業活動促進支
援事業費補助
（産業経済交流課）

11.2 13.7 △ 2.5 ○ Ⅰ-1

0.0

《Ⅵ》34-②　水産加工業の商品力向上や販路開拓、生産性向上への支援

○

いわて食の新商品開発支
援事業費
（産業経済交流課）

6.4 5.8 0.6

Ⅰ-1

デジタル技術を活用した地域産業の振興を図
るため、ネット通販への参入や取引拡大の支
援、オンラインを活用した接客や商談の普及
により販路拡大を推進

○

伝統工芸の振興を図るため、ホームスパンの
国の伝統的工芸品指定に向けた支援や専門家
による個別指導等を実施

○ Ⅰ-1

三陸沿岸地域の水産加工業をはじめとする食
産業事業者の新たな事業活動を促進するた
め、中小機構及び県内金融機関と連携した
「いわて希望応援ファンド」を活用し、運用
益と合わせた補助事業を実施（補助率：定
額、補助対象：（公財）いわて産業振興セン
ター）

《Ⅵ》34-③　伝統工芸産業、漆産業、アパレル産業の経営力向上への支援

伝統工芸産業支援事業費
（産業経済交流課）

10.8 8.0 2.8

買うなら岩手のものＥＣ
ビジネス展開事業費
（産業経済交流課）

19.8 0.0

県内漆産業の振興を図るため、推進体制の強
化を図りながら、若手職人の漆工技術の向上
を目的とする研修等を実施

○ Ⅰ-1

皆増 新規

県内企業の海外事業を推進するため、海外に
おける県産品の販路拡大や海外ビジネス展開
を支援

中国ビジネス拡大・定着
促進事業費
（産業経済交流課）

22.0

Ⅰ-1

《Ⅵ》34-④　県産品の販路の拡大への支援

24.7 △ 2.7 ○

○

デジタル技術を活用した地域産業の振興を図
るため、ネット通販への参入や取引拡大の支
援、オンラインを活用した接客や商談の普及
により販路拡大を推進

《Ⅵ》34-⑤　県内事業者の海外展開への支援

国際経済交流推進事業費
（産業経済交流課）

Ⅰ-1

10.6 10.7

中国への県産品の輸出を拡大するため、これ
まで開拓した販路の定着と一層の拡大を図り
ながら、県内企業のビジネス展開を支援

県産品の開発・普及を促進するため、県内外
での物産展の開催や情報発信を実施

1.6 1.6

Ⅰ-1

岩手県産業創造アドバイザー等の派遣指導
や、水産加工業をはじめとする食産業事業者
への相談会の開催等により、売れる商品づく
りの取組を総合的に支援

いわての漆産業新時代開
拓事業費
（産業経済交流課）

3.2 2.1 1.1
一部
新規

○

5.1 6.0 △ 0.9 ○ ○ Ⅰ-1

北いわての地場産業の競争力強化を図るた
め、食や工芸、観光等と組み合わせた商品や
サービスの開発に取り組む人材や企業の育成
を推進

△ 0.1
物産販路開拓事業費
（産業経済交流課）

○ Ⅰ-1 ○

Ⅰ-1

飲食店・商店街利用促進
費補助
（産業経済交流課）

25.0 0.0 皆増 新規 Ⅰ-1
民間事業者が行う飲食店や商店街の利用を促
進する事業に要する経費の一部を補助（補助
率：定額、補助対象：民間事業者）

北いわて産業デザイン力
向上プロジェクト事業費
（産業経済交流課）
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（商工労働観光部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-3

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-3

《Ⅵ》35　地域経済に好循環をもたらす観光産業を盛んにします

いわて観光キャンペーン
推進協議会負担金
（観光・プロモーション
室）

13.8 17.3 △ 3.5

三陸観光地域づくり推進
事業費
（観光・プロモーション
室）

37.1 22.6 14.5
一部
新規

Ⅰ-2 ○

三陸ＤＭＯセンターと連携し、三陸地域の観
光情報の発信や観光資源を生かした周遊型滞
在の仕組みづくりを行うとともに、減少した
観光需要を喚起するため、教育旅行を対象と
するバス運行支援を実施（補助率：定額、補
助対象：旅行会社）

○ Ⅰ-2

県内全域への一層の誘客拡大を図るため、い
わて観光キャンペーン推進協議会が行う宣
伝・誘客事業及び観光地づくりの推進に要す
る経費の一部を負担

○

三陸観光地域づくり推進
事業費
（観光・プロモーション
室）

37.1 22.6 14.5
一部
新規

Ⅰ-2

三陸ＤＭＯセンターと連携し、三陸地域の観
光情報の発信や観光資源を生かした周遊型滞
在の仕組みづくりを行うとともに、減少した
観光需要を喚起するため、教育旅行を対象と
するバス運行支援を実施（補助率：定額、補
助対象：旅行会社）

Ⅰ-2

地域が一体となり、観光で稼ぎ、潤う地域づ
くりを進めるため、データ分析やマーケティ
ングを活用した観光コンテンツの造成や戦略
的にプロモーションを行う体制を整備

《Ⅵ》35-②　質の高い旅行商品の開発・売込み

いわて観光キャンペーン
推進協議会負担金
（観光・プロモーション
室）

13.8 17.3 △ 3.5 ○ Ⅰ-2

県内全域への一層の誘客拡大を図るため、い
わて観光キャンペーン推進協議会が行う宣
伝・誘客事業及び観光地づくりの推進に要す
る経費の一部を負担

いわての新しい観光推進
体制整備事業費
（観光・プロモーション
室）

19.1 0.0 皆増 新規 ○

Ⅰ-2

北東北の広域観光を推進するため、関係機関
と連携した誘客・宣伝活動等を行うととも
に、令和４年７月から９月に実施されるＪＲ
東日本重点販売地域指定に合わせ観光キャン
ペーンを実施

《Ⅵ》35-③　外国人観光客の誘客拡大

いわてインバウンド新時
代戦略事業費
（観光・プロモーション
室）

19.0 71.4 △ 52.4 ○

北東北三県観光立県推進
協議会負担金
（観光・プロモーション
室）

12.3 4.6 7.7
一部
新規

いわて観光キャンペーン
推進協議会負担金
（観光・プロモーション
室）

13.8 17.3 △ 3.5 ○ Ⅰ-2

国際観光推進事業費
（観光・プロモーション
室）

3.2 1.4 1.8 ○ Ⅰ-2
外国人観光客のリピーターの拡大を図るた
め、歓迎事業等を実施

新規 Ⅰ-2

いわてインバウンド推進
事業費
（観光・プロモーション
室）

20.6 0.0 皆増

県内全域への一層の誘客拡大を図るため、い
わて観光キャンペーン推進協議会が行う宣
伝・誘客事業及び観光地づくりの推進に要す
る経費の一部を負担

海外からの誘客を促進するため、受入態勢整
備や情報発信等を推進

《Ⅵ》35-④　売れる観光地をつくる体制の整備促進

Ⅰ-2
外国人観光客の誘客拡大を図るため、戦略
的・効果的なプロモーションを実施

○

　観光事業者のみならず、地域の様々な方々が、「観光で稼ぐ」との意識を持って観光地づくりなどに取
り組むことにより、地域経済の好循環を生み出す総合産業としての観光産業の振興を図ります。
　また、質の高い旅行商品の開発・売込み等による観光消費の拡大､市場の特性に応じたプロモーションの
展開や受入環境の整備等による外国人観光客の誘客促進、観光地づくりを推進する組織の整備と活動の促
進等による売れる観光地をつくる体制の整備促進に取り組みます。

《Ⅵ》35-①　「観光で稼ぐ」地域づくりの推進
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（商工労働観光部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-3

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-2

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅰ-2

三陸ＤＭＯセンターと連携し、三陸地域の観
光情報の発信や観光資源を生かした周遊型滞
在の仕組みづくりを行うとともに、減少した
観光需要を喚起するため、教育旅行を対象と
するバス運行支援を実施（補助率：定額、補
助対象：旅行会社）

三陸観光地域づくり推進
事業費
（観光・プロモーション
室）

37.1 22.6

本県へのＵ・Ｉターンを促進するため、就職
情報誌の発行や帰省者を対象としたプロモー
ション、本県の魅力を紹介する移住ガイド
ブックの作成等の取組を実施

いわてターン促進事業費
（定住推進・雇用労働
室）

39.2 0.0 皆増 新規 Ⅰ-4○ ○

○

○Ⅰ-1

Ⅰ-4

17.6 22.5

いわて働き方改革加速化
推進事業費
（定住推進・雇用労働
室）

いわて働き方改革加速化
推進事業費
（定住推進・雇用労働
室）

110.3 120.1 △ 9.8

△ 4.9

○

○

皆増 新規 ○ Ⅰ-1

起業支援推進事業費
（経営支援課）

125.5 0.0 皆増 新規

○

民間企業、金融機関等の関係機関の連携によ
る起業支援拠点「岩手イノベーションベー
ス」の運営や大学生・若者への実践的な起業
家教育により若者や女性等の起業を促進

県内企業における働き方改革の促進と生産性
向上を両輪とした取組を推進していくため、
労働環境の整備と処遇改善に向けた取組への
支援や中小企業者が行うテレワークの導入に
要する経費の補助を実施（補助率：定額、補
助対象：中小企業など）

Ⅰ-1

東京圏在住の若者等のＵ・Ｉターンを促進す
るため、ＡＩを活用した就職マッチングの促
進や企業の採用力強化に向けた研修、Ｕ・Ｉ
ターン者の移住に伴う経費等の補助等の取組
を実施（補助率：３/４・定額、補助対象：
市町村・移住者）

いわて暮らし応援事業費
（定住推進・雇用労働
室）

○

中小企業のデジタル化に向けて、商工団体や
支援機関等が相互に連携して相談対応力を高
め、各種支援策の情報発信やマッチング等を
一貫して行う伴走支援体制を構築（補助率：
定額、補助対象：（公財）いわて産業振興セ
ンター）

0.6 0.5 0.1 ○

○ Ⅰ-1

110.3 120.1 △ 9.8

Ⅰ-1
若者や女性等の県内就職の促進を図るため、
「いわてで働こう推進協議会」において、
オール岩手で人材の確保や定着の取組を推進

中小企業デジタル化支援
ネットワーク事業費
（商工企画室）

2.8 0.0

Ⅹ　参画

いわての新しい観光推進
体制整備事業費
（観光・プロモーション
室）

19.1 0.0 皆増

Ⅰ-1 ○

○

新規 Ⅰ-2

地域が一体となり、観光で稼ぎ、潤う地域づ
くりを進めるため、データ分析やマーケティ
ングを活用した観光コンテンツの造成や戦略
的にプロモーションを行う体制を整備

14.5
一部
新規

○

高度なＡＩ人材の確保・育成に向けて、専門
的な教育講座や、企業の経営課題解決を図る
実践的な取組を展開するとともに、ＡＩ技術
の利活用に向けた社会実証を推進（補助率：
定額、補助対象：県内高等教育機関）

県内企業における働き方改革の促進と生産性
向上を両輪とした取組を推進していくため、
労働環境の整備と処遇改善に向けた取組への
支援や中小企業者が行うテレワークの導入に
要する経費の補助を実施（補助率：定額、補
助対象：中小企業など）

新しい時代を切り拓くプロジェクトの推進

3.5 2.1
一部
新規

○

《Ⅹ》50　幅広い市民活動や多様な主体による県民運動を促進します

　「いわてで働こう推進協議会」を核とした、官民連携による「いわて働き方改革推進運動」を展開しま
す。

《Ⅹ》50-②　官民連携による県民運動の展開

２　北上川バレープロジェクト

ＡＩ人材育成・社会実証
推進事業費
（商工企画室）

5.6

いわてで働こう推進協議
会管理運営費
（定住推進・雇用労働
室）
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（商工労働観光部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-2

Ⅴ-2

Ⅴ-2

Ⅴ-2

Ⅴ-2

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅴ-3

Ⅴ-4

△ 0.5 Ⅰ-1

情報関連産業競争力強化
事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

3.2

○

3.4 △ 0.2 ○ Ⅰ-1

○

○

自動車関連産業創出推進
事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

○

33.9

○

△ 1.9 ○ Ⅰ-1

半導体関連産業創出推進
事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

8.9 9.4 ○

1.1 1.1 0.0 Ⅰ-1

先端自動車関連技術人材
育成事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

いわて就業促進事業費
（定住推進・雇用労働
室）

112.4 132.9

Ⅲ-5

35.8

医療機器関連産業創出推
進事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

就業支援推進事業費
（定住推進・雇用労働
室）

○

○

北上川バレーＤＸ推進・
高度人材確保促進事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

半導体関連産業の集積に向けて、地場企業の
取引拡大や人材育成等の取組を推進（補助
率：定額、補助対象：（公財）いわて産業振
興センター）

自動車関連産業の集積に向けて、県内企業の
取引拡大、サプライチェーンの構築、研究開
発促進、人材育成等の取組を推進（補助率：
10/10など、補助対象：（公財）いわて産業
振興センターなど）

デジタル化を支えるＩＴ産業の成長を促進す
るため、県内外企業との取引拡大、産学官の
連携強化、高度ＩＴ人材育成等の取組を一体
的に推進（補助率：定額、補助対象：（公
財）いわて産業振興センターなど）

○

○

次世代の自動車産業を担う人材を重点的に育
成するため、高専生等を対象に、最先端の自
動車関連技術に関する知識や専門技術を習得
する講座を実施

県内各地の「地域ものづくりネットワーク」
を基盤に、小中高校生から社会人までの各段
階におけるものづくり産業人材の育成や地元
定着の取組を実施

85.6 △ 1.2 ○

県内各地域に就業支援員等を配置し、地域内
外の関係機関と連携しながら、高校生の県内
就職の促進、学校におけるキャリア教育の支
援、雇用・労働に関する相談への対応等を実
施

県内就業の促進及びＵ・Ｉターンによる県内
企業の人材確保を推進するため、求職者や
Ｕ・Ｉターン希望者と企業とのマッチングを
支援するとともに、新たに若者や女性向けの
キャリア教育支援を実施（補助率：１／２、
補助対象：中小企業など）

三陸ＤＭＯセンターと連携し、三陸地域の観
光情報の発信や観光資源を生かした周遊型滞
在の仕組みづくりを行うとともに、減少した
観光需要を喚起するため、教育旅行を対象と
するバス運行支援を実施（補助率：定額、補
助対象：旅行会社）

○

県内ものづくり企業のＤＸを推進するため、
県工業技術センターを活用し、高度デジタル
技術者の育成、デジタル技術による生産の高
度化や共同研究など、重点的な企業支援を通
じて、モデル事例の創出を推進

○

一部
新規

Ⅰ-2 ○

○ Ⅰ-1

Ⅰ-1

Ⅰ-4

３　三陸防災復興ゾーンプロジェクト

医療機器等関連産業の創出に向けて、医療機
器等製品の開発支援、コーディネーターによ
る総合的支援、展示会出展等により地場企業
の参入・取引拡大を促進するとともに、医工
連携を推進（補助率：10/10など、補助対
象：（公財）いわて産業振興センターなど)

４　北いわて産業・社会革新ゾーンプロジェクト

北いわて産業デザイン力
向上プロジェクト事業費
（産業経済交流課）

5.1 6.0 △ 0.9

108.3 0.0 皆増
一部
新規

未来のものづくり人材育
成・地元定着促進事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

84.4

○ Ⅰ-1 ○

北いわての地場産業の競争力強化を図るた
め、食や工芸、観光等と組み合わせた商品や
サービスの開発に取り組む人材や企業の育成
を推進

25.2 26.3

三陸観光地域づくり推進
事業費
（観光・プロモーション
室）

37.1 22.6 14.5

ものづくりＤＸシステム
導入支援強化事業費
（ものづくり自動車産業
振興室）

17.4 0.0 皆増 新規 ○ Ⅰ-1 ○

△ 1.1

8.5 9.0 △ 0.5

△ 20.5
一部
新規

Ⅰ-1

北上川流域の産業の高度化・高付加価値化に
向けて、ものづくり企業のデジタル技術導
入・活用支援や高度人材の育成・確保、ＩＴ
企業と県内ものづくり企業との取引促進等の
取組を推進（補助率：定額、補助対象：（公
財）いわて産業振興センターなど）

72



分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（商工労働観光部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

人
口
減
少

Ⅴ-2

人
口
減
少

デ
ジ
タ
ル
化

いわての魅力まるごと発
信強化事業費
（観光・プロモーション
室）

21.4 0.0 皆増
一部
新規

○ Ⅳ-1

岩手ファンの拡大を図るため、バーチャル技
術等を活用した岩手の魅力発信を行うととも
に、本県とつながりのある民間企業等と連携
した売込み活動を推進

いわての新しい観光推進
体制整備事業費
（観光・プロモーション
室）

19.1 0.0 皆増 新規 Ⅰ-2 ○

地域が一体となり、観光で稼ぎ、潤う地域づ
くりを進めるため、データ分析やマーケティ
ングを活用した観光コンテンツの造成や戦略
的にプロモーションを行う体制を整備

Ⅰ-1 ○

県北広域において、生産性・収益性向上に取
り組む企業に対する市町村の補助に要する経
費の一部を補助（補助率：１/２、補助対
象：市町村）

○

本県への定住・交流人口の拡大を促進するた
め、相談窓口の運営やイベントの開催等によ
る市町村等と連携した全県的な移住推進の取
組を実施（補助率：定額、補助対象：ＮＰＯ
等）

いわて暮らし応援事業費
（定住推進・雇用労働
室）

125.5 0.0 皆増 新規 ○ Ⅰ-4 ○

東京圏在住の若者等のＵ・Ｉターンを促進す
るため、ＡＩを活用した就職マッチングの促
進や企業の採用力強化に向けた研修、Ｕ・Ｉ
ターン者の移住に伴う経費等の補助等の取組
を実施（補助率：３/４・定額、補助対象：
市町村・移住者）

11　人交密度向上プロジェクト

31.9

いわて移住・定住促進事
業費
（定住推進・雇用労働
室）

33.9 △ 2.0 Ⅰ-4

県北広域産業力強化促進
事業費補助
（ものづくり自動車産業
振興室）

17.3 20.0 △ 2.7 ○
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【予算額】 （単位：百万円、％）

○ Ⅰ-3 ○

沿岸漁船漁業者と水産加工事業者の経営改善
を図るため、小型漁船漁業によるマイワシ試
験操業や、高度衛生品質管理体制の確立、サ
ワラ等の高鮮度輸送技術と鮮度の見える化に
よる水産物の高付加価値化等を推進

県産水産物の安全性の確保と風評被害の払拭
のため、水産物の放射性物質調査を実施

○ Ⅰ-32.4 3.2 △ 0.8
水産物安全出荷推進事業
費
（水産振興課）

2.1 0.9
一部
新規

○ Ⅰ-3

0.0 皆増 新規

栽培漁業資源の回復を図るため、種苗生産・
放流の支援や、放流後の生残率を高める適切
な放流方法の指導等を実施（対象：アワビ種
苗、補助率：10/10、補助対象：漁業協同組
合）

○

○

人
口
減
少

○

サケ資源の回復を図るため、サケ稚魚の生産
技術の開発、サクラマスの資源造成に向けた
研究等に加え、新たに大型で遊泳力の高い強
靱なサケ稚魚の生産技術の現場実装を支援
（補助率：1/3等、補助対象：さけ、ます増
殖協会等）

県産農林水産物の海外における知名度向上と
販路の拡大を図るため、海外におけるプロ
モーションや輸出拡大に向けた効率的な物流
システムの構築を推進

○○

3.4 5.3 △ 1.9

Ⅰ-3

Ⅰ-3

【Ⅲ】1-⑮　産地魚市場を核とした流通・加工体制を構築します

いわて農林水産物海外プ
ロモーション強化事業費
（流通課）

11.6 13.3 △ 1.7 Ⅰ-3

　地域漁業を担う経営体の育成、つくり育てる漁業の再生、県産農林水産物の販路の回復・拡大や高付加
価値化を推進します。

【Ⅲ】1-⑭　漁業協同組合を核とした漁業、養殖業を構築します

さけ資源緊急回復支援事
業費補助
（水産振興課）

352.6

○ Ⅰ-3
新たな漁業就業者を確保するため、生産技術
や経営手法を習得できる「いわて水産アカデ
ミー」の運営を支援

栽培漁業推進事業費
（水産振興課）

278.9 19.8 259.1

いわて水産アカデミー運
営支援事業費
（水産振興課）

○

【復興推進関係】（農林水産部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

質の高い水産物の安定確
保対策事業費
（水産振興課）

1.0 2.0 △ 1.0

養殖業振興事業費
（水産振興課）

3.0

Ⅲ　なりわいの再生

【Ⅲ】１ 水産業・農林業

農林水産部
農林水産企画室

企画担当・予算担当
019-629-5621（企画）、5624（予算）

うち震災対応分 180.7 14.7

令和４年度の主要事業
照
会
先

52,278.9

1,408.3

４年度当初予算額 ３年度当初予算額

56,097.4

1,227.6

区分 増減額 増減率

当初予算額 △ 3,818.5 △ 6.8

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

■主要事業一覧

養殖生産量の増大を図るため、新たにアサリ
を対象に加え、養殖生産技術の開発・普及を
行うほか、意欲ある漁業者の生産法人化や漁
場利用の高度化など、漁業生産の効率化を促
進

○

サケ資源の回復を図るため、親魚の確保等に
要する経費を補助（補助率：10/10、補助対
象：さけ・ます増殖協会）

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅰ-3393.6 △ 41.0

さけ、ます増殖緊急強化
対策事業費
（水産振興課）

49.5

74



【復興推進関係】（農林水産部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

県産特用林産物の安全性の確保と風評被害の
払拭のため、特用林産物の放射性物質調査を
実施

県産畜産物の安全性の確保と風評被害の払拭
のため、牧草等の放射性物質調査や汚染牧草
の一時保管等を支援（補助率：定額、補助対
象：市町村）

特用林産物放射性物質調
査事業費（特用林産物放
射性物質調査事業費）
（林業振興課）

63.1 62.6 0.5 ○ Ⅰ-3

原木しいたけ産地の再生を図るため、使用自
粛となったしいたけ原木及びほだ木の処理
や、落葉層除去等ほだ場の生産環境整備に要
する経費を補助（補助率：定額、補助対象：
市町村）

130.7 △ 56.2 ○ Ⅰ-3

○ Ⅰ-3

○

野生鳥獣による農作物被害を防止するため、
有害捕獲や恒久電気柵等の設置、地域全体で
行う被害防止活動を支援するとともに、食肉
加工を目的とするニホンジカの放射性物質検
査を実施（補助率：1/2等、補助対象：協議
会等）

【Ⅲ】1-⑰　地域特性を生かした生産性・収益性の高い農林業を実現します

Ⅰ-3

Ⅰ-3

県産牛肉安全安心確立緊
急対策事業費
（流通課）

「食」を核とした地域振興を図るため、三陸
の「食」の魅力の発信に取り組むほか、民間
団体が主催する「食」をテーマとしたシンポ
ジウムや交流会の開催等を支援

8.2 26.2 △ 18.0 ○Ⅴ-3○ Ⅰ-3

県産農産物の安全性の確保と風評被害の払拭
のため、農産物の放射性物質検査を実施

0.0

0.4

特用林産物放射性物質調
査事業費（きのこ原木等
処理事業費補助）
（林業振興課）

23.7 43.8 △ 20.1

農産物放射性物質検査事
業費
（農産園芸課）

鳥獣被害防止総合対策事
業費
（農業振興課）

324.3 253.0 71.3

放射性物質被害畜産総合
対策事業費
（畜産課）

74.5

東日本大震災農業生産対
策交付金
（農産園芸課）

1.0 1.0

0.4

Ⅰ-3

Ⅰ-3

○ Ⅰ-3

18.4 18.4

0.0 ○ Ⅰ-3

Ⅰ-3

特用林産施設等体制整備
事業費補助
（林業振興課）

86.8 83.5 3.3 Ⅰ-3

1.8 0.0

強い農業づくり交付金
(土地利用型農業生産振
興対策事業費)
（農産園芸課）

1,328.3 1,420.3 △ 92.0

1.8

いわて三陸ガストロノ
ミー推進事業費
（流通課）

Ⅰ-3

しいたけ生産者の経営基盤の強化を図るた
め、しいたけ原木等の生産資材の導入や簡易
ハウスの整備等に要する経費を補助（補助
率：定額、補助対象：市町村）

○
地域ぐるみの６次産業化を促進するため、農
林漁業者と商工業者等が連携して行う特産品
開発や販路拡大等の取組を支援

○
県産牛肉のブランド化と有利販売等を進める
ため、いわて牛普及推進協議会が行う普及啓
発や消費拡大等の取組を支援

県産園芸産品の有利販売等を進めるため、産
地と実需者等との安定的な取引関係の構築、
消費者等へのＰＲなどを実施

○

安全・安心な県産牛肉の供給体制を確立する
ため、出荷される県産牛の放射性物質検査を
実施

○

水稲や園芸作物等の産地競争力の強化を図る
ため、共同利用施設等の整備や、高収益作物
等への転換に要する経費を補助（補助率：
1/2等、補助対象：農業者の組織する団体
等）

原発事故からの農業生産の復興に向け、安全
な農畜産物を生産できる環境の確保等を図る
ための取組に要する経費を補助（補助率：定
額、補助対象：農業者の組織する団体等）

0.0 ○

いわての農林水産物まる
ごと展開事業費（いわて
の純情園芸産品販売戦略
展開事業費）
（流通課）

いわて農林水産業６次産
業化推進事業費（いわて
地域ぐるみ６次産業化支
援事業費）
（流通課）

5.4 5.5 △ 0.1 ○

いわての農林水産物まる
ごと展開事業費(いわて
畜産物ブランド強化対策
事業費)
（流通課）

2.4 2.4 0.0 ○
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分野
横断

重
点

人
口
減
少

人
口
減
少

皆増

豚熱や高病原性鳥インフルエンザ等の発生防
止を図るため、農場のバイオセキュリティ向
上に資する資機材の設置等に要する経費を補
助（補助率：定額、補助対象：生産者の組織
する団体等）

185.6 2.4 ○

いわてアグリフロンティ
アスクール運営協議会負
担金
（農業振興課）

3.5 3.5 0.0 ○○ Ⅰ-3

Ⅵ　仕事・収入

養豚農場における豚熱の発生防止を図るた
め、飼養豚への豚熱ワクチン接種及び免疫獲
得状況調査を実施

《Ⅵ》36　意欲と能力のある経営体を育成し、農林水産業の振興を図ります

　「地域農業マスタープラン」、「森林経営計画」及び「地域再生営漁計画」の実践支援や生産基盤の整
備等を通じて、地域の農林水産業を担う経営体や新規就業者の確保・育成を推進します。

《Ⅵ》36-①　地域農林水産業の核となる経営力の高い経営体の育成

Ⅰ-3

188.0

いわて水産アカデミー運
営支援事業費
（水産振興課）

3.4 5.3 ○

Ⅰ-3

「地域農業マスタープラン」の実現に向け、
地域の中心経営体の規模拡大や６次産業化、
地域農業をけん引するリーディング経営体の
育成などに必要な機械・施設等の整備を支援
（補助率：1/3等、補助対象：農業法人等）

いわて地域農業マスター
プラン実践支援事業費
（農業振興課）

いわて林業アカデミー運
営事業費
（林業技術センター）

49.6 45.4 4.2 ○ Ⅰ-3

《Ⅲ》18-⑤　農林水産業の将来を担う人材の育成

いわてアグリフロンティ
アスクール運営協議会負
担金
（農業振興課）

3.5 3.5 0.0 ○

新たな林業就業者を確保するため、林業に関
する知識・技術を習得できる｢いわて林業ア
カデミー｣を運営

《Ⅴ》30　感染症による脅威から一人ひとりの暮らしを守ります

　農場のバイオセキュリティ向上を図るとともに、豚熱ワクチンの接種を進め、家畜伝染病の発生防止を
図ります。

Ⅴ　安全

《Ⅴ》30-②　家畜衛生対策の推進と危機事案発生時の体制強化

新たな漁業就業者を確保するため、生産技術
や経営手法を習得できる「いわて水産アカデ
ミー」の運営を支援

本県農業をけん引する先進的な経営体を育成
するため、財務・労務管理やマーケティング
等を総合的に研修する「いわてアグリフロン
ティアスクール」や、修了生を対象とした実
践講座を開催

豚熱予防的ワクチン接種
事業費
（畜産課）

245.7 280.5 △ 34.8

事業内容

《政策推進関係》（農林水産部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

「１０の政策分野」に基づく施策の推進

Ⅲ　教育

《Ⅲ》18　地域に貢献する人材を育てます

　「いわてアグリフロンティアスクール」、「いわて林業アカデミー」及び「いわて水産アカデミー」を
運営し、農林水産業の将来を担う人材の育成を推進します。

Ⅰ-3

本県農業をけん引する先進的な経営体を育成
するため、財務・労務管理やマーケティング
等を総合的に研修する「いわてアグリフロン
ティアスクール」や、修了生を対象とした実
践講座を開催

△ 1.9

畜産振興総合対策事業費
（農場バイオセキュリ
ティ向上対策事業費補
助）
（畜産課）

24.9 0.0
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（農林水産部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

デ
ジ
タ
ル
化

人
口
減
少

人
口
減
少

人
口
減
少

人
口
減
少

人
口
減
少

経営体育成支援事業費
（農業振興課）

567.2 154.2
一部
新規

1,692.6 3,360.0

岩手県緑の担い手確保・
育成事業費
（森林整備課）

2.0 1.6 0.4 ○ Ⅰ-3

△ 1,667.4 Ⅰ-3 ○

Ⅰ-3

担い手への農地の集積・集約化を図るため、
農地中間管理機構による農地の貸借等の取組
を推進（補助率：定額等、補助対象：農地中
間管理機構）

地域の中心となる経営体の育成を図るため、
ほ場の大区画化や排水改良など生産基盤の整
備と担い手への農地集積を一体的に推進

森林整備の主体となる「意欲と能力のある林
業経営体」の経営能力向上を図るため、経営
セミナーの開催や専門家派遣による個別指導
等を実施

Ⅰ-3

240.7

地域が主体となって作成した「地域農業マス
タープラン」の実現に向け、意欲ある農業者
への農地集積等による経営体質の強化のほ
か、新たに集落営農組織の経営基盤の確立に
向けた共同利用機械の導入等を支援（補助
率：10/10等、補助対象：農業者等）

農地中間管理事業推進費
（農業振興課）

174.2 145.1 29.1

経営体育成基盤整備事業
費
（農村建設課）

新規就農者の確保・育成を図るため、市町
村、農業団体等と連携し、就農促進活動や新
規就農者等を対象とした経営発展段階に応じ
た農業研修等を実施するほか、新たに就農相
談に対応する専門職員を配置

《Ⅵ》36-③　女性農林漁業者の活躍促進

幸せ創る女性農林漁業者
育成事業費
（農林水産企画室）

8.4 9.1 △ 0.7 Ⅰ-3

《Ⅵ》37　収益力の高い「食料・木材供給基地」をつくります

　全国トップレベルの「安全・安心産地」の形成、消費者ニーズを踏まえた園芸産地の形成や畜産経営の
強化などによる生産性・市場性の高い産地づくりを推進します。

Ⅰ-3

新規就農者の確保・定着を図るため、就農前
の研修や就農直後の経営確立のための資金を
交付するほか、新たに経営発展に必要な機
械・施設等の導入を支援（対象者：就農希望
者等、対象者数見込：250名）

新規就農総合対策事業費
（農業普及技術課）

12.9 4.5 8.4
一部
新規

Ⅰ-3

《Ⅵ》36-②　農林水産業の次代を担う意欲ある新規就業者の確保・育成

いわてニューファーマー
支援事業費
（農業普及技術課）

594.1 353.0 241.1
一部
新規

79.5 Ⅰ-3

「地域農業マスタープラン」に位置づけられ
た中心経営体等の育成・確保を推進するた
め、農業機械等の導入を支援（補助率：定
額、補助対象：農業法人等）

農業経営基盤強化促進対
策事業費
（農業振興課）

721.4

161.2

緑の青年就業準備給付金
（森林整備課）

24.2 21.3 2.9 Ⅰ-3

新たな林業就業者を確保するため、「いわて
林業アカデミー」の研修生に対し、就業準備
給付金を交付（対象者：いわて林業アカデ
ミー研修生、対象者数見込：17名）

新たな林業就業者を確保するため、林業に関
する知識・技術を習得できる｢いわて林業ア
カデミー｣を運営

いわて水産アカデミー運
営支援事業費
（水産振興課）

3.4 5.3 △ 1.9 ○ Ⅰ-3 ○
新たな漁業就業者を確保するため、生産技術
や経営手法を習得できる「いわて水産アカデ
ミー」の運営を支援

本県農林水産業をけん引する女性農林漁業者
を育成するため、女性が活躍しやすい環境づ
くりやネットワークづくり、家族経営協定の
締結、「食の匠」による地域食文化の伝承活
動などの取組を推進（補助率：定額、補助対
象：女性グループ）

いわて林業アカデミー運
営事業費
（林業技術センター）

49.6 45.4 4.2 ○ Ⅰ-3 ○
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（農林水産部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

デ
ジ
タ
ル
化

グ
リ
ー

ン

Ⅰ-3

畜産農家の収益性向上を図るため、「畜産ク
ラスター計画」に位置づけられた中心的経営
体が実施する家畜飼養管理施設等の整備に要
する経費を補助（補助率：定額、補助対象：
畜産クラスター協議会）

《Ⅵ》37-①　生産性・市場性の高い産地づくりの推進

畜産競争力強化整備事業
費補助
（畜産課）

201.4 1,423.8 △ 1,222.4

和牛の産地評価の向上を図るため、県有種雄
牛のＰＲ活動を行う専門職員の配置や和牛雑
誌への県有種雄牛の広告掲載等を実施

家畜畜産物価格安定対策
事業費
（畜産課）

138.2 139.7 △ 1.5 ○ Ⅰ-3

畜産農家の所得を確保するため、畜産物の卸
売価格が低下した際に、生産者に交付する補
てん金の財源となる基金の積立に要する経費
を補助（補助率：1/8等、補助対象：(公社)
岩手県農畜産物価格安定基金協会等）

いわて県有種雄牛利用推
進事業費
（畜産課）

3.3 3.6 △ 0.3 ○ Ⅰ-3

平成30年産以降の米政策の見直しに対応する
ため、産地が主体となって稲作や転作のビ
ジョンを推進する仕組みづくりを支援（補助
率：定額、補助対象：市町村等）

水田フル活用農業高度化
プロジェクト事業費
（農産園芸課）

115.0 664.7 △ 549.7 ○ Ⅰ-3

水田を活用した収益性の高い農業を確立する
ため、主食用米から野菜や飼料用米等への作
付転換を促進するとともに、ＩＣＴの活用に
よる労働生産性の高い経営体を育成（助成単
価：10a当たり５千円等、補助対象：地域農
業再生協議会等）

水田農業構造改革対策費
(岩手の水田農業確立推
進事業費)
（農産園芸課）

5.9 6.6 △ 0.7 ○ Ⅰ-3

水稲や園芸作物等の産地競争力の強化を図る
ため、共同利用施設等の整備や、高収益作物
等への転換に要する経費を補助（補助率：
1/2等、補助対象：農業者の組織する団体
等）

マーケットインによるい
わての花強化育成事業費
補助（高単価りんどう品
種作付転換支援事業費補
助）
（農産園芸課）

4.7 4.9 △ 0.2 ○ Ⅰ-3

実需ニーズに対応した花きの生産拡大を図る
ため、高単価なりんどう品種の新植に伴う管
理経費を補助（補助率：1/3、補助対象：Ｊ
Ａりんどう生産部会）

強い農業づくり交付金
（土地利用型農業生産振
興対策事業費）
（農産園芸課）

1,328.3 1,420.3 △ 92.0 Ⅰ-3

地域の集送乳体制の合理化を図るため、指定
生乳生産者団体が行う大型貯乳施設の整備を
支援（補助率：1/2、補助対象：農業者等）

いわて地域農業マスター
プラン実践支援事業費
（農業振興課）

188.0 185.6 2.4 ○ Ⅰ-3 ○

「地域農業マスタープラン」の実現に向け、
地域の中心経営体の規模拡大や６次産業化、
地域農業をけん引するリーディング経営体の
育成などに必要な機械・施設等の整備を支援
（補助率：1/3等、補助対象：農業法人等）

強い農業づくり交付金
（集送乳合理化等推進整
備事業費）
（流通課）

22.0 520.7 △ 498.7 Ⅰ-3

ワイン産業を核とした中山間地域等の活性化
を図るため、醸造用ぶどうの生産拡大や醸造
技術向上に向けたセミナー等の実施、県産ワ
インのＰＲを支援

経営所得安定対策等推進
事業費
（農産園芸課）

235.0 235.0 0.0 Ⅰ-3

経営所得安定対策等の円滑な実施のため、実
施主体が行う普及推進活動や要件確認等の取
組を支援（補助率：定額、補助対象：市町村
等）

いわてワインヒルズ推進
事業費
（農産園芸課）

1.6 1.8 △ 0.2 ○ Ⅰ-3

産業動物に携わる獣医師を確保するため、獣
医学生等への修学資金の貸付や県内への就業
対策を実施

畜産基盤再編総合整備事
業費
（畜産課）

225.6 417.3 △ 191.7 Ⅰ-3

畜産主要産地として発展が期待される地域に
おいて、担い手育成を通じた畜産業の構造改
善を図るため、飼料基盤や施設の整備に要す
る経費を補助（補助率：5/10、補助対象：
(公社)岩手県農業公社）

獣医師確保対策事業費
（畜産課）

21.5 20.7 0.8 ○ Ⅰ-3
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ン
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ン

グ
リ
ー

ン
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ジ
タ
ル
化

○

いわてモーモープロジェ
クト推進事業費
（流通課・畜産課）

17.1 19.9 △ 2.8 Ⅰ-3○

Ⅰ-3 ○

県オリジナル水稲品種を核とした県産米のブ
ランド確立に向けて、高品質・良食味安定生
産の推進、販路の開拓、米消費拡大及び消費
者の評価・認知度の向上の取組を実施

「いわて牛」のブランディングと県有種雄牛
の評価向上を図るため、県内外への積極的な
情報発信や全国和牛能力共進会の上位入賞に
向けた取組を支援（補助率：定額、補助対
象：和牛能力共進会岩手県対策協議会）

○

日本一の美味しいお米の
国づくり推進事業費
（県産米戦略室）

62.4 62.0 0.4

しいたけ等特用林産振興
対策事業費
（林業振興課）

28.7 27.1 1.6 ○ Ⅰ-3

しいたけ等特用林産物の生産振興を図るた
め、生産技術の向上に向けた研修会や、生産
者と一体となった普及啓発活動のほか、新規
参入者の確保・定着を図るためのほだ木整備
に要する経費を補助（補助率：1/3、補助対
象：生産組合等）

林業の成長産業化を図るため、木材加工施設
や高性能林業機械等の整備を支援（補助率：
定額、補助対象：市町村）

森林・林業・木材産業グ
リーン成長総合対策事業
費(林業機械リース支援
事業費補助)
（林業振興課）

32.0 39.4 △ 7.4 Ⅰ-3
林業の成長産業化を促進するため、リースに
よる高性能林業機械等の導入を支援（補助
率：定額、補助対象：市町村）

森林・林業・木材産業グ
リーン成長総合対策事業
費(施設等整備事業費補
助)
（林業振興課）

73.7 627.2 △ 553.5 Ⅰ-3

沿岸漁船漁業者と水産加工事業者の経営改善
を図るため、小型漁船漁業によるマイワシ試
験操業や、高度衛生品質管理体制の確立、サ
ワラ等の高鮮度輸送技術と鮮度の見える化に
よる水産物の高付加価値化等を推進

強い水産業づくり交付金
事業費
（水産振興課）

77.6 43.5 34.1 Ⅰ-3

漁業者の収益向上と生産コストの削減を図る
ため、水産共同利用施設等の整備に要する経
費を補助（補助率：1/2、補助対象：漁業協
同組合等）

養殖業振興事業費
（水産振興課）

3.0 2.1 0.9
一部
新規

○ Ⅰ-3

養殖生産量の増大を図るため、新たにアサリ
を対象に加え、養殖生産技術の開発・普及を
行うほか、意欲ある漁業者の生産法人化や漁
場利用の高度化など、漁業生産の効率化を促
進

質の高い水産物の安定確
保対策事業費
（水産振興課）

1.0 2.0 △ 1.0 ○ Ⅰ-3

サケ資源の回復を図るため、親魚の確保等に
要する経費を補助（補助率：10/10、補助対
象：さけ・ます増殖協会）

黄金のウニ収益力向上推
進事業費
（水産振興課）

20.3 20.6 △ 0.3 ○ Ⅰ-3
ウニ資源を有効活用するため、漁業者や漁業
協同組合等との連携による新たな蓄養・出荷
モデルの確立に向けた取組を推進

さけ資源緊急回復支援事
業費補助
（水産振興課）

352.6 393.6 △ 41.0 Ⅰ-3

森林経営管理制度（新たな森林管理システ
ム）の着実な運用を図るため、広域振興局に
専門職員を配置し、市町村が行う業務を支援

森林・林業・木材産業グ
リーン成長総合対策事業
費(間伐・路網・再造林
関係)
（森林整備課）

880.0 705.3 174.7 Ⅰ-3

木材搬出コストの低減や森林資源の持続的な
利用を促進するため、森林組合等が実施する
主伐から再造林の一貫作業等に要する経費を
補助（補助率：定額、補助対象：森林組合
等）

森林管理システム構築推
進事業費
（森林整備課）

20.9 21.1 △ 0.2 ○ Ⅰ-3

栽培漁業推進事業費
（水産振興課）

278.9 19.8 259.1 Ⅰ-3

栽培漁業資源の回復を図るため、種苗生産・
放流の支援や、放流後の生残率を高める適切
な放流方法の指導等を実施（対象：アワビ種
苗、補助率：10/10、補助対象：漁業協同組
合）

さけ、ます増殖緊急強化
対策事業費
（水産振興課）

49.5 0.0 皆増 新規 Ⅰ-3

サケ資源の回復を図るため、サケ稚魚の生産
技術の開発、サクラマスの資源造成に向けた
研究等に加え、新たに大型で遊泳力の高い強
靱なサケ稚魚の生産技術の現場実装を支援
（補助率：1/3等、補助対象：さけ、ます増
殖協会等）
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化

《Ⅵ》37-②　革新的な技術の開発と導入促進

広葉樹材乾燥技術開発事
業費
（林業技術センター）

0.3 0.4 △ 0.1 ○ Ⅰ-3

いわてブランド米品種開
発推進事業費
（県産米戦略室）

2.0 2.2 △ 0.2 ○ Ⅰ-3

県産米の市場優位性を確立するため、市場
ニーズに対応するとともに、本県の気象条件
に適し、優れた特性を持つ、県オリジナル水
稲新品種を開発する。

いわての森林づくり推進
事業費(花粉症対策等採
種園整備事業費)
（森林整備課）

19.5 18.2 1.3 ○

○ Ⅰ-3

間伐などの適切な森林整備を進めていくた
め、最新の森林情報を関係者間で共有できる
森林クラウドシステムの導入や関連データの
整備を実施

スマート林業推進事業費
（森林整備課）

4.4 4.9 △ 0.5 ○ Ⅰ-3
森林資源を活用し、林業の成長産業化を実現
するため、ＧＩＳやドローン等のスマート林
業技術を適切に活用できる人材の育成を推進

森林クラウドシステム整
備事業費
（森林整備課）

112.7 49.1 63.6

Ⅰ-3
花粉の少ない森林への転換を促進するため、
花粉の少ないスギ等の苗木の安定供給に必要
な採種園の整備を実施

家畜改良増殖対策事業費
(いわて和牛改良増殖対
策事業費)
（畜産課）

38.4 43.7 △ 5.3 ○ Ⅰ-3

いわてスマート農業推進
事業費
（農業普及技術課）

4.1 5.0 △ 0.9 ○ Ⅰ-3
若者や女性にも魅力的で収益性の高い農業経
営を実現するため、ＩＣＴ等を活用した「い
わてスマート農業」を推進

10.5 3.7 6.8 ○ Ⅰ-3

りんどうパワーアップ事
業費
（農産園芸課）

4.3 5.1 △ 0.8 ○ Ⅰ-3 ○

△ 0.8 ○ Ⅰ-3

りんどう、りんご及び雑穀のオリジナル品種
による市場評価の向上と他産地との差別化を
図るため、新品種の開発を進めるとともに、
種苗等の安定供給を支援

北いわて型スマート農業技術の導入を促進す
るため、県北農業研究所を拠点として、農業
者、研究機関、大学等によるプラットフォー
ムを構築し、自動走行農機や環境制御に関す
る技術実証等を実施

雲南省農林業研究連携調
査事業費
（農業普及技術課・森林
整備課）

Ⅰ-3

5.7 6.5

和牛の育種改良による生産の効率化及び産地
競争力の強化を図るため、優良な県有種雄牛
を造成し、精液の安定供給を実施

いわて牛の産地力強化を図るため、ゲノム解
析技術を活用し、効率的に産肉能力の優れた
県有種雄牛を造成

いわて牛産地育成革新技
術推進事業費
（畜産課）

6.8 7.2 △ 0.4

県産りんどうの需要拡大を図るため、県オリ
ジナルりんどうのＰＲや、革新技術を活用し
た新品種の開発を実施

115.0 664.7 △ 549.7 ○ Ⅰ-3 ○

水田を活用した収益性の高い農業を確立する
ため、主食用米から野菜や飼料用米等への作
付転換を促進するとともに、ＩＣＴの活用に
よる労働生産性の高い経営体を育成（助成単
価：10a当たり５千円等、補助対象：地域農
業再生協議会等）

○ Ⅰ-3

○
付加価値の高い広葉樹製材品を開発するた
め、実用的な人工乾燥技術の開発や木材加工
事業者などへの技術指導を実施

さけ、ます増殖緊急強化
対策事業費
（水産振興課）

49.5 0.0 皆増 新規 Ⅰ-3 ○

サケ資源の回復を図るため、サケ稚魚の生産
技術の開発、サクラマスの資源造成に向けた
研究等に加え、新たに大型で遊泳力の高い強
靱なサケ稚魚の生産技術の現場実装を支援
（補助率：1/3等、補助対象：さけ、ます増
殖協会等）

雲南省との交流により明らかとなった相互に
メリットが期待できる分野について、具体的
な連携を進めるため、雲南省の農林業研究者
と食用きのこ等の調査・研究を実施

北いわてスマート農業プ
ラットフォーム創造事業
費
（農業普及技術課）

20.3 21.4 △ 1.1 ○

園芸雑穀新品種協働開発
事業費
（農産園芸課）

水田フル活用農業高度化
プロジェクト事業費
（農産園芸課）
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Ⅰ-3

環境保全に効果の高い営農活動を進めるた
め、化学合成農薬・化学肥料を低減した栽培
技術や、高度なＧＡＰの導入を支援（補助
率：1/4等、補助対象：農業者等）

Ⅰ-3

いわてみどりの食料シス
テム戦略推進事業費
（農業普及技術課）

19.0 0.0

Ⅰ-3

いきいきとした岩手の農業・農村を創り上げ
ていくため、中山間地域等の耕作条件が不利
な小規模農地等を対象とした簡易な基盤整備
に要する経費を補助（補助率：定額等、補助
対象：市町村等）

森林整備や木材生産の低コスト化を図るた
め、林道の整備や改良等を実施

525.6

Ⅰ-3
基幹的農業水利施設の長寿命化を図るため、
機能保全計画の策定と機能保全対策工事を実
施

いきいき農村基盤整備事
業費補助
（農村建設課）

57.0 55.0 2.0

《Ⅵ》37-③　安全・安心な産地づくりの推進

環境と共生する産地づく
り確立事業費
（農業普及技術課）

162.7 152.6 10.1

2.0 Ⅰ-3
本県の強みである種苗生産技術などを生かし
た高度なつくり育てる漁業を推進するため、
新たな魚類の養殖技術の開発等を推進

○

1,058.5 961.4 97.1

Ⅰ-3

○ Ⅰ-3

皆増 新規 Ⅰ-3

沿岸漁船漁業者と水産加工事業者の経営改善
を図るため、小型漁船漁業によるマイワシ試
験操業や、高度衛生品質管理体制の確立、サ
ワラ等の高鮮度輸送技術と鮮度の見える化に
よる水産物の高付加価値化等を推進

○

0.0 皆増 新規 ○

Ⅰ-3

Ⅰ-3

サケ・マス類の海面養殖の振興を図るため、
ＩＣＴの導入や種苗の安定供給体制の構築、
県産オリジナルの海面養殖用種苗の開発を推
進

6.3 △ 2.9

基幹水利施設ストックマ
ネジメント事業費
（農村建設課）

養殖業振興事業費
（水産振興課）

3.0 2.1 0.9
一部
新規

○ Ⅰ-3 ○

養殖生産量の増大を図るため、新たにアサリ
を対象に加え、養殖生産技術の開発・普及を
行うほか、意欲ある漁業者の生産法人化や漁
場利用の高度化など、漁業生産の効率化を促
進

畜産ＧＡＰ普及推進事業
費
（畜産課）

3.4 Ⅰ-3

安全・安心な畜産物の供給や農業経営の体質
強化を図るため、ＪＧＡＰ等の取得に向けた
取組を支援（補助率：定額、補助対象：畜産
ＧＡＰ取得意向のある農場等）

《Ⅵ》37-④　生産基盤の着実な整備

質の高い水産物の安定確
保対策事業費
（水産振興課）

1.0 2.0 △ 1.0

養殖生産技術高度化推進
事業費
（水産振興課）

5.0 3.0

「みどりの食料システム戦略」に基づく持続
可能な農法を推進するため、栽培体系のグ
リーン化や有機農業の導入等を支援（補助
率：定額、補助対象：協議会等）

さけ、ます海面養殖イノ
ベーション推進事業費
（水産振興課）

4.8

森林の有する多面的機能を持続的に発揮させ
るため、市町村等が実施する森林経営計画の
認定森林等における再造林や間伐等に要する
経費を補助（補助率：4/10等、補助対象：市
町村等）

中山間地域総合整備事業
費
（農村建設課）

796.1 733.3 62.8

地域特性を生かした農業と活力ある農村づく
りの促進等を図るため、地域の実情に応じた
農業生産基盤と農村生活環境基盤の整備を実
施

森林整備事業費補助
（森林整備課）

Ⅰ-3

地域の中心となる経営体の育成を図るため、
ほ場の大区画化や排水改良など生産基盤の整
備と担い手への農地集積を一体的に推進

経営体育成基盤整備事業
費
（農村建設課）

1,692.6 3,360.0 △ 1,667.4

林道整備事業費
（森林保全課）

1,642.4 1,556.4 86.0

525.9 △ 0.3

さけ資源緊急回復支援事
業費補助
（水産振興課）

352.6 393.6 △ 41.0 Ⅰ-3 ○
サケ資源の回復を図るため、親魚の確保等に
要する経費を補助（補助率：10/10、補助対
象：さけ・ます増殖協会）
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リ
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ン

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

水産物供給基盤機能保全
事業費
（漁港漁村課）

409.5 439.2 △ 29.7 Ⅰ-3
漁港施設の長寿命化を図るため、機能保全計
画に基づく保全工事等を実施

いわての木があふれる空
間づくり事業費
（林業振興課）

15.1 0.0 皆増 新規 ○ Ⅰ-3

県産木材利用の普及を図るため、多くの県民
が利用する民間商業施設等の県産木材による
木造化、木質化、木製品導入に要する経費を
補助（補助率：定額、補助対象：県内に本店
がある民間事業者）

《Ⅵ》38-①　県産農林水産物の高付加価値化と販路の開拓・拡大の推進

松くい虫等防除事業費
（森林整備課）

173.2 184.1 △ 10.9 Ⅰ-3

いわての県産木材利用促
進事業費（木造建築設計
技術者等育成・需要拡大
事業費）
（林業振興課）

3.3 2.8 0.5 ○ Ⅰ-3

県産木材の新たな需要創出を図るため、県産
木材活用住宅等のＰＲ、木造建築設計技術者
等の養成、木造建築アドバイザーによる技術
指導等を実施

６次産業化の取組を拡大するため、商品開発
などをサポートする「いわて６次産業化支援
センター」の運営等を通じて農林漁業者等を
支援（補助率：3/10等、補助対象：農林漁業
者等）

いわての県産木材利用促
進事業費（需要創出・販
路拡大事業費）
（林業振興課）

6.6 7.6

水産基盤整備調査費
（漁港漁村課）

Ⅰ-3
漁場生産力の向上を図るため、水産生物の産
卵・生息等の場となる藻場を造成

Ⅰ-3
水産資源の回復・増大等を図るため、効果的
な漁場整備に向けた調査等を実施

△ 1.0 ○ Ⅰ-3

《Ⅵ》37-⑤　鳥獣被害や松くい虫・ナラ枯れ被害の防止対策の推進

鳥獣被害防止総合対策事
業費
（農業振興課）

324.3 253.0 71.3 Ⅰ-3

野生鳥獣による農作物被害を防止するため、
有害捕獲や恒久電気柵等の設置、地域全体で
行う被害防止活動を支援するとともに、食肉
加工を目的とするニホンジカの放射性物質検
査を実施（補助率：1/2等、補助対象：協議
会等）

松林及び広葉樹林を松くい虫及びナラ枯れ被
害から守るため、松くい虫被害防除監視員等
の設置や被害木の駆除、被害発生の予防等を
実施（補助率：3/4、補助対象：市町村等）

《Ⅵ》38　農林水産物の付加価値を高め、販路を広げます

　６次産業化やブランド化等による県産農林水産物の高付加価値化を進めるとともに、品質やおいしさ等
にこだわった県産農林水産物を積極的にＰＲし、国内外への販路拡大を推進します。

39.0 44.9

県産木材の利用を促進するため、県産木材を
使用した住宅新築やリフォームに要する経費
を補助（ＪＡＳ材の活用等を対象に上乗せ補
助）（補助額：使用材積に応じて150千円
～、補助対象：施主）

87.0 89.8

△ 5.9

水産環境整備事業費
（漁港漁村課）

60.0 0.0

水産生産基盤整備事業費
（漁港漁村課）

513.2 439.2 74.0 Ⅰ-3
水産物の安定供給に資する漁港機能の向上を
図るため、防波堤、護岸等を整備

県産木材の販路拡大を図るため、全国規模の
木材製品展示商談会への出展支援などを実施
するほか、県産木材の利用促進を働きかける
ＰＲイベントを開催

いわて農林水産業６次産
業化推進事業費（いわて
地域ぐるみ６次産業化支
援事業費）
（流通課）

5.4 5.5 △ 0.1 ○ Ⅰ-3
地域ぐるみの６次産業化を促進するため、農
林漁業者と商工業者等が連携して行う特産品
開発や販路拡大等の取組を支援

いわて６次産業化ネット
ワーク活動推進事業費
（流通課）

70.8 42.3 28.5 Ⅰ-3

皆増

いわて木づかい住宅普及
促進事業費
（林業振興課）

△ 2.8 ○ ○ Ⅰ-3
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ン

グ
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日本一の美味しいお米の
国づくり推進事業費
（県産米戦略室）

県産木材の販路拡大を図るため、全国規模の
木材製品展示商談会への出展支援などを実施
するほか、県産木材の利用促進を働きかける
ＰＲイベントを開催

いわての県産木材利用促
進事業費（需要創出・販
路拡大事業費）
（林業振興課）

6.6 7.6 △ 1.0 ○ Ⅰ-3 ○

△ 0.2 ○ Ⅰ-3 ○

0.5

りんどうパワーアップ事
業費
（農産園芸課）

4.3 5.1 △ 0.8 ○ Ⅰ-3

質の高い水産物の安定確
保対策事業費
（水産振興課）

1.0 2.0 △ 1.0 ○

広葉樹材乾燥技術開発事
業費
（林業技術センター）

0.3 0.4 △ 0.1 ○

Ⅰ-3

沿岸漁船漁業者と水産加工事業者の経営改善
を図るため、小型漁船漁業によるマイワシ試
験操業や、高度衛生品質管理体制の確立、サ
ワラ等の高鮮度輸送技術と鮮度の見える化に
よる水産物の高付加価値化等を推進

○

いわての県産木材利用促
進事業費（木造建築設計
技術者等育成・需要拡大
事業費）
（林業振興課）

3.3 2.8

東京2020オリンピック・
パラリンピック県産材利
用促進事業費
（林業振興課）

10.4 4.6 5.8 ○ Ⅰ-3

県産木材の需要拡大につなげるため、東京
2020オリンピック・パラリンピック競技大会
の選手村施設で使用された県産木材を公共的
な施設等で再利用することにより、高品質な
木材・製材品をＰＲ

県産りんどうの需要拡大を図るため、県オリ
ジナルりんどうのＰＲや、革新技術を活用し
た新品種の開発を実施

原木しいたけ販売力アッ
プ促進事業費
（林業振興課）

2.9 3.4 △ 0.5 ○ Ⅰ-3

県産原木しいたけの需要拡大や価格向上を図
るため、岩手県立大学や集出荷団体等と連携
してＰＲイベントを開催するほか、集出荷団
体によるＷｅｂ入札の試行等を支援

県産牛肉のブランド化と有利販売等を進める
ため、いわて牛普及推進協議会が行う普及啓
発や消費拡大等の取組を支援

「いわて牛」のブランディングと県有種雄牛
の評価向上を図るため、県内外への積極的な
情報発信や全国和牛能力共進会の上位入賞に
向けた取組を支援（補助率：定額、補助対
象：和牛能力共進会岩手県対策協議会）

Ⅰ-3

いわてモーモープロジェ
クト推進事業費
（流通課・畜産課）

17.1

○ Ⅰ-3

県産木材の新たな需要創出を図るため、県産
木材活用住宅等のＰＲ、木造建築設計技術者
等の養成、木造建築アドバイザーによる技術
指導等を実施

Ⅰ-3
付加価値の高い広葉樹製材品を開発するた
め、実用的な人工乾燥技術の開発や木材加工
事業者などへの技術指導を実施

《Ⅵ》38-②　県産農林水産物の評価・信頼の向上

0.4 ○ Ⅰ-3

県オリジナル水稲品種を核とした県産米のブ
ランド確立に向けて、高品質・良食味安定生
産の推進、販路の開拓、米消費拡大及び消費
者の評価・認知度の向上の取組を実施

いわてブランド米品種開
発推進事業費
（県産米戦略室）

2.0

いわて食の聖地プロモー
ション展開事業費
（流通課）

6.9 6.3 0.6

62.4 62.0

2.2

○ Ⅰ-3

いわての農林水産物まる
ごと展開事業費（いわて
の純情園芸産品販売戦略
展開事業費）
（流通課）

1.8 1.8 0.0 ○ Ⅰ-3

いわての農林水産物まる
ごと展開事業費（いわて
畜産物ブランド強化対策
事業費）
（流通課）

2.4 2.4 0.0 ○ Ⅰ-3

19.9 △ 2.8

県産園芸産品の有利販売等を進めるため、産
地と実需者等との安定的な取引関係の構築、
消費者等へのＰＲなどを実施

県産食材の認知度や評価を高めるため、バイ
ヤーを対象としたマッチングや、「黄金の
國、いわて。」応援の店等と連携したフェア
などを開催

県産米の市場優位性を確立するため、市場
ニーズに対応するとともに、本県の気象条件
に適し、優れた特性を持つ、県オリジナル水
稲新品種を開発する。
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Ⅴ-3

　地域協働による地域資源の維持・継承、農山漁村ビジネスの振興、都市住民との交流活動に取り組むと
ともに、快適・安全な農山漁村集落を創造するため、生活環境の整備や防災・減災対策を推進します。

《Ⅵ》39-①　農山漁村を支える人材の育成と地域活動等の支援

こころ高まる農山漁村感
動体験創出事業費
（農業振興課）

2.5 2.5 0.0 ○

中山間地農業農村活性化
推進対策事業費
（農業振興課）

15.6 16.4 △ 0.8

中山間地域等直接支払事
業費
（農業振興課）

2,678.5 2,677.6

いわての食財戦略的海外
輸出展開事業費
（流通課）

28.1 15.0 13.1 Ⅰ-3

県産農林水産物の輸出拡大を図るため、県内
事業者の輸出力強化を目的とした戦略の策
定・実行にかかる経費を補助（補助率：定
額、補助対象：いわて農林水産物国際流通促
進協議会）

６次産業化の取組を拡大するため、商品開発
などをサポートする「いわて６次産業化支援
センター」の運営等を通じて農林漁業者等を
支援（補助率：3/10等、補助対象：農林漁業
者等）

42.3

「食」を核とした地域振興を図るため、三陸
の「食」の魅力の発信に取り組むほか、民間
団体が主催する「食」をテーマとしたシンポ
ジウムや交流会の開催等を支援

農地維持支払交付金
（農村建設課）

1,622.6 1,643.1 △ 20.5 Ⅰ-3

Ⅰ-3

中山間地域等において、将来にわたり持続可
能な活力ある地域コミュニティを確立するた
め、ビジョンの策定・実践をリードする人材
の育成や、集落等の将来ビジョン策定、地域
資源を活かした活性化の取組等を支援（補助
率:定額、補助対象:中山間地域の団体等）

資源向上支払事業費
（農村建設課）

2,093.9 2,110.3 △ 16.4 Ⅰ-3

Ⅰ-3

いわて６次産業化ネット
ワーク活動推進事業費
（流通課）

70.8 28.5 Ⅰ-3 ○

《Ⅵ》38-③　戦略的な県産農林水産物の輸出促進と外国人観光客等への対応

いわて農林水産物海外プ
ロモーション強化事業費
（流通課）

11.6 13.3 △ 1.7 ○ Ⅰ-3

県産農林水産物の海外における知名度向上と
販路の拡大を図るため、海外におけるプロ
モーションや輸出拡大に向けた効率的な物流
システムの構築を推進

《Ⅵ》38-④　生産者と消費者の結び付きを深め、地域経済の好循環を創出する取組の推進

いわて農林水産物６次産
業化推進事業費（いわて
地域ぐるみ６次産業化支
援事業費）
（流通課）

5.4 5.5 △ 0.1 ○ Ⅰ-3 ○
地域ぐるみの６次産業化を促進するため、農
林漁業者と商工業者等が連携して行う特産品
開発や販路拡大等の取組を支援

いわて食農連携プロジェ
クト推進事業費
（流通課）

7.9 20.5 △ 12.6 Ⅰ-3
食と農に関わる多様な関係者の参画のもと持
続的なビジネスモデルを創出するため、関係
者のネットワークの構築等を支援

○

0.9 Ⅰ-3

中山間地域等において、国土の保全、水源の
涵養等の多面的機能を確保するため、集落協
定等に基づき、５年以上継続して農業生産活
動等を行う農業者等に対して、交付金を交付
（補助率:定額、補助対象:農業者等）

いわて三陸ガストロノ
ミー推進事業費
（流通課）

8.2 26.2 △ 18.0 ○ Ⅰ-3

都市と農村の交流人口拡大を図るため、教育
旅行誘致活動、企業研修やインバウンドに対
応した受入体制づくりを支援

《Ⅵ》39　一人ひとりに合った暮らし方ができる農山漁村をつくります

農業・農村が有する多面的機能の維持・発揮
のため、水路の泥上げや農道の砂利補充な
ど、農地や農業用水路等を守る地域共同活動
を支援

農業・農村が有する多面的機能の維持・発揮
のため、水路等の長寿命化や農村環境保全活
動など、地域資源の質的向上を図る地域共同
活動を支援
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（農林水産部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

グ
リ
ー

ン

人
口
減
少

治山事業費
（森林保全課）

1,197.2 1,197.7

Ⅶ　歴史・文化

《Ⅵ》39-③　自然災害に強い農山漁村づくりの推進

《Ⅵ》39-②　魅力あふれる農山漁村づくりの推進

こころ高まる農山漁村感
動体験創出事業費
（農業振興課）

2.5 2.5 0.0

○ Ⅲ-1
地域における森林整備活動を推進するため、
専門知識と技術を有し、地域に根ざして関係
者の合意形成等を図る人材を育成

森林・山村多面的機能発
揮対策事業費
（森林整備課）

23.1 27.0 △ 3.9

いわての森林づくり推進
事業費（いわて森林づく
り推進人材育成事業費）
（森林整備課）

2.9 3.0 △ 0.1

Ⅰ-3

森林の有する多面的機能を発揮させるため、
森林所有者や地域住民等が共同で行う森林の
保全活動や山村地域の活性化などの取組を支
援

県民の森林づくりへの参加促進と森林保全へ
の理解醸成を図るため、県民による森林環境
保全活動を支援（補助率：10/10等、補助対
象：ＮＰＯ法人等）

Ⅰ-3

農業農村関係人口拡大定
着支援事業費
（農業振興課）

Ⅰ-3
都市と農村の交流人口拡大を図るため、教育
旅行誘致活動、企業研修やインバウンドに対
応した受入体制づくりを支援

○
幸せ創る女性農林漁業者
育成事業費
（農林水産企画室）

8.4 9.1 △ 0.7 Ⅰ-3

△ 0.5 Ⅰ-3
山地災害から県民の生命・財産を守るため、
治山施設を整備

漁港施設機能強化事業費
（漁港漁村課）

269.4 594.1

農村地域防災減災事業費
（農村建設課）

△ 324.7 Ⅰ-3
高波や地震・津波に備えた漁港機能の強化を
図るため、防波堤・護岸等を整備

885.8 905.7 △ 19.9 Ⅰ-3

6.1 0.0 皆増 新規 ○ Ⅰ-3

本県の農業・農村における関係人口の拡大を
図るため、就農や農村での暮らしに関する情
報発信、農村体験モニターによる体験受入体
制の整備を実施

効果的な防災・減災対策を講じるため、ハ
ザードマップ作成や利用実態のない農業用た
め池の廃止に要する経費を補助（補助率：定
額、事業主体：市町村）

Ⅰ-3
漁業地域の防災力向上を図るため、漁業協同
組合が主体的に行う漁船避難ルールづくりの
支援を実施

効果的な防災・減災対策を講じるため、地域
の実情に即した農業用施設の整備や保全等を
総合的に実施

本県農林水産業をけん引する女性農林漁業者
を育成するため、女性が活躍しやすい環境づ
くりやネットワークづくり、家族経営協定の
締結、「食の匠」による地域食文化の伝承活
動などの取組を推進（補助率：定額、補助対
象：女性グループ）

《Ⅶ》41　豊かな歴史や民俗芸能などの伝統文化が受け継がれる環境をつくり、交流を広げます

　郷土料理等の優れた技術を有する「食の匠」の活動を支援し、人的・経済的な交流を推進します。

いわての森林づくり推進
事業費（県民参加の森林
づくり促進事業費）
（林業振興課）

30.7 43.0 △ 12.3 ○ Ⅰ-3

団体営農村地域防災減災
事業費補助
（農村建設課）

80.0 69.0 11.0

強い水産業づくり交付金
事業費
（漁港漁村課）

6.0 47.0 △ 41.0
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（農林水産部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

○ Ⅰ-3

県民の森林づくりへの参加促進と森林保全へ
の理解醸成を図るため、県民による森林環境
保全活動を支援（補助率：10/10等、補助対
象：ＮＰＯ法人等）

いわての森林づくり推進
事業費（県民参加の森林
づくり促進事業費）
（林業振興課）

30.7 43.0 △ 12.3 ○

760.7 20.8 ○ Ⅲ-1

森林の持つ公益的機能を持続的に発揮させる
ため、公益上重要な森林において、針葉樹と
広葉樹の混交林化を進める強度間伐や伐採跡
地への植栽のほか、森林整備に必要な作業道
の開設や気象被害を受けた森林の整備等を支
援（補助率：10/10等、補助対象：林業事業
体等）

○

木質バイオマス熱電利用
促進事業費
（林業振興課）

1.9 1.1 0.8 ○ Ⅲ-1

木質バイオマスの利用を促進するため、
フォーラムの開催やコーディネーターの派遣
のほか、熱利用の効率化を図るための調査等
を実施

《Ⅷ》44-③　適切な森林整備等の取組推進による森林吸収源対策

いわての森林づくり推進
事業費（いわて環境の森
整備事業費）
（林業振興課）

781.5

《Ⅷ》44　地球温暖化防止に向け、低炭素社会の形成を進めます

　小水力発電施設の導入支援、木質バイオマス利用に向けた人材育成、再造林や間伐等の森林整備に取り
組み、再生可能エネルギーの導入や森林吸収源対策を促進します。

《Ⅷ》44-①　温室効果ガス排出削減対策の推進

環境と共生する産地づく
り確立事業費
（農業普及技術課）

162.7 152.6 10.1 Ⅰ-3

環境保全に効果の高い営農活動を進めるた
め、化学合成農薬・化学肥料を低減した栽培
技術や、高度なＧＡＰの導入を支援（補助
率：1/4等、補助対象：農業者等）

○

《Ⅷ》44-②　再生可能エネルギーの導入促進

○ Ⅲ-1
広く県民の森林・林業に対する理解醸成を図
るため、森林環境教育の拠点施設である森林
公園の機能強化を実施

《Ⅷ》42-②　自然とのふれあいの促進

森林公園機能強化事業費
（森林保全課）

55.3 112.0 △ 56.7

森林の持つ公益的機能を持続的に発揮させる
ため、公益上重要な森林において、針葉樹と
広葉樹の混交林化を進める強度間伐や伐採跡
地への植栽のほか、森林整備に必要な作業道
の開設や気象被害を受けた森林の整備等を支
援（補助率：10/10等、補助対象：林業事業
体等）

《Ⅷ》42-④　水と緑を守る取組の推進

いわての森林づくり推進
事業費（いわて環境の森
整備事業費）
（林業振興課）

781.5 760.7 20.8 ○ Ⅲ-1

Ⅰ-3

本県農林水産業をけん引する女性農林漁業者
を育成するため、女性が活躍しやすい環境づ
くりやネットワークづくり、家族経営協定の
締結、「食の匠」による地域食文化の伝承活
動などの取組を推進（補助率：定額、補助対
象：女性グループ）

○

《Ⅷ》42-①　生物多様性の保全

鳥獣被害防止総合対策事
業費
（農業振興課）

324.3 253.0 71.3 Ⅰ-3

野生鳥獣による農作物被害を防止するため、
有害捕獲や恒久電気柵等の設置、地域全体で
行う被害防止活動を支援するとともに、食肉
加工を目的とするニホンジカの放射性物質検
査を実施（補助率：1/2等、補助対象：協議
会等）

Ⅷ　自然環境

《Ⅷ》42　多様で優れた環境を守り、次世代に引き継ぎます

　野生鳥獣による農作物被害防止対策の取組や、森林が持つ多面的機能を守り、次世代に引き継がれるよ
う、県民の支援や参画による森林整備の取組を推進します。

○

《Ⅶ》41-②　民俗芸能など伝統文化を生かした交流の推進

幸せ創る女性農林漁業者
育成事業費
（農林水産企画室）

8.4 9.1 △ 0.7
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（農林水産部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

○ Ⅰ-3 ○

県産木材の利用を促進するため、県産木材を
使用した住宅新築やリフォームに要する経費
を補助（ＪＡＳ材の活用等を対象に上乗せ補
助）（補助額：使用材積に応じて150千円
～、補助対象：施主）

いわての県産木材利用促
進事業費（木造建築設計
技術者等育成・需要拡大
事業費）
（林業振興課）

3.3

Ⅰ-3

2.8 0.5

《Ⅸ》46-⑤　自然災害に強い農山漁村づくりの推進（再掲）

○

○

○ Ⅰ-3 ○

県産木材の新たな需要創出を図るため、県産
木材活用住宅等のＰＲ、木造建築設計技術者
等の養成、木造建築アドバイザーによる技術
指導等を実施

7.6 △ 1.0 ○ Ⅰ-3 ○

県産木材の販路拡大を図るため、全国規模の
木材製品展示商談会への出展支援などを実施
するほか、県産木材の利用促進を働きかける
ＰＲイベントを開催

0.0 皆増 新規 ○ Ⅰ-3 ○

県産木材利用の普及を図るため、多くの県民
が利用する民間商業施設等の県産木材による
木造化、木質化、木製品導入に要する経費を
補助（補助率：定額、補助対象：県内に本店
がある民間事業者）

いわての県産木材利用促
進事業費（需要創出・販
路拡大事業費）
（林業振興課）

6.6

いわて木づかい住宅普及
促進事業費
（林業振興課）

87.0

11.0 Ⅰ-3 ○

Ⅸ　社会基盤

Ⅰ-3

89.8

いわての木があふれる空
間づくり事業費
（林業振興課）

15.1

山地災害から県民の生命・財産を守るため、
治山施設を整備

漁港施設機能強化事業費
（漁港漁村課）

269.4 594.1 △ 324.7

効果的な防災・減災対策を講じるため、ハ
ザードマップ作成や利用実態のない農業用た
め池の廃止に要する経費を補助（補助率：定
額、事業主体：市町村）

農村地域防災減災事業費
（農村建設課）

885.8 905.7 △ 19.9 Ⅰ-3 ○
効果的な防災・減災対策を講じるため、地域
の実情に即した農業用施設の整備や保全等を
総合的に実施

団体営農村地域防災減災
事業費補助
（農村建設課）

80.0 69.0

高波や地震・津波に備えた漁港機能の強化を
図るため、防波堤・護岸等を整備

Ⅰ-3

森林の有する多面的機能を持続的に発揮させ
るため、市町村等が実施する森林経営計画の
認定森林等における再造林や間伐等に要する
経費を補助（補助率：4/10等、補助対象：市
町村等）

治山事業費
（森林保全課）

1,197.2 1,197.7 △ 0.5

《Ⅷ》44-④　地球温暖化に伴う気候変動の影響への適応

森林整備事業費補助
（森林整備課）

525.6 525.9 △ 0.3 ○

《Ⅸ》46　安全・安心を支える社会資本を整備します

　農業水利施設や治山施設、海岸保全施設、漁港施設を着実に整備し、自然災害に強い農山漁村づくりを
推進します。

△ 2.8 ○

森林・林業・木材産業グ
リーン成長総合対策事業
費(間伐・路網・再造林
関係)
（森林整備課）

880.0 705.3 174.7 Ⅰ-3 ○

木材搬出コストの低減や森林資源の持続的な
利用を促進するため、森林組合等が実施する
主伐から再造林の一貫作業等に要する経費を
補助（補助率：定額、補助対象：森林組合
等）

　水田の大区画化や排水改良、再造林や路網等の整備、農業水利施設や漁港施設等の長寿命化対策など、
農林水産業の生産基盤の整備を推進します。

強い水産業づくり交付金
事業費
（漁港漁村課）

6.0

《Ⅸ》47　産業や観光振興の基盤となる社会資本を整備します

Ⅰ-3 ○
漁業地域の防災力向上を図るため、漁業協同
組合が主体的に行う漁船避難ルールづくりの
支援を実施

47.0 △ 41.0
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（農林水産部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

Ⅴ-3

水産物供給基盤機能保全
事業費
（漁港漁村課）

409.5 439.2 △ 29.7 Ⅰ-3 ○
漁港施設の長寿命化を図るため、機能保全計
画に基づく保全工事等を実施

Ⅰ-3

○

○ Ⅰ-3 ○

水産物の安定供給に資する漁港機能の向上を
図るため、防波堤、護岸等を整備

いわて農林水産物海外プ
ロモーション強化事業費
（流通課）

水産基盤整備調査費
（漁港漁村課）

水産生産基盤整備事業費
（漁港漁村課）

513.2 439.2 74.0

11.6 △ 1.7

新しい時代を切り拓くプロジェクトの推進

３　三陸防災復興ゾーンプロジェクト

《Ⅸ》47-④　農林水産業の生産基盤の着実な整備（再掲）

△ 5.9
水産資源の回復・増大等を図るため、効果的
な漁場整備に向けた調査等を実施

Ⅰ-3

森林整備事業費補助
（森林整備課）

525.6 525.9

経営体育成基盤整備事業
費
（農村建設課）

1,692.6

中山間地域総合整備事業
費
（農村建設課）

796.1 733.3 62.8

漁場生産力の向上を図るため、水産生物の産
卵・生息等の場となる藻場を造成

黄金のウニ収益力向上推
進事業費
（水産振興課）

20.3 20.6 △ 0.3

水産環境整備事業費
（漁港漁村課）

60.0 0.0 皆増

8.2 26.2 △ 18.0 ○ Ⅰ-3 ○

「食」を核とした地域振興を図るため、三陸
の「食」の魅力の発信に取り組むほか、民間
団体が主催する「食」をテーマとしたシンポ
ジウムや交流会の開催等を支援

県産農林水産物の海外における知名度向上と
販路の拡大を図るため、海外におけるプロ
モーションや輸出拡大に向けた効率的な物流
システムの構築を推進

Ⅰ-3 ○
森林整備や木材生産の低コスト化を図るた
め、林道の整備や改良等を実施

1,642.4 1,556.4 86.0

39.0 44.9

林道整備事業費
（森林保全課）

○ Ⅰ-3 ○
ウニ資源を有効活用するため、漁業者や漁業
協同組合等との連携による新たな蓄養・出荷
モデルの確立に向けた取組を推進

3,360.0 △ 1,667.4

Ⅰ-3 ○

Ⅰ-3 ○

Ⅰ-3

いわて三陸ガストロノ
ミー推進事業費
（流通課）

○

Ⅰ-3 ○

△ 0.3

地域特性を生かした農業と活力ある農村づく
りの促進等を図るため、地域の実情に応じた
農業生産基盤と農村生活環境基盤の整備を実
施

森林の有する多面的機能を持続的に発揮させ
るため、市町村等が実施する森林経営計画の
認定森林等における再造林や間伐等に要する
経費を補助（補助率：4/10等、補助対象：市
町村等）

いきいきとした岩手の農業・農村を創り上げ
ていくため、中山間地域等の耕作条件が不利
な小規模農地等を対象とした簡易な基盤整備
に要する経費を補助（補助率：定額等、補助
対象：市町村等）

基幹水利施設ストックマ
ネジメント事業費
（農村建設課）

1,058.5 961.4 97.1 Ⅰ-3

地域の中心となる経営体の育成を図るため、
ほ場の大区画化や排水改良など生産基盤の整
備と担い手への農地集積を一体的に推進

いきいき農村基盤整備事
業費補助
（農村建設課）

57.0 55.0 2.0 ○

○
基幹的農業水利施設の長寿命化を図るため、
機能保全計画の策定と機能保全対策工事を実
施

○

13.3

Ⅰ-3 ○
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（農林水産部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-4

デ
ジ
タ
ル
化

人
口
減
少

デ
ジ
タ
ル
化

70.8 42.3 28.5 Ⅰ-3 ○

６次産業化の取組を拡大するため、商品開発
などをサポートする「いわて６次産業化支援
センター」の運営等を通じて農林漁業者等を
支援（補助率：3/10等、補助対象：農林漁業
者等）

中山間地農業農村活性化
推進対策事業費
（農業振興課）

0.0

15.6 16.4 △ 0.8

Ⅰ-3 ○

５　活力ある小集落実現プロジェクト

こころ高まる農山漁村感
動体験創出事業費
（農業振興課）

2.5

北いわて型スマート農業技術の導入を促進す
るため、県北農業研究所を拠点として、農業
者、研究機関、大学等によるプラットフォー
ムを構築し、自動走行農機や環境制御に関す
る技術実証等を実施

６　農林水産業高度化推進プロジェクト
いわて農林水産業６次産
業化推進事業費（いわて
地域ぐるみ６次産業化支
援事業費）
（流通課）

5.4 5.5 △ 0.1 ○ Ⅰ-3 ○
地域ぐるみの６次産業化を促進するため、農
林漁業者と商工業者等が連携して行う特産品
開発や販路拡大等の取組を支援

△ 1.1

2.5

いわて６次産業化ネット
ワーク活動推進事業費
（流通課）

中山間地域等直接支払事
業費
（農業振興課）

2,678.5 2,677.6 0.9 Ⅰ-3 ○

中山間地域等において、国土の保全、水源の
涵養等の多面的機能を確保するため、集落協
定等に基づき、５年以上継続して農業生産活
動等を行う農業者等に対して、交付金を交付
（補助率:定額、補助対象:農業者等）

Ⅰ-3 ○

中山間地域等において、将来にわたり持続可
能な活力ある地域コミュニティを確立するた
め、ビジョンの策定・実践をリードする人材
の育成や、集落等の将来ビジョン策定、地域
資源を活かした活性化の取組等を支援（補助
率:定額、補助対象:中山間地域の団体等）

3.4 △ 0.5 ○ Ⅰ-3 ○

４　北いわて産業・社会革新ゾーンプロジェクト

北いわてスマート農業プ
ラットフォーム創造事業
費
（農業普及技術課）

20.3 21.4

農業農村関係人口拡大定
着支援事業費
（農業振興課）

6.1 0.0 皆増 新規 ○ Ⅰ-3 ○

Ⅰ-3

○

本県の農業・農村における関係人口の拡大を
図るため、就農や農村での暮らしに関する情
報発信、農村体験モニターによる体験受入体
制の整備を実施

○
都市と農村の交流人口拡大を図るため、教育
旅行誘致活動、企業研修やインバウンドに対
応した受入体制づくりを支援

中山間地農業農村活性化
推進対策事業費
（農業振興課）

県産原木しいたけの需要拡大や価格向上を図
るため、岩手県立大学や集出荷団体等と連携
してＰＲイベントを開催するほか、集出荷団
体によるＷｅｂ入札の試行等を支援

15.6 16.4 △ 0.8 Ⅰ-3 ○

中山間地域等において、将来にわたり持続可
能な活力ある地域コミュニティを確立するた
め、ビジョンの策定・実践をリードする人材
の育成や、集落等の将来ビジョン策定、地域
資源を活かした活性化の取組等を支援（補助
率:定額、補助対象:中山間地域の団体等）

いわてスマート農業推進
事業費
（農業普及技術課）

4.1 5.0 △ 0.9 ○ Ⅰ-3 ○
若者や女性にも魅力的で収益性の高い農業経
営を実現するため、ＩＣＴ等を活用した「い
わてスマート農業」を推進

地域ぐるみの６次産業化を促進するため、農
林漁業者と商工業者等が連携して行う特産品
開発や販路拡大等の取組を支援

いわて農林水産業６次産
業化推進事業費（いわて
地域ぐるみ６次産業化支
援事業費）
（流通課）

5.4 5.5 △ 0.1 ○ Ⅰ-3 ○

原木しいたけ販売力アッ
プ促進事業費
（林業振興課）

2.9

7.9 20.5 △ 12.6 Ⅰ-3 ○
食と農に関わる多様な関係者の参画のもと持
続的なビジネスモデルを創出するため、関係
者のネットワークの構築等を支援

いわて食農連携プロジェ
クト推進事業費
（流通課）

いわての食財戦略的海外
輸出展開事業費
（流通課）

28.1 15.0 13.1 ○ Ⅰ-3 ○

県産農林水産物の輸出拡大を図るため、県内
事業者の輸出力強化を目的とした戦略の策
定・実行に係る経費を補助（補助率：定額、
補助対象：いわて農林水産物国際流通促進協
議会）
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（農林水産部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-4

デ
ジ
タ
ル
化

グ
リ
ー

ン

デ
ジ
タ
ル
化

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

グ
リ
ー

ン

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

人
口
減
少

いわてみどりの食料シス
テム戦略推進事業費
（農業普及技術課）

19.0 0.0 皆増 新規 Ⅰ-3 ○

「みどりの食料システム戦略」に基づく持続
可能な農法を推進するため、栽培体系のグ
リーン化や有機農業の導入等を支援（補助
率：定額、補助対象：協議会等）

2.2

7.2

63.6

6.8 ○ Ⅰ-3 ○

雲南省との交流により明らかとなった相互に
メリットが期待できる分野について、具体的
な連携を進めるため、雲南省の農林業研究者
と食用きのこ等の調査・研究を実施

○

県産米の市場優位性を確立するため、市場
ニーズに対応するとともに、本県の気象条件
に適し、優れた特性を持つ、県オリジナル水
稲新品種を開発する。

いわて牛の産地力強化を図るため、ゲノム解
析技術を活用し、効率的に産肉能力の優れた
県有種雄牛を造成

北いわてスマート農業プ
ラットフォーム創造事業
費
（農業普及技術課）

20.3 21.4 △ 1.1 ○ Ⅰ-3 ○

北いわて型スマート農業技術の導入を促進す
るため、県北農業研究所を拠点として、農業
者、研究機関、大学等によるプラットフォー
ムを構築し、自動走行農機や環境制御に関す
る技術実証等を実施

雲南省農林業研究連携調
査事業費
（農業普及技術課、森林
整備課）

10.5

林業の成長産業化を促進するため、リースに
よる高性能林業機械等の導入を支援（補助
率：定額、補助対象：市町村）

森林・林業・木材産業グ
リーン成長総合対策事業
費(施設等整備事業費補
助)
（林業振興課）

73.7 627.2 △ 553.5 Ⅰ-3 ○

○ Ⅲ-1 ○

木質バイオマスの利用を促進するため、
フォーラムの開催やコーディネーターの派遣
のほか、熱利用の効率化を図るための調査等
を実施

水田フル活用農業高度化
プロジェクト事業費
（農産園芸課）

115.0 664.7 △ 549.7 ○ Ⅰ-3

Ⅰ-3

県産木材の販路拡大を図るため、全国規模の
木材製品展示商談会への出展支援などを実施
するほか、県産木材の利用促進を働きかける
ＰＲイベントを開催

○ Ⅰ-3 ○

森林クラウドシステム整
備事業費
（森林整備課）

112.7 49.1 ○ Ⅰ-3 ○

間伐などの適切な森林整備を進めていくた
め、最新の森林情報を関係者間で共有できる
森林クラウドシステムの導入や関連データの
整備を実施

3.7

水田を活用した収益性の高い農業を確立する
ため、主食用米から野菜や飼料用米等への作
付転換を促進するとともに、ＩＣＴの活用に
よる労働生産性の高い経営体を育成（助成単
価：10ａ当たり５千円等、補助対象：地域農
業再生協議会等）

県産りんどうの需要拡大を図るため、県オリ
ジナルりんどうのＰＲや、革新技術を活用し
た新品種の開発を実施

△ 0.8

○

いわてブランド米品種開
発推進事業費
（県産米戦略室）

2.0

林業の成長産業化を図るため、木材加工施設
や高性能林業機械等の整備を支援（補助率：
定額、補助対象：市町村）

森林・林業・木材産業グ
リーン成長総合対策事業
費(林業機械リース支援
事業費補助)
（林業振興課）

32.0 39.4 △ 7.4 Ⅰ-3 ○

いわての県産木材利用促
進事業費（需要創出・販
路拡大事業費）
（林業振興課）

6.6 7.6 △ 1.0 ○ Ⅰ-3 ○

りんどうパワーアップ事
業費
（農産園芸課）

4.3 5.1

△ 0.4 ○ Ⅰ-3
いわて牛産地育成革新技
術推進事業費
（畜産課）

○

○ Ⅰ-3 ○

6.8

△ 0.2 ○

1.1 0.8

森林資源を活用し、林業の成長産業化を実現
するため、ＧＩＳやドローン等のスマート林
業技術を適切に活用できる人材の育成を推進

いわて林業アカデミー運
営事業費
（林業技術センター）

49.6 45.4 4.2 ○ Ⅰ-3 ○
新たな林業就業者を確保するため、林業に関
する知識・技術を習得できる｢いわて林業ア
カデミー｣を運営

スマート林業推進事業費
（森林整備課）

4.4 4.9 △ 0.5

木質バイオマス熱電利用
促進事業費
（林業振興課）

1.9
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事業内容
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事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

人
口
減
少

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

人
口
減
少

Ⅴ-3

広葉樹材乾燥技術開発事
業費
（林業技術センター）

0.3 0.4 △ 0.1 ○ Ⅰ-3 ○
付加価値の高い広葉樹製材品を開発するた
め、実用的な人工乾燥技術の開発や木材加工
事業者などへの技術指導を実施

0.0 Ⅰ-3 ○
都市と農村の交流人口拡大を図るため、教育
旅行誘致活動、企業研修やインバウンドに対
応した受入体制づくりを支援

いわて三陸ガストロノ
ミー推進事業費
（流通課）

8.2 26.2 △ 18.0 ○ Ⅰ-3 ○

「食」を核とした地域振興を図るため、三陸
の「食」の魅力の発信に取り組むほか、民間
団体が主催する「食」をテーマとしたシンポ
ジウムや交流会の開催等を支援

○

こころ高まる農山漁村感
動体験創出事業費
（農業振興課）

2.5 2.5

養殖生産技術高度化推進
事業費
（水産振興課）

5.0 3.0 2.0
本県の強みである種苗生産技術などを生かし
た高度なつくり育てる漁業を推進するため、
新たな魚類の養殖技術の開発等を推進

Ⅰ-3 ○

さけ資源緊急回復支援事
業費補助
（水産振興課）

352.6

全国植樹祭開催準備費
（森林整備課）

232.5 23.4 209.1 ○ Ⅲ-1
全国植樹祭の開催（令和５年）に向け、その
準備に取り組む第73回全国植樹祭岩手県実行
委員会の運営経費を負担

全国林業後継者大会推進
事業費
（森林整備課）

4.2 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-1
全国植樹祭の関連行事である全国林業後継者
大会の開催（令和５年）に向けた準備を推進

さけ、ます海面養殖イノ
ベーション推進事業費
（水産振興課）

4.8 0.0 皆増 新規 ○ Ⅰ-3 ○

サケ・マス類の海面養殖の振興を図るため、
ＩＣＴの導入や種苗の安定供給体制の構築、
県産オリジナルの海面養殖用種苗の開発を推
進

11　人交密度向上プロジェクト

農業農村関係人口拡大定
着支援事業費
（農業振興課）

6.1 0.0 皆増 新規 ○ Ⅰ-3 ○

本県の農業・農村における関係人口の拡大を
図るため、就農や農村での暮らしに関する情
報発信、農村体験モニターによる体験受入体
制の整備を実施

■その他主要な事業

393.6 △ 41.0

さけ、ます増殖緊急強化
対策事業費
（水産振興課）

49.5 0.0 皆増 新規 Ⅰ-3 ○

サケ資源の回復を図るため、サケ稚魚の生産
技術の開発、サクラマスの資源造成に向けた
研究等に加え、新たに大型で遊泳力の高い強
靱なサケ稚魚の生産技術の現場実装を支援
（補助率：1/3等、補助対象：さけ、ます増
殖協会等）

Ⅰ-3 ○
サケ資源の回復を図るため、親魚の確保等に
要する経費を補助（補助率：10/10、補助対
象：さけ・ます増殖協会）

いわて水産アカデミー運
営支援事業費
（水産振興課）

3.4 5.3 △ 1.9 ○ Ⅰ-3 ○
新たな漁業就業者を確保するため、生産技術
や経営手法を習得できる「いわて水産アカデ
ミー」の運営を支援

水産基盤整備調査費
（漁港漁村課）

39.0 44.9 △ 5.9 Ⅰ-3 ○
水産資源の回復・増大等を図るため、効果的
な漁場整備に向けた調査等を実施

養殖業振興事業費
（水産振興課）

3.0 2.1 0.9
一部
新規

○ Ⅰ-3 ○

養殖生産量の増大を図るため、新たにアサリ
を対象に加え、養殖生産技術の開発・普及を
行うほか、意欲ある漁業者の生産法人化や漁
場利用の高度化など、漁業生産の効率化を促
進
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【予算額】 （単位：百万円、％）

県土整備部
県土整備企画室

企画担当

019-629-5846

うち震災対応分 △ 1,437.4 △ 27.2

令和４年度の主要事業
照
会
先

67,012.2

3,840.9

４年度当初予算額 ３年度当初予算額

62,464.9

5,278.3

■主要事業一覧

区分 増減額 増減率

当初予算額 4,547.3 7.3

【復興推進関係】（県土整備部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

Ⅰ　安全の確保

【Ⅰ】１ 防災のまちづくり

　津波による被害を最小限に抑えるため、海岸保全施設の整備を実施します。

【Ⅰ】1-① 災害に強く安全で安心な暮らしを支える防災都市・地域をつくります

河川等災害復旧事業費
（砂防災害課）

3,503.8 3,376.4 127.4
被災した河川の公共土木施設の災害復旧を実
施

Ⅱ　暮らしの再建

【Ⅱ】１ 生活・雇用

　被災者が安定した生活に戻れるよう、安全で良質な住宅の供給を進めます。

【Ⅱ】1-④　被災者の生活の安定と住環境の再建に向けて支援します

生活再建住宅支援事業費
補助（災害復興住宅新築
支援事業費）
（建築住宅課）

104.0 117.0 △ 13.0

被災者の住宅再建を促進するため、新築工事
の際にバリアフリー仕様や県産木材使用の項
目内容に基づき、資金の一部を補助（補助
率：定額、補助対象：市町村）
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分野
横断

重
点

Ⅴ-2

Ⅴ-4

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-2

人
口
減
少

グ
リ
ー

ン

事業内容

建設業総合対策事業費
（建設技術振興課）

《政策推進関係》（県土整備部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

「１０の政策分野」に基づく施策の推進

《Ⅲ》18　地域に貢献する人材を育てます

　建設業を担う人材の確保に向けて、建設業の魅力の発信等に取り組むとともに、建設現場における技術
力の向上に向けて、講習会の実施や、建設分野への情報通信技術の普及促進に取り組みます。

社会資本の整備・維持の担い手である地域の
建設企業が存続できるような環境づくりのた
め、経営改善への支援や、若者や女性が働き
やすい環境整備など、人材の育成・確保支援
に向けた取組を推進

Ⅲ　教育

《Ⅲ》18-⑥　建設業の将来を担う人材の確保、育成

16.7 17.6 △ 0.9

県産木材を活用した岩手型住宅などの良質な
住宅ストックの形成を支援
また、市町村の「空き家バンク」の利活用の
促進に向け、職員研修会の開催やマニュアル
整備を実施するとともに、若者世代又は県外
移住者の住宅取得を支援するため「空き家バ
ンク」に登録された空き家の取得・改修費を
補助（補助率：定額、補助対象：市町村）

住宅ストックリノベー
ション事業費
（建築住宅課）

○

0.0
一部
新規

Ⅲ-1

《Ⅳ》21-③　快適で魅力あるまちづくりの推進

8,034.3 7,670.0 364.3

○ Ⅲ-1

北いわて地域の建設企業におけるＩＣＴ建設
機械のオペレーターの育成等を支援

いわて住まいのカーボン
ニュートラル推進事業費
（建築住宅課）

15.4 0.0 皆増 新規

住宅部門からの温室効果ガスの削減と県民の
居住環境の改善を図るため、県内建築事業者
への技術支援及び既存住宅の省エネ化に対す
る補助を実施
（補助率：定額、補助対象：住宅の所有者）

○

若者の住宅確保の支援と県営住宅のストック
の有効活用、団地及び地域の活性化を図るた
め、通信環境を整備した県営住宅を低廉な家
賃で若者や県内企業に提供

県営住宅活用促進モデル
事業費
（建築住宅課）

2.5 1.8 0.7

《Ⅳ》21-①　快適に暮らせる良質で環境に配慮した居住環境づくり

22.2 22.2

1.0 1.0

Ⅰ-1 ○

○

歩道・道の駅の整備や道路・橋りょうの補修
など、道路環境の改善を実施

道路環境改善事業費
（道路環境課）

0.0 Ⅲ-5

Ⅳ　居住環境・コミュニティ

《Ⅳ》21　快適で豊かな暮らしを支える生活環境をつくります

　快適で豊かな暮らしを支える生活環境づくりに向け、耐震性などを備えた良質な住宅の普及や若者の住
宅支援と併せた既存住宅の流通の促進、地域の魅力を高めるリノベーションを促すとともに、自然と調和
した美しい水辺環境の保全、汚水処理施設の整備等の取組を促進します。

北いわて建設技術向上促
進事業費
（建設技術振興課）

《Ⅳ》21-②　自然と調和した衛生的で快適な生活環境の保全

147.7 122.0 25.7
快適な生活環境を確保するため、浄化槽の整
備に要する経費の一部を補助（補助率：
1/3、補助対象：市町村）

浄化槽設置整備事業費補
助
（下水環境課）
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（県土整備部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-2

Ⅴ-4

グ
リ
ー

ン

《Ⅳ》24　岩手で暮らす魅力を高め、移住・定住を促進します

　市町村や関係団体と連携し、岩手ファンの拡大とＵ・Ｉターンを促進するとともに、移住者の受入体制
を整備するなど、安心して移住し、活躍できる環境の整備を図ります。

896.4

社会資本の整備・維持の担い手である地域の
建設企業が存続できるような環境づくりのた
め、経営改善への支援や、若者や女性が働き
やすい環境整備など、人材の育成・確保支援
に向けた取組を推進

Ⅵ　仕事・収入

《Ⅵ》32　地域経済を支える中小企業の振興を図ります

　社会資本の整備や維持管理、災害時の対応の担い手としての地域の建設企業の持続的、安定的な経営に
向けた基盤強化の取組などを推進します。

《Ⅵ》32-①　中小企業者が行う経営力の強化や生産性の向上、新たな事業活動などの取組の促進

建設業総合対策事業費
（建設技術振興課）

16.7 17.6 △ 0.9 Ⅰ-1

都市計画道路整備事業費
（都市計画課）

円滑な都市交通を確保するため、市街地にお
ける混雑の緩和に向けた道路整備を実施

0.0

　自然災害から県民の暮らしを守るため、河川改修や津波防災施設、砂防施設の整備などのハード対策
と、災害関連情報の充実強化などのソフト施策を組み合わせた、防災・減災対策を推進します。
　また、災害に強い道路ネットワークを構築するため、幹線道路の整備や緊急輸送道路等の防災機能の強
化などを推進します。
　さらに、日常生活を支える安全・安心な道づくりのため、救急搬送ルートの整備や地域の実情に応じた
道路整備、冬期間の道路交通確保対策、通学路等への歩道の整備などを推進します。

Ⅲ-5
北いわて地域の建設企業におけるＩＣＴ建設
機械のオペレーターの育成等を支援

北いわて建設技術向上促
進事業費
（建設技術振興課）

1.0 1.0

646.6 249.8 Ⅲ-1

Ⅸ　社会基盤

《Ⅸ》46　安全・安心を支える社会資本を整備します

Ⅷ　自然環境

《Ⅷ》44　地球温暖化防止に向け、低炭素社会の形成を進めます

《Ⅷ》44-①　温室効果ガス排出削減対策の推進

いわて住まいのカーボン
ニュートラル推進事業費
（建築住宅課）

15.4 0.0 皆増 新規 ○ ○

住宅部門からの温室効果ガスの削減と県民の
居住環境の改善を図るため、県内建築事業者
への技術支援及び既存住宅の省エネ化に対す
る補助を実施（補助率：定額、補助対象：住
宅の所有者）

　省エネルギー効果の高い設備導入に向けた支援や家庭の省エネ対策を推進します。

《Ⅳ》24-②　安心して移住し、活躍できる環境の整備

いわてお試し居住体験事
業費
（建築住宅課）

10.9 0.0 皆増 新規 ○

県営住宅ストックの有効活用を進めるととも
に、本県への移住定住の促進を図るため、家
電等を整備した県営住宅を、県外から移住定
住を検討している方に一定期間提供
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（県土整備部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

被災した港湾施設、港湾海岸施設の災害復旧
を実施

急傾斜地の崩壊による被害を防止するため、
擁壁等の整備を実施

急傾斜地崩壊対策事業費
（砂防災害課）

252.0 527.5 △ 275.5

津波や高潮による被害を防止するため、海岸
保全施設の老朽化対策を実施

地域連携道路整備事業費
 （道路建設課）

○

直轄港湾事業費負担金
（港湾課）

804.0 1,064.0 △ 260.0 ○ 国が実施する港湾施設の整備費の一部を負担

洪水被害の防止・軽減を図るため、浸水被害
が生じるおそれのある河川の改修等を実施

河川改修事業費
（河川課）

港湾災害復旧事業費
（港湾課）

55.9

420.0 58.0 362.0

《Ⅸ》46-①　ハード対策とソフト施策を効果的に組み合わせた防災・減災対策

○

○

土石流による被害を防止するため、砂防堰堤
等の整備を実施

13,154.9 6,342.7 6,812.2

4,964.6 6,608.1 △ 1,643.5

河川等災害復旧事業費
（砂防災害課）

被災した河川、道路等の公共土木施設の災害
復旧を実施

砂防事業費
（砂防災害課）

1,212.9 1,184.8 28.1

海岸事業費
（河川課）

1,460.4 △ 1,404.5

《Ⅸ》46-③　災害に強い道路ネットワークの構築

4,710.9 5,095.7 △ 384.8

橋りょう補修事業費・橋
りょう補強事業費
 （道路環境課）

橋りょうの長寿命化を図るための補修や、緊
急輸送道路などに架かる橋りょうの耐震補強
を実施

《Ⅸ》46-④　日常生活を支える安全な道づくりの推進

364.3 ○
道路環境改善事業費
 （道路環境課）

8,034.3 7,670.0
歩道・道の駅の整備や道路・橋りょうの補修
など、道路環境の改善を実施

歩道の整備に向けた調査や交通安全施設の整
備などを実施

交通安全施設整備事業費
 （道路環境課）

92.0 90.0 2.0

災害に強く信頼性の高い道路ネットワークを
構築するため、緊急輸送道路などの整備を実
施

道路環境改善事業費
 （道路環境課）

8,034.3 7,670.0 364.3
歩道・道の駅の整備や道路・橋りょうの補修
など、道路環境の改善を実施

860.5 516.2 344.3
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（県土整備部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-3

1,460.4 △ 1,404.5

国が実施する港湾施設の整備費の一部を負担
直轄港湾事業費負担金
（港湾課）

804.0 1,064.0 △ 260.0 ○

Ⅰ-1
三陸沿岸道路等の整備を踏まえた港湾の利活
用促進のため、企業等へポートセールスを行
うとともに、ポートフォーラムを開催

重要港湾における長寿命化のための施設修繕
を実施

港湾利用促進費
（港湾課）

3.1 3.8 △ 0.7 ○

港湾施設改良事業費
（港湾課）

39.0 45.0 △ 6.0

航空機の安全運航のため、滑走路の舗装補修
など空港施設の整備を実施

空港整備費
（県土整備企画室）

　物流の効率化など生産性の向上を図るため、内陸部と港湾を結ぶ道路や工業団地、インターチェンジへ
のアクセス道路、港湾などの産業の基盤となる社会資本の整備・利活用を推進します。
　また、観光の振興を図るため、都市間や主要な観光地を結ぶ道路の整備、港湾・空港の機能拡充など、
交流人口の拡大や外国人観光客の増加などを見据えた社会資本の整備・利活用を推進します。

《Ⅸ》47-①　産業振興や交流を支える道路整備

《Ⅸ》47　産業や観光振興の基盤となる社会資本を整備します

○

《Ⅸ》47-②　港湾の整備と利活用の促進

2,384.7 2,418.7 △ 34.0

○

国が実施する道路整備費の一部を負担
直轄道路事業費負担金
（道路建設課・道路環境
課）

地域連携道路整備事業費
（道路建設課・道路環境
課）

4,710.9 5,095.7 △ 384.8
地域間を結ぶ道路、既存の高規格道路等と一
体となり産業振興を支える道路整備を実施

被災した港湾施設、港湾海岸施設の災害復旧
を実施

港湾災害復旧事業費
（港湾課）

55.9

《Ⅸ》47-③　いわて花巻空港の機能拡充と利活用の促進

613.1 562.4 50.7

○

Ⅰ-2
県内港湾への外国船社クルーズ船を誘致する
ため、港湾所在市等と連携して外国船社等へ
のポートセールスを実施

外国船社クルーズ船誘致
プロモーション事業費
（港湾課）

6.8 0.0 皆増 新規 ○

○
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（県土整備部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-2

Ⅴ-4

県営住宅活用促進モデル
事業費
（建築住宅課）

2.5 1.8 0.7

県営住宅ストックの有効活用を進めるととも
に、本県への移住定住の促進を図るため、家
電等を整備した県営住宅を、県外から移住定
住を検討している方に一定期間提供

住居環境の改善に向けて、長寿命化計画に基
づいた県営住宅の建替え・改修、修繕等を実
施

公営住宅維持管理・整備
費
（建築住宅課）

1,363.9 1,414.9 △ 51.0

歩道・道の駅の整備や道路・橋りょうの補修
など、道路環境の改善を実施

道路環境改善事業費
（道路環境課）

8,034.3

9,304.3 8,256.6 1,047.7

若者の住宅確保の支援と県営住宅のストック
の有効活用、団地及び地域の活性化を図るた
め、通信環境を整備した県営住宅を低廉な家
賃で若者や県内企業に提供

いわてお試し居住体験事
業費
（建築住宅課）

10.9 0.0 皆増 新規

○

○

○

○

0.0 Ⅲ-5
北いわて地域の建設企業におけるＩＣＴ建設
機械のオペレーターの育成等を支援

地域の道路や河川などの草刈りや掃除等の維
持管理について、住民団体の活動に対する支
援を実施

○

○

社会資本の整備・維持の担い手である地域の
建設企業が存続できるような環境づくりのた
め、経営改善への支援や、若者や女性が働き
やすい環境整備など、人材の育成・確保支援
に向けた取組を推進

建設業総合対策事業費
（建設技術振興課）

16.7 17.6 △ 0.9 Ⅰ-1 ○

道路・河川等維持修繕関
係予算
（道路環境課、河川課、
砂防災害課、港湾課、県
土整備企画室）

北いわて建設技術向上促
進事業費
（建設技術振興課）

1.0 1.0

《Ⅸ》48-③　建設業における労働環境の整備、技術力・生産性の向上、経営基盤の強化（再掲）

《Ⅸ》48　生活を支える社会資本を良好に維持管理し、次世代に引き継ぎます

　社会資本が将来にわたって機能を発揮し続けるため、老朽化が進む施設の計画的な修繕を行う「予防保
全型維持管理」などにより、適切な維持管理等を実施します。
　また、地域の道路や河川などの良好な利用環境等を確保するため、県民との協働による維持管理を推進
します。
　さらに、社会資本の整備や維持管理、災害時の対応を担う、地域の建設企業の持続的・安定的な経営に
向けた基盤強化の取組などを推進します。

《Ⅸ》48-①　社会資本の適切な維持管理等の推進

9,304.3 8,256.6 1,047.7

《Ⅸ》48-②　住民との協働による維持管理の推進

7,670.0 364.3 ○

道路・河川等維持修繕関
係予算
（道路環境課、河川課、
砂防災害課、港湾課、県
土整備企画室）

道路や河川などの社会資本の長寿命化及び安
全性・信頼性の確保を図るため、計画的な維
持管理を推進
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（県土整備部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-2

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-3

Ⅴ-4

３　三陸防災復興ゾーンプロジェクト

若者の住宅確保の支援と県営住宅のストック
の有効活用、団地及び地域の活性化を図るた
め、通信環境を整備した県営住宅を低廉な家
賃で若者や県内企業に提供

いわてお試し居住体験事
業費
（建築住宅課）

県営住宅活用促進モデル
事業費
（建築住宅課）

2.5 1.8 0.7

県営住宅ストックの有効活用を進めるととも
に、本県への移住定住の促進を図るため、家
電等を整備した県営住宅を、県外から移住定
住を検討している方に一定期間提供

皆増 新規 ○ ○Ⅰ-2
県内港湾への外国船社クルーズ船を誘致する
ため、港湾所在市等と連携して外国船社等へ
のポートセールスを実施

外国船社クルーズ船誘致
プロモーション事業費
（港湾課）

6.8

Ⅲ-5
北いわて地域の建設企業におけるＩＣＴ建設
機械のオペレーターの育成等を支援

0.0

○
北いわて建設技術向上促
進事業費
（建設技術振興課）

1.0 1.0 0.0

４　北いわて産業・社会革新ゾーンプロジェクト

Ⅰ-1

社会資本の整備・維持の担い手である地域の
建設企業が存続できるような環境づくりのた
め、経営改善への支援や、若者や女性が働き
やすい環境整備など、人材の育成・確保支援
に向けた取組を推進

22.2 0.0

10.9 0.0 皆増 新規

２　北上川バレープロジェクト

Ⅲ-1

県産木材を活用した岩手型住宅などの良質な
住宅ストックの形成を支援
また、市町村の「空き家バンク」の利活用の
促進に向け、職員研修会の開催やマニュアル
整備を実施するとともに、若者世代又は県外
移住者の住宅取得を支援するため「空き家バ
ンク」に登録された空き家の取得・改修費を
補助（補助率：定額、補助対象：市町村）

○
一部
新規

17.6 △ 0.9 ○

新しい時代を切り拓くプロジェクトの推進

○

○

○

○

住宅ストックリノベー
ション事業費
（建築住宅課）

22.2

建設業総合対策事業費
（建設技術振興課）

16.7
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【予算額】 （単位：百万円、％）

ＩＬＣ推進局
企画総務課

企画担当

019-629-5215

うち震災対応分 9.6 9.5

令和４年度の主要事業
照
会
先

240.3

110.8

４年度当初予算額 ３年度当初予算額

247.0

101.2

■主要事業一覧

区分 増減額 増減率

当初予算額 △ 6.7 △ 2.7

【復興推進関係】（ＩＬＣ推進局） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

Ⅲ　なりわいの再生

【Ⅲ】２ 商工業

　知と技術が集積された国際研究拠点の形成を目指し、イノベーションの創出や、多文化コミュニティの
形成、地域資源の活用、交流人口の拡大に向け、受入環境整備や普及啓発活動等を行い、ＩＬＣの推進に
取り組みます。

【Ⅲ】2-⑲　産業の再生やものづくり産業などの振興を図ります

ＩＬＣ推進事業費
（事業推進課）

110.8 101.2 9.6
一部
新規

○ Ⅲ-1

国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実現に向
け、研究者や関係団体等と連携、協力し、建
設準備に必要となる具体的な調査検討や県内
企業の加速器関連技術の開発支援、国内外へ
の情報発信等の取組を推進

Ⅴ-1
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分野
横断

重
点

Ⅴ-1

Ⅴ-1

事業内容

《政策推進関係》（ＩＬＣ推進局） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

「１０の政策分野」に基づく施策の推進

Ⅸ　社会基盤

《Ⅸ》45　科学・情報技術を活用できる基盤を強化します

　科学技術基盤の強化につなげるため、ＩＬＣの実現に向けた取組を推進し、イノベーションの創出によ
る知と技術が集積された国際研究拠点の実現を目指します。

《Ⅸ》45-①　国際研究拠点の形成と関連インフラの整備

Ⅲ-1

国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実現に向
け、研究者や関係団体等と連携、協力し、建
設準備に必要となる具体的な調査検討や県内
企業の加速器関連技術の開発支援、国内外へ
の情報発信等の取組を推進

ＩＬＣ推進事業費
（事業推進課）

110.8 101.2 9.6
一部
新規

○ ○

新しい時代を切り拓くプロジェクトの推進

１　ＩＬＣプロジェクト

ＩＬＣ推進事業費
（事業推進課）

110.8 101.2 9.6
一部
新規

○ Ⅲ-1 ○

国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実現に向
け、研究者や関係団体等と連携、協力し、建
設準備に必要となる具体的な調査検討や県内
企業の加速器関連技術の開発支援、国内外へ
の情報発信等の取組を推進
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【予算額】 （単位：百万円、％）

【Ⅱ】３ 教育・文化・スポーツ

Ⅱ　暮らしの再建

○ Ⅲ-5

副読本やその内容を踏まえた絵本を活用しな
がら、全県的な復興教育を推進するととも
に、「いわての復興教育プログラム」第３版
と絵本の英語版を新たに作成し、国内外に発
信

いわての復興教育推進事
業費
（学校教育室）

47.5 56.6 △ 9.1
一部
新規

○

いわての学び希望基金大
学等進学支援一時金給付
事業費
（教育企画室）

85.5 91.2 △ 5.7 ○ Ⅱ-2

　被災した子どもたちの心のサポートを行うとともに、東日本大震災津波の経験や教訓を踏まえた「いわ
ての復興教育」を推進し、子どもたち一人ひとりの学びの場の充実を図ります。

【Ⅱ】3-⑧　きめ細かな学校教育を実践するとともに、教育環境の整備・充実を図ります

いわての学び希望基金教
科書購入費等給付事業費
（学校教育室）

78.9 85.7 △ 6.8 ○ Ⅱ-2

東日本大震災津波で被災し、生活の基盤を
失った生徒に対し、学校生活に必要な経費
（高等学校入学に要する経費、教科書相当
額、修学旅行費）を給付（対象者：県内公立
高等学校等生徒等、対象者数見込：630名）

東日本大震災津波により、心にダメージを受
けた児童生徒を支援するため、臨床心理士等
を学校等に配置するほか、独自に心のケアに
資する支援活動等を行う市町に対し、その経
費を補助（補助率：定額、補助対象：市町）

児童生徒健全育成推進費
（スクールソーシャル
ワーカー配置事業費）
（学校教育室）

8.0 8.1 △ 0.1 Ⅲ-5

（公財）岩手育英奨学会に対し、東日本大震
災津波で被災したことに起因する経済的な理
由により就学困難となった高校生等への奨学
金の貸与等に要する経費を補助（補助率：定
額、補助対象：（公財）岩手育英奨学会）

学校安全総合支援事業費
（学校教育室、保健体育
課）

7.5 8.2 △ 0.7 Ⅲ-5 ○
児童生徒の安全に関する資質・能力の育成の
ため、学校・家庭・地域・関係機関が連携
し、防災教育及び安全教育の取組を実施

高校奨学事業費補助
（教育企画室）

13.0 16.5 △ 3.5 ○ Ⅱ-2

△ 2.7

【復興推進関係】（教育委員会） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

Ⅲ-5

■主要事業一覧

東日本大震災津波で親を失った児童生徒等
が、経済的な理由により就学を断念すること
のないよう、奨学金を給付（対象者：児童生
徒等、対象者数見込：221名）

教育委員会
教育企画室

予算財務担当、企画担当

019-629-6150、6106

うち震災対応分 △ 215.3 △ 10.7

令和４年度の主要事業
照
会
先

130,054.7

1,796.8

４年度当初予算額 ３年度当初予算額

133,671.6

2,012.1

区分 増減額 増減率

当初予算額 △ 3,616.9

東日本大震災津波による児童生徒を取り巻く
環境の改善に向けた支援・指導を行うため、
教育事務所にスクールソーシャルワーカーを
配置

児童生徒健全育成推進費
（スクールカウンセラー
等配置事業費）
（学校教育室）

145.7 176.0 △ 30.3

いわての学び希望基金奨
学金給付事業費
（教育企画室）

207.9 224.7 △ 16.8 ○ Ⅱ-2

Ⅱ-2

東日本大震災津波で被災した高校生等が、経
済的な理由により大学等への進学を断念する
ことのないよう、進学に伴い必要となる費用
の一部を給付（対象者：一定の所得未満の世
帯の公立高等学校等卒業生、対象者数見込：
150名）

東日本大震災津波で被災したことに起因する
経済的な理由により就学困難となった児童生
徒に対し、市町村が実施する就学援助に要す
る経費を補助（補助率：定額、補助対象：市
町村）

被災児童生徒就学援助事
業費補助
（教育企画室）

93.1 284.5 △ 191.4
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【復興推進関係】（教育委員会） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

事業内容
再
掲

分野
横断

重
点

○ Ⅲ-5

Ⅳ 未来のための伝承・発信

【Ⅳ】１ 事実・教訓の伝承

　東日本大震災津波の経験や教訓を踏まえた「いわての復興教育」や、学校・家庭・地域・関係者が連携
した安全教育を推進します。

県立野外活動センターにおいて東日本大震災
津波伝承館等近隣施設と連携した復興及び防
災教育に関する研修プログラムを実施

○

【Ⅳ】1-㉓　防災・復興を支える人づくりを推進します

学校安全総合支援事業費
（学校教育室、保健体育
課）

7.5 8.2 △ 0.7 Ⅲ-5
児童生徒の安全に関する資質・能力の育成の
ため、学校・家庭・地域・関係機関が連携
し、防災教育及び安全教育の取組を実施

○

野外活動センター管理運
営費
（生涯学習文化財課）

2.2 2.2 0.0

いわての学び希望基金被
災地生徒運動部活動支援
費補助
（保健体育課）

33.2 36.0 △ 2.8 ○ Ⅲ-5

東日本大震災津波により被災した生徒に対
し、運動部活動の県大会及び東北大会等への
参加に要する経費を補助（補助率：定額、補
助対象：岩手県高等学校体育連盟、岩手県中
学校体育連盟）

【Ⅱ】3-⑪　スポーツ・レクリエーション環境を整備するとともに、スポーツを生かした交流を促進します

野外活動センター管理運
営費
（生涯学習文化財課）

2.2 2.2 0.0 ○ Ⅲ-5
県立野外活動センターにおいて東日本大震災
津波伝承館等近隣施設と連携した復興及び防
災教育に関する研修プログラムを実施

Ⅲ-2

東日本大震災津波で被災した市の博物館等が
所蔵する古文書や生物標本などの文化財等の
修復や安定的な保管を支援（補助率：定額、
補助対象：市）

【Ⅱ】3-⑩　社会教育・生涯学習環境を整備します

学校・家庭・地域の連携
協力推進事業費
（生涯学習文化財課）

142.0 138.9 3.1 Ⅱ-2

地域の人材を活用した放課後の安全・安心な
居場所づくりや家庭教育の支援など、学校・
家庭・地域が連携した取組を推進（補助率：
2/3、補助対象：市町村）

○

県立学校復興担い手育成
支援事業費
（学校教育室）

17.4 17.4 0.0 ○

文化財保護推進費（被災
ミュージアム再興事業
費）
（生涯学習文化財課）

485.8 494.9 △ 9.1

【Ⅱ】3-⑨　文化芸術環境の整備や伝統文化などの保存と継承を支援します

いわての学び希望基金被
災地児童生徒文化活動支
援費補助
（学校教育室）

4.2 4.4 △ 0.2 ○ Ⅲ-5

東日本大震災津波で被災した児童生徒に対
し、文化活動の大会等への参加に要する経費
を補助（補助率：定額　補助対象：岩手県中
学校文化連盟、岩手県高等学校文化連盟、
（一社）岩手県芸術文化協会）

Ⅲ-5 Ⅴ-2

地域産業や復興を担う人材を育成し、生徒一
人ひとりの進路の実現を支援するため、東日
本大震災津波により被災した沿岸地域の高校
生を対象とした専門教科の実技講習会や大学
進学講座等を実施

いわての復興教育推進事
業費
（学校教育室）

47.5 56.6 △ 9.1
一部
新規

○ Ⅲ-5 ○

副読本やその内容を踏まえた絵本を活用しな
がら、全県的な復興教育を推進するととも
に、「いわての復興教育プログラム」第３版
と絵本の英語版を新たに作成し、国内外に発
信

東日本大震災の復興事業に係る発掘調査の成
果と今後の課題に関する総括的なシンポジウ
ムを開催

文化財保護推進費（埋蔵
文化財保存活用事業費）
（生涯学習文化財課）

2.3 0.0 皆増 新規 Ⅲ-2
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分野
横断

重
点

郷土に対する誇りと愛着を醸成するため、自
然史及び文化史に関する資料と情報を収集保
管し、観覧する機会や関連講座の開催など学
習機会を提供

○

Ⅲ-5

郷土作家の美術作品等を県民共有の財産とし
て将来に継承していくため、優れた作品を鑑
賞する機会や関連講座の開催など学習機会を
提供

《Ⅰ》5-④　社会教育の中核を担う人材の育成

1.2 0.0

《Ⅰ》5-⑤　多様な学びのニーズに応じた拠点の充実

△ 1.5 ○

《Ⅰ》5-②　岩手ならではの学習機会の提供

（博物館）管理運営費
（生涯学習文化財課）

330.2 335.8 △ 5.6

県民の主体的な学習活動を支援するため、生
涯学習の文献、資料、講座のデータ等を整備
し、インターネット等を通じて情報を提供す
るとともに、指導者育成のための研修等を実
施

213.3 18.3 ○ Ⅲ-5

生涯にわたる学習機会を提供するため、市町
村立図書館等と連携しながら、県民のニーズ
に対応した資料を県全域に提供するととも
に、開館100周年記念式典を開催

231.6

○

○

《Ⅰ》5-③　学びと活動の循環による地域の活性化

学校・家庭・地域の連携
協力推進事業費
（生涯学習文化財課）

142.0 138.9 3.1 Ⅱ-2

地域の人材を活用した放課後の安全・安心な
居場所づくりや家庭教育の支援など、学校・
家庭・地域が連携した取組を推進（補助率：
2/3、補助対象：市町村）

（美術館）管理運営費
（生涯学習文化財課）

432.3 468.3 △ 36.0 ○

《Ⅰ》4-④　ライフステージに応じたスポーツを楽しむ機会の充実

地域部活動推進実践研究
事業費
（保健体育課）

9.4 2.9 6.5 Ⅲ-5
地域部活動を推進するための実践研究を行う
とともに、研究成果の普及・発信を行い、休
日の部活動の段階的な地域移行を促進

地域の社会教育職員、地域づくり関係職員の
専門性の向上を図るため、社会教育関係職員
専門研修講座等を実施

指導運営費（職員研修充
実事業費）
（生涯学習文化財課）

1.2

（博物館）管理運営費
（生涯学習文化財課）

330.2 335.8 △ 5.6 ○ Ⅲ-5

○

《Ⅰ》５　生涯を通じて学び続けられる場をつくります

　ＩＣＴを活用した学習情報の提供等による多様な学習機会の充実を図るとともに、岩手ならではの資源を
活用した学びの提供や、多様な学びのニーズに応じた社会教育施設の充実等に取り組みます。

《Ⅰ》5-①　多様な学習機会の充実

生涯学習推進センター管
理運営費
（生涯学習文化財課）

26.1

事業内容

Ⅰ　健康・余暇

《政策推進関係》（教育委員会） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

「１０の政策分野」に基づく施策の推進

Ⅲ-5

郷土に対する誇りと愛着を醸成するため、自
然史及び文化史に関する資料と情報を収集保
管し、観覧する機会や関連講座の開催など学
習機会を提供

○

《Ⅰ》４　幅広い分野の文化芸術に親しみ、生涯を通じてスポーツを楽しむ機会を広げます

　学校と地域が協働し、持続可能なスポーツ活動を推進するための環境整備に取り組みます。

27.6

（図書館）管理運営費
（生涯学習文化財課）
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（教育委員会） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

指導運営費（県立学校コ
ミュニティ・スクール推
進事業費）
（学校教育室）

4.7 1.4 3.3 ○ Ⅱ-2

学校が地域の人々と目標を共有し、地域と一
体となって生徒を育むため、県立学校に「コ
ミュニティ・スクール（学校運営協議会制
度）」を導入

2,499.7 △ 135.2

《Ⅱ》6-⑥　家庭教育を支える環境づくりの推進

家庭教育推進費（家庭教
育子育て支援推進事業
費）
（生涯学習文化財課）

2.9 2.9 0.0

教育振興運動推進費
（生涯学習文化財課）

1.6 1.7 △ 0.1

学校が地域の人々と目標を共有し、地域と一
体となって子供たちを育むため、市町村にお
ける「コミュニティ・スクール（学校運営協
議会制度）」の導入を促進

《Ⅱ》７　地域やコミュニティにおいて、学校と家庭、住民が協働して子どもの育ちと学びを支えます

　コミュニティ・スクールなどの地域学校協働活動の充実等による学校・家庭・地域が連携・協働する仕組
みづくりや放課後子供教室等による地域の実状に応じた学びの場づくり等の取組を推進します。

《Ⅱ》7-①　学校・家庭・地域の連携の仕組みづくり

○ Ⅱ-2
親等への家庭教育や子育てを支援するため、
生涯学習推進センター内に電話相談・メール
相談窓口を設置

いわて地域学校連携促進
事業費
（生涯学習文化財課）

0.7 0.7 0.0 ○

Ⅱ-2

低所得世帯における公立高等学校等の授業料
以外の教育費負担を軽減するため、給付金を
支給（対象者：一定の所得未満の世帯の公立
高等学校生徒等、対象者数見込：3,606名）

《Ⅱ》6-③　子育て家庭への支援

奨学のための給付金支給
事業費
（教育企画室）

415.3 468.3 △ 53.0

子供、家庭、学校、地域、行政の５者が一体
となって地域の教育課題の解決に自主的に取
り組む「教育振興運動」と、学校運営協議会
と連携した地域学校協働活動を推進

Ⅱ-2

○

Ⅱ-2
公立高等学校に通う生徒を持つ家庭の教育費
負担を軽減するため、国から交付される高等
学校等就学支援金を授業料に充当

○ Ⅱ-2

（公財）岩手育英奨学会に対し、経済的な理
由により就学困難となった高校生等への奨学
金の貸与等に要する経費を補助（補助率：定
額、補助対象：（公財）岩手育英奨学会）

公立高等学校等就学支援
金交付事業費
（教育企画室）

2,364.5

Ⅱ　家族・子育て

《Ⅱ》６　安心して子どもを生み育てられる環境をつくります

　家庭教育や子育てを支援するための相談・支援体制の充実を図るとともに、子どもたちが生まれ育った環
境に左右されることなく安心して学ぶことができる環境の整備に取り組みます。

高校奨学事業費補助
（教育企画室）

11.8 11.8 0.0

Ⅲ-5

104.6 △ 17.9 Ⅲ-5

432.3 ○

野外活動の普及奨励を図り、青少年の心身の
健全な発達に寄与するため、様々な研修プロ
グラムを実施

郷土作家の美術作品等を県民共有の財産とし
て将来に継承していくため、優れた作品を鑑
賞する機会や関連講座の開催など学習機会を
提供

野外活動センター管理運
営費
（生涯学習文化財課）

122.5

（美術館）管理運営費
（生涯学習文化財課）

468.3 △ 36.0

学び直しへの支援事業費
（教育企画室）

0.7 0.8 △ 0.1 Ⅱ-2
高等学校等を中途退学した後に再び公立高等
学校で学び直す者への支援のため、国からの
補助金を授業料に充当

104



分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（教育委員会） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

人
口
減
少

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅲ-5

教員の意欲を高め、ＩＣＴ活用能力や授業力
等の更なる向上を図るため、最新の教育動向
を踏まえた本県の教育課題に対応する研修を
実施

いわての地域国際化人材
育成事業費
（学校教育室）

8.9 9.6 △ 0.7 ○

Ⅲ-5
生徒のニーズに応じた質の高い教育の充実を
図るため、総合教育センターから小規模校へ
の教育課程内での授業配信を実施

○ Ⅲ-5

児童生徒の確かな学力を育成するため、学力
調査分析結果を活用し、各学校において検証
改善サイクルを確立する取組を訪問指導等に
より支援

《Ⅲ》11-②　諸調査やＩＣＴの活用等による児童生徒の実態に応じた授業改善の推進と家庭学習の充実

遠隔教育ネットワーク構
築事業費
（学校教育室）

5.7 14.8 △ 9.1

確かな学力育成プラン推
進費
（学校教育室）

11.4 0.0 皆増 新規

Ⅲ　教育

《Ⅲ》11　【知育】児童生徒の確かな学力を育みます

　「主体的・対話的で深い学び」の推進による新たな価値を創造する能力の育成、諸調査のＩＣＴ等の活用
による児童生徒の実態に応じた授業改善、探究的な学習の推進等による生徒が希望する進路を実現できる力
の育成等に取り組みます。

《Ⅲ》11-①　これからの社会で活躍するために必要な資質・能力の育成

指導運営費（スーパーサ
イエンスハイスクール支
援事業費）
（学校教育室）

2.1 3.6 △ 1.5 Ⅲ-5

国際的に活躍できる科学技術人材を育成する
ため、文部科学省から指定された県立高等学
校の科学技術、理科、数学に重点を置いたカ
リキュラムを開発、実践

生徒の学力向上のため、中学高校との接続強
化と教員の授業力向上を図る研修会等を実施

Ⅲ-5

グローバル人材の育成のため、外部検定試験
を活用し、中学生、高校生段階で必要な英語
力の向上を図るとともに、実践の機会として
英語のワークショップを開催

中高連携学力向上推進事
業費
（学校教育室）

1.8 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-5

○

Ⅱ-2

障がいのある幼児児童生徒に対する理解を深
めるための教員研修や社会が一体となった支
援の充実を推進するための特別支援教育サ
ポーター養成講座等を開催

○

いわて幼児教育センター
運営費
（学校教育室）

12.4 0.0 皆増 新規 Ⅲ-5

幼児期における教育の質の向上を図るため、
いわて幼児教育センターを新たに設置し、市
町村の幼児教育アドバイザーの養成や訪問支
援等を実施

教職員研修費（授業力向
上研修費）
（学校教育室）

4.9 5.2 △ 0.3 ○

《Ⅱ》7-③　県民と協働した特別支援教育体制づくりの推進

特別支援教育推進事業費
（いわて特別支援教育推
進プラン実践事業費）
（学校教育室）

0.6 0.7 △ 0.1 ○

Ⅱ-2

地域の人材を活用した放課後の安全・安心な
居場所づくりや家庭教育の支援など、学校・
家庭・地域が連携した取組を推進（補助率：
2/3、補助対象：市町村）

○

Ⅱ-2

地域の人材を活用した放課後の安全・安心な
居場所づくりや家庭教育の支援など、学校・
家庭・地域が連携した取組を推進（補助率：
2/3、補助対象：市町村）

《Ⅱ》7-②　豊かな体験活動の充実

学校・家庭・地域の連携
協力推進事業費
（生涯学習文化財課）

142.0 138.9 3.1

学校・家庭・地域の連携
協力推進事業費
（生涯学習文化財課）

142.0 138.9 3.1

県立学校ＩＣＴ機器整備
事業費
（教育企画室）

145.7 66.0 79.7 Ⅲ-5
県立学校における新型コロナウイルス感染症
対策の強化のため、無線ＬＡＮ環境を特別教
室等に追加整備
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（教育委員会） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

○

《Ⅲ》12-④　主権者教育などによる社会に参画する力の育成

指導運営費（道徳教育推
進事業費）
（学校教育室）

2.1 2.9 △ 0.8 Ⅲ-5

道徳教育の充実を図るため、研究指定校にお
ける道徳のあり方に関する実践研究の支援や
その成果の普及・還元を目的とした研修会等
を開催

○

高校生の文化活動の成果を発表し、県内外の
生徒との交流や活動内容の充実を図るため、
文化活動の大会等への参加に要する経費を支
援（補助率：定額、補助対象：岩手県高等学
校文化連盟）

岩手県中学校文化連盟補
助
（学校教育室）

1.4 2.4 △ 1.0 ○ Ⅲ-5

中学生の文化活動の成果を発表し、県内外の
生徒との交流や活動内容の充実を図るため、
文化活動の大会等への参加に要する経費を補
助（補助率：定額、補助対象：岩手県中学校
文化連盟）

《Ⅲ》11-③　社会ニーズに対応した学習内容の充実などによる生徒の進路実現の推進

いわて進学支援ネット
ワーク事業費（探究プロ
グラム事業費）
（学校教育室）

16.5 20.0 △ 3.5 ○

○

○

いわて進学支援ネット
ワーク事業費（いわて進
学支援ネットワーク事業
費）
（学校教育室）

14.0 14.9 △ 0.9

《Ⅲ》12-③　学校における文化芸術教育の推進

高等学校文化活動支援事
業費
（学校教育室）

9.0 9.0 0.0 ○ Ⅲ-5

Ⅲ-5

児童生徒の言語能力等の育成を支える基盤で
ある学校図書館機能の充実を図るため、学校
図書館の運営の中心的役割を担う司書教諭を
計画的に養成

《Ⅲ》12-②　学校・家庭・地域が連携した体験活動の推進などを通じた豊かな心の育成

教職員人事管理費（学校
図書館利用促進事業費）
（教職員課）

0.6 0.8 △ 0.2

いわて学びの改革研究・
普及事業費
（教育企画室）

32.3 44.1 △ 11.8 ○

市町村学校教育ＩＣＴ活
用促進事業費
（教育企画室）

84.9 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-5

県と市町村が連携して学校教育における情報
化を推進するため、ＧＩＧＡスクール運営支
援センターを設置するとともに、ＩＣＴを効
果的に活用した新たな学びや、全県統一の統
合型校務支援システムの導入検討等を実施

Ⅲ-5
ＩＣＴ機器を活用した授業改善を図るため、
大学と連携した実証研究を実施し、その研究
成果を全県に普及

○ Ⅲ-5
将来の本県を支える人材を育成するため、進
学対策講座の開催や生徒の進路に応じた進学
指導などの取組を推進

Ⅲ-5

道徳教育の充実を図るため、研究指定校にお
ける道徳のあり方に関する実践研究の支援や
その成果の普及・還元を目的とした研修会等
を開催

《Ⅲ》12　【徳育】児童生徒の豊かな人間性と社会性を育みます

　教育振興運動と連携した他者との協働活動等による実践的な道徳教育の充実や、家庭・地域との協働によ
る読書活動の充実等に取り組むとともに、学校における文化芸術教育などを推進します。

《Ⅲ》12-①　自他の生命を大切にし、他者の人権を尊重する心の育成

指導運営費（道徳教育推
進事業費）
（学校教育室）

2.1 2.9 △ 0.8

Ⅲ-5
理科、数学の学力向上と科学的思考力の育成
を図るため、探究プログラム重点校における
理数教科に関する探究的な学びを推進
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（教育委員会） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

教職員人事管理費（部活
動指導員配置事業費）
（保健体育課）

55.5 52.3 3.2 Ⅲ-5

部活動を担当する教員の負担軽減及び部活動
の質的な向上を図るため、県立学校に部活動
指導員を配置するとともに市町村に対し部活
動指導員の配置に要する経費を補助（補助
率：2/3、補助対象：市町村）

3.0 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-5

《Ⅲ》14　共に学び、共に育つ特別支援教育を進めます

　特別な支援を必要とする児童生徒一人ひとりの就学前から卒業後までの一貫した支援や、通級による指導
等の充実による「共に学び、共に育つ教育」等を推進するとともに、「岩手県特別支援学校整備計画」に基
づく特別支援学校の環境整備に取り組みます。

○ Ⅲ-5

「希望郷いわて国体」を契機に確立された各
競技の一貫指導体制を基に、全体の競技力を
維持・発展させるため、岩手県高等学校体育
連盟が実施する選手強化に要する経費の一部
を補助（補助率：定額、補助対象：岩手県高
等学校体育連盟）

岩手県中学校体育連盟強
化事業費補助
（保健体育課）

20.8

がん教育に携わる指導者の理解促進と資質向
上を図るために作成した指導マニュアルを普
及啓発するため、研修会等を開催

学校保健・学校安全教育の推進を図るため、
令和４年度に本県で開催される全国学校保
健・安全研究大会に係る経費の一部を負担
し、大会運営を支援

《Ⅲ》13-③　健康教育の充実

指導運営費（がん教育総
合支援事業費）
（保健体育課）

0.6 0.9 △ 0.3 Ⅲ-5

全国学校保健・安全研究
大会負担金
（保健体育課）

Ⅲ-5

令和４年度に本県で開催される全国中学校体
育大会(新体操競技）の大会運営を支援（補助
率：定額、補助対象：全国中学校体育大会岩
手県実行委員会）

６０プラスプロジェクト
推進事業費
（保健体育課）

3.0 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-5 ○

運動習慣、食習慣及び生活習慣の改善等の一
体的な取組を推進し、ＩＣＴ機器等を活用し
た保健管理、保健教育等に関する調査研究を
実施

《Ⅲ》13-②　適切な部活動体制の推進

全国中学校体育大会推進
事業費
（保健体育課）

5.0 0.0 皆増 新規

0.8 0.0 ○ ○ Ⅲ-5

中学生のスポーツ及び文化活動における「生
徒本位の有意義な活動の在り方」を周知する
研修会の開催や、岩手県における部活動の在
り方に関する方針等を検討

地域部活動推進実践研究
事業費
（保健体育課）

9.4 2.9

19.1 1.7 ○ Ⅲ-5

「希望郷いわて国体」を契機に確立された各
競技の一貫指導体制を基に、全体の競技力を
維持・発展させるため、岩手県中学校体育連
盟が実施する選手強化に要する経費の一部を
補助（補助率：定額、補助対象：岩手県中学
校体育連盟）

中学生スポーツ・文化活
動調査事業費
（保健体育課）

0.8

6.5 Ⅲ-5 ○
地域部活動を推進するための実践研究を行う
とともに、研究成果の普及・発信を行い、休
日の部活動の段階的な地域移行を促進

Ⅲ-5

運動習慣、食習慣及び生活習慣の改善等の一
体的な取組を推進し、ＩＣＴ機器等を活用し
た保健管理、保健教育等に関する調査研究を
実施

６０プラスプロジェクト
推進事業費
（保健体育課）

3.0 0.0 皆増 新規 ○

岩手県高等学校体育連盟
強化事業費補助
（保健体育課）

64.8 55.9 8.9

《Ⅲ》13　【体育】児童生徒の健やかな体を育みます

　学校体育の充実や適切な部活動の推進による児童生徒の体力の向上と健康の保持・増進に取り組むととも
に、学校保健活動などによる基本的な生活習慣や健康に関する正しい知識を身に付けさせる取組等を推進し
ます。

《Ⅲ》13-①　豊かなスポーツライフに向けた学校体育の充実
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（教育委員会） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

特別支援教育推進事業費
（特別支援教育かがやき
プラン推進事業費）
（学校教育室）

特別支援学校の教育環境の充実を図るため、
令和４年８月に新築移転予定の県立釜石祥雲
支援学校の授業や管理運営上必要な設備及び
スクールバスを整備

《Ⅲ》14-②　特別支援教育の多様なニーズへの対応

Ⅲ-5

特別支援学校高等部生徒等の実習先や就労先
の拡大を図るため、特別支援学校技能認定制
度の実施など、企業と連携した雇用の支援体
制を推進

《Ⅲ》14-①　就学前から卒業後までの一貫した支援の充実

特別支援教育推進事業費
（特別支援学校キャリア
教育推進事業費）
（学校教育室）

12.3 13.4 △ 1.1 ○

《Ⅲ》15-②　児童生徒に寄り添った教育相談体制の充実等による、不登校対策の推進

児童生徒健全育成推進費
（スクールソーシャル
ワーカー配置事業費）
（学校教育室）

16.5 15.3 1.2 Ⅲ-5

学校、家庭及び関係機関等の連携・調整や児
童生徒が置かれている環境の改善に関する支
援・指導のため、教育事務所にスクールソー
シャルワーカーを配置

○ Ⅲ-5
いじめ防止等の推進に向けて、関係機関・関
係団体の連携体制の強化を図るとともに、重
大事態等が発生した場合の調査等を実施

《Ⅲ》15　いじめ問題などに適切に対応し、一人ひとりがお互いを尊重する学校をつくります

　組織的な指導体制の充実によるいじめ事案への適切な対応や、相談体制の一層の充実等による不登校の未
然防止と適切な対応等に取り組みます。

《Ⅲ》15-①　いじめ防止対策の推進といじめ事案への適切な対処

児童生徒健全育成推進費
（いじめ問題総合対策事
業費）
（学校教育室）

0.8 0.8 0.0

○ Ⅲ-5

障がいのある幼児児童生徒に対する理解を深
めるための教員研修や社会が一体となった支
援の充実を推進するための特別支援教育サ
ポーター養成講座等を開催

《Ⅲ》14-④　教職員の専門性の向上

特別支援教育推進事業費
（いわて特別支援教育推
進プラン実践事業費）
（学校教育室）

0.6 0.7 △ 0.1 ○

《Ⅲ》14-③　県民と協働した特別支援教育体制づくりの推進

特別支援教育推進事業費
（いわて特別支援教育推
進プラン実践事業費）
（学校教育室）

0.6 0.7 △ 0.1 ○ Ⅲ-5

障がいのある幼児児童生徒に対する理解を深
めるための教員研修や社会が一体となった支
援の充実を推進するための特別支援教育サ
ポーター養成講座等を開催

医療的ケアが必要な児童生徒の学習環境を整
備するため、県立学校に看護師を配置

施設整備費（特別支援学
校整備事業費）
（教育企画室）

605.2 2,035.8 △ 1,430.6

特別支援学校の教育環境の充実を図るため、
令和４年８月に新築移転予定の県立釜石祥雲
支援学校の移転・新築工事を実施

○

管理運営費（釜石祥雲支
援学校整備事業費）
（学校教育室）

96.9 0.0 皆増 新規 ○

特別支援教育推進事業費
（県立学校医療的ケア体
制整備事業費）
（学校教育室）

93.1 87.7 5.4 Ⅲ-5

49.9 56.4 △ 6.5 ○ Ⅲ-5

障がい等により支援を必要とする生徒が充実
した学校生活を過ごせるよう、対象生徒が在
籍する県立高等学校に特別支援教育支援員を
配置

特別支援教育推進事業費
（いわて特別支援教育推
進プラン実践事業費）
（学校教育室）

0.6 0.7 △ 0.1 ○ Ⅲ-5

障がいのある幼児児童生徒に対する理解を深
めるための教員研修や社会が一体となった支
援の充実を推進するための特別支援教育サ
ポーター養成講座等を開催
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（教育委員会） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

学校が地域の人々と目標を共有し、地域と一
体となって生徒を育むため、県立学校に「コ
ミュニティ・スクール（学校運営協議会制
度）」を導入

校舎大規模改造事業費
（屋内運動場大規模改造
事業費）
（教育企画室）

4.1 0.0 皆増 新規 ○
生徒が安全で安心して学べる教育環境を整備
するため、県立高校の体育館の改修を実施
（設計等）

《Ⅲ》16-③　目標達成型の学校経営の推進

いわて地域学校連携促進
事業費
（生涯学習文化財課）

0.7 0.7 0.0 ○ Ⅲ-5 ○

○

校舎の老朽化に対応するとともに、特色ある
専門教育の連携を図るため、県立宮古商工高
等学校及び宮古水産高等学校の一体的整備等
を実施（設計等）

校舎大規模改造事業費
（校舎大規模改造事業
費）
（教育企画室）

676.1 332.1 344.0 ○
生徒が安全で安心して学べる教育環境を整備
するため、県立高校の校舎の施設改修を実施

学校が地域の人々と目標を共有し、地域と一
体となって子供たちを育むため、市町村にお
ける「コミュニティ・スクール（学校運営協
議会制度）」の導入を促進

指導運営費（県立学校コ
ミュニティ・スクール推
進事業費）
（学校教育室）

4.7 1.4 3.3 ○ Ⅲ-5

Ⅲ-5
児童生徒の安全に関する資質・能力の育成の
ため、学校・家庭・地域・関係機関が連携
し、防災教育及び安全教育の取組を実施

《Ⅲ》16-②　安全で快適な学校施設の整備

校舎建設事業費（校舎改
築事業費）
（教育企画室）

504.1 0.0 皆増 新規 ○

Ⅲ-5

学校における安全体制を整備するため、学校
安全体制研修会を開催するとともに、市町村
に対し、スクールガードリーダーの配置や子
どもの見守り活動等に要する経費を補助（補
助率：2/3、補助対象：市町村）

学校安全総合支援事業費
（学校教育室、保健体育
課）

7.5 8.2 △ 0.7

《Ⅲ》16　児童生徒が安全に学ぶことができる教育環境の整備や教職員の資質の向上を進めます

　学校・家庭・地域・関係機関との連携による通学時の見守りや、学校施設・設備の計画的な老朽化対策等
による学校安全に取り組むとともに、目標達成型の学校経営やコミュニティ・スクール等による魅力ある学
校づくり等に取り組みます。

《Ⅲ》16-①　安心して学べる環境の整備

指導運営費（地域ぐるみ
の学校安全体制整備推進
事業費）
（保健体育課）

2.4 2.5 △ 0.1

Ⅲ-5

教員の意欲を高め、ＩＣＴ活用能力や授業力
等の更なる向上を図るため、最新の教育動向
を踏まえた本県の教育課題に対応する研修を
実施

Ⅲ-5

不登校になりにくい魅力ある学校づくりのた
め、県内にモデル地域（中学校区）を指定
し、不登校の未然防止や初期対応の学校体制
づくり等の調査研究を実施

《Ⅲ》15-③　児童生徒の健全育成に向けた対策の推進

教職員研修費（授業力向
上研修費）
（学校教育室）

4.9 5.2 △ 0.3 ○ ○

Ⅲ-5
いじめ等に悩む児童生徒や保護者を支援する
ため、24時間対応の電話相談窓口を設置

児童生徒健全育成推進費
（魅力ある学校づくり調
査研究事業費）
（学校教育室）

0.8 0.8 0.0

児童生徒健全育成推進費
（24時間いじめ相談ダイ
ヤル事業費）
（学校教育室）

3.6 3.6 0.0

児童生徒健全育成推進費
（スクールカウンセラー
等配置事業費）
（学校教育室）

183.4 162.7 20.7 Ⅲ-5
いじめや不登校等の生徒指導上の諸課題に対
応するため、公立学校に臨床心理士等のス
クールカウンセラーを配置
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（教育委員会） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

人
口
減
少

Ⅴ-2

人
口
減
少

いわて高校魅力化・ふる
さと創生推進事業費
（ネットワーク共創事業
費）
（学校教育室）

13.2 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-5

小規模校における「高校魅力化」の取組を全
県に展開するため、外部人材の活用による高
校及び地域の「高校魅力化」の取組支援、情
報発信等を実施するとともに、県外生の受入
を推進

教職員人事管理費（ス
クールサポートスタッフ
配置事業費）
（教職員課）

12.5 15.0 △ 2.5

教員の勤務負担を軽減し、児童生徒への指導
や教材研究等に一層注力できる環境を整備す
るため、学習資料作成や配付等の業務支援を
行うスクールサポートスタッフを配置

0.4 0.4 0.0 ○
教職員の勤務環境を改善し、健康の保持・増
進を図るため、労働安全衛生体制の充実や疾
病の予防等の取組を総合的に実施

0.0

いわて高校魅力化・ふる
さと創生推進事業費（探
究共創事業費）
（学校教育室）

16.6 0.0 皆増 新規

《Ⅲ》16-④　魅力ある学校づくりの推進

高等学校教育改革推進費
（学校教育室）

副読本やその内容を踏まえた絵本を活用しな
がら、全県的な復興教育を推進するととも
に、「いわての復興教育プログラム」第３版
と絵本の英語版を新たに作成し、国内外に発
信

Ⅲ-5
児童生徒の安全に関する資質・能力の育成の
ため、学校・家庭・地域・関係機関が連携
し、防災教育及び安全教育の取組を実施

いわての復興教育推進事
業費
（学校教育室）

47.5 56.6 △ 9.1
一部
新規

○ Ⅲ-5

○

《Ⅲ》18　地域に貢献する人材を育てます

　「いわての復興教育」の推進による復興・発展を支える人材の育成、キャリア教育等の推進による地域産
業を担う人材の育成、海外に関わる機会の充実等による国際的な視野と地域に貢献する視野を持った人材の
育成等に取り組みます。

《Ⅲ》18-①　「いわての復興教育」の推進

学校安全総合支援事業費
（学校教育室、保健体育
課）

7.5 8.2 △ 0.7

中学校における生徒の学校生活の安定と充実
を図るため、教員を支援する非常勤講師を配
置

小学校におけるきめ細かな指導による基本的
生活習慣の定着と基礎学力の向上を図るた
め、教員を支援する非常勤講師を配置

教職員費（学校生活サ
ポート推進事業費）
（教職員課）

72.7 75.9 △ 3.2

《Ⅲ》16-⑥　教育への情熱と高い志を持つ有為な人材の確保・育成、資質向上

すこやかサポート推進事
業費
（教職員課）

72.7 75.9 △ 3.2

教職員人事管理費（市町
村立学校教職員人事管理
指導費、県立学校教職員
人事管理指導費）
（教職員課）

39.9 42.3 △ 2.4 ○
教員の人材確保・育成・資質向上を図るた
め、教員採用選考試験、教員募集、岩手大学
教職大学院派遣などの取組を実施

教職員人事管理費（教職
員の健康確保等推進事業
費）
（教職員課）

16.4 15.8 0.6 ○ Ⅲ-5

生徒にとってより良い教育環境の整備を図る
ため、「新たな県立高等学校再編計画後期計
画」に基づく取組を推進し、統合校の環境整
備等を実施

Ⅲ-5
いじめ等に悩む児童生徒や保護者を支援する
ため、24時間対応の電話相談窓口を設置

○

Ⅲ-5

高校と自治体や地元企業・大学等が協働し、
地域や地域産業の持つ魅力や課題等に触れな
がら探究的に学ぶ機会を共創する魅力ある学
校づくりへの取組を推進

《Ⅲ》16-⑤　多様な教育ニーズに対応する教育機会の提供

児童生徒健全育成推進費
（24時間いじめ相談ダイ
ヤル事業費）
（学校教育室）

3.6 3.6
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（教育委員会） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-2

人
口
減
少

Ⅴ-1

産業教育実習船代船建造
費
（教育企画室）

11.7 0.0 皆増 新規 ○
老朽化した共同実習船「りあす丸」の代船を
建造（設計）

いわて高校魅力化・ふる
さと創生推進事業費（探
究共創事業費）
（学校教育室）

16.6 0.0 皆増 新規 Ⅲ-5 ○

高校と自治体や地元企業・大学等が協働し、
地域や地域産業の持つ魅力や課題等に触れな
がら探究的に学ぶ機会を共創する魅力ある学
校づくりへの取組を推進

《Ⅲ》18-③　キャリア教育の推進とライフデザイン能力の育成

Ⅲ-5 ○
児童生徒の安全に関する資質・能力の育成の
ため、学校・家庭・地域・関係機関が連携
し、防災教育及び安全教育の取組を実施

平泉文化の総合的な研究を推進し、その成果
を普及するため、大学等と連携した調査研究
を実施するとともに平泉学フォーラムを開催

柳之御所遺跡整備調査事
業費
（生涯学習文化財課）

64.3 124.3 △ 60.0 Ⅲ-2

県立平泉世界遺産ガイダンスセンターを拠点
とし、柳之御所遺跡の保存と活用のため、発
掘調査を実施するとともに、史跡公園として
の整備を実施

《Ⅶ》40-③　世界遺産の持つ新たな魅力の発信

文化財保護推進費（平泉
文化研究機関整備推進事
業費）
（生涯学習文化財課）

4.0 4.3 △ 0.3 ○ Ⅲ-2

Ⅶ　歴史・文化

《Ⅶ》40　世界遺産の保存と活用を進めます

　「平泉の文化遺産」の世界遺産への拡張登録に向けて、柳之御所遺跡の価値を適切に伝えられるよう、史
跡整備などの取組を推進します。

《Ⅲ》18-⑨　岩手と世界をつなぐ人材の育成

いわて高校魅力化・ふる
さと創生推進事業費（探
究共創事業費）
（学校教育室）

16.6 0.0 皆増 新規 Ⅲ-5 ○

高校と自治体や地元企業・大学等が協働し、
地域や地域産業の持つ魅力や課題等に触れな
がら探究的に学ぶ機会を共創する魅力ある学
校づくりへの取組を推進

Ⅲ-5

グローバル人材の育成のため、外部検定試験
を活用し、中学生、高校生段階で必要な英語
力の向上を図るとともに、実践の機会として
英語のワークショップを開催

いわての地域国際化人材
育成事業費
（学校教育室）

8.9 9.6 △ 0.7 ○

Ⅲ-3
理数系人材の発掘及び育成を図るため、中学
生科学技術研究コンテストを開催

《Ⅲ》18-④　ものづくり産業人材の育成・確保・定着

指導運営費（理数系人材
育成事業費）
（学校教育室）

0.5 0.5 0.0

キャリアアップサポート
推進事業費補助
（学校教育室）

1.0 1.0 0.0 ○ Ⅲ-5

ものづくりや地域産業を支える人材を育成す
るため、岩手県産業教育振興会に対し、キャ
リアアップサポート事業の実施に要する経費
を補助（補助率：定額、補助対象：岩手県産
業教育振興会）

《Ⅲ》18-②　郷土に誇りと愛着を持ち、地域に貢献する教育の推進

学校安全総合支援事業費
（学校教育室、保健体育
課）

7.5 8.2 △ 0.7

Ⅲ-5

副読本やその内容を踏まえた絵本を活用しな
がら、全県的な復興教育を推進するととも
に、「いわての復興教育プログラム」第３版
と絵本の英語版を新たに作成し、国内外に発
信

○
いわての復興教育推進事
業費
（学校教育室）

47.5 56.6 △ 9.1
一部
新規

○
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（教育委員会） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

○

《Ⅶ》41-④　様々な文化財などを活用した交流の推進

文化財保護推進費（文化
財保護事業費）
（生涯学習文化財課）

74.9 61.9 13.0 ○ Ⅲ-2

国・県指定文化財の所有者等が行う修理、保
存整備、記録保存等に要する経費の一部を補
助（補助率：1/4・1/2、補助対象：国・県指
定文化財の所有者等）

32.3 44.1 △ 11.8

６０プラスプロジェクト
推進事業費
（保健体育課）

3.0 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-5 ○

運動習慣、食習慣及び生活習慣の改善等の一
体的な取組を推進し、ＩＣＴ機器等を活用し
た保健管理、保健教育等に関する調査研究を
実施

○

新しい時代を切り拓くプロジェクトの推進

○ Ⅲ-5
ＩＣＴ機器を活用した授業改善を図るため、
大学と連携した実証研究を実施し、その研究
成果を全県に普及

いわて学びの改革研究・
普及事業費
（教育企画室）

○

Ⅲ-5
生徒のニーズに応じた質の高い教育の充実を
図るため、総合教育センターから小規模校へ
の教育課程内での授業配信を実施

《Ⅶ》41　豊かな歴史や民俗芸能などの伝統文化が受け継がれる環境をつくり、交流を広げます

　「岩手県文化財保存活用大綱」等に基づき、市町村と連携しながら、文化財の適切な保存・継承と積極的
な活用に向けた取組を推進します。

遠隔教育ネットワーク構
築事業費
（学校教育室）

5.7 14.8 △ 9.1

確かな学力育成プラン推
進費
（学校教育室）

11.4 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-5

児童生徒の確かな学力を育成するため、学力
調査分析結果を活用し、各学校において検証
改善サイクルを確立する取組を訪問指導等に
より支援

○

○

145.7 66.0 79.7 Ⅲ-5 ○

○ Ⅲ-5
理科、数学の学力向上と科学的思考力の育成
を図るため、探究プログラム重点校における
理数教科に関する探究的な学びを推進

いわて進学支援ネット
ワーク事業費（探究プロ
グラム事業費）
（学校教育室）

16.5 20.0 △ 3.5 ○

■その他主要な事業

　生徒の自死という痛ましい事案が二度と発生しないよう、再発防止「岩手モデル」策定委員会において実
効性のある取組について議論を深め、「岩手モデル」の発信に取り組みます。

教職員人事管理費（再発
防止岩手モデル推進事業
費）
（教職員課）

4.7 4.7 0.0 ○
再発防止「岩手モデル」策定委員会において
実効性のある取組について議論を深め、研修
会等の開催による再発防止策を推進

８　学びの改革プロジェクト

市町村学校教育ＩＣＴ活
用促進事業費
（教育企画室）

84.9 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-5 ○

県と市町村が連携して学校教育における情報
化を推進するため、ＧＩＧＡスクール運営支
援センターを設置するとともに、ＩＣＴを効
果的に活用した新たな学びや、全県統一の統
合型校務支援システムの導入検討等を実施

県立学校ＩＣＴ機器整備
事業費
（教育企画室）

県立学校における新型コロナウイルス感染症
対策の強化のため、無線ＬＡＮ環境を特別教
室等に追加整備
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（教育委員会） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

管理運営費（特別支援学
校スクールバス感染症対
策支援事業費）
（学校教育室）

46.6 45.4 1.2
特別支援学校のスクールバスにおける新型コ
ロナウイルス感染症の感染リスクの低減を図
るため、スクールバスの増便等を実施

　新型コロナウイルス感染症対策を適時・適切に行い、教育活動に与える影響を最小限にとどめるための
様々な対策に引き続き取り組みます。

全日制高等学校教育活動
継続環境整備事業費
（教育企画室）

126.5 112.8 13.7
学校の実情に応じた新型コロナウイルス感染
症対策を実施

幼稚園教育推進費（公立
幼稚園等緊急環境整備事
業費補助）
（学校教育室）

4.0 7.6 △ 3.6

新型コロナウイルス感染症対策のため、市町
村が行う幼稚園等への保健衛生用品の配布に
要する経費を補助（補助率：1/2、補助対象：
市町村）

特別支援学校教育活動継
続環境整備事業費
（教育企画室）

52.2 46.4 5.8
学校の実情に応じた新型コロナウイルス感染
症対策を実施

教職員人事管理費（新型
コロナウイルス感染症対
策スクールサポートス
タッフ配置事業費）
（教職員課）

38.5 31.0 7.5
新型コロナウイルス感染症対策業務が増加し
ている教職員を支援するため、スクールサ
ポートスタッフを配置

幼稚園教育推進費（公立
幼稚園等ＩＣＴ環境整備
事業費補助）
（学校教育室）

7.5 23.3 △ 15.8

新型コロナウイルス感染症対策として、市町
村が行う市町村立幼稚園等における園務を改
善するためのＩＣＴ環境整備に要する経費を
補助（補助率：3/4、補助対象：市町村）

美術館施設整備費（文化
施設感染症予防等事業
費）
（生涯学習文化財課）

27.9 0.0 皆増 新規
新型コロナウイルス等の感染症対策のため、
県立美術館の空調設備の改修を実施
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【予算額】 （単位：百万円、％）

分野
横断

重
点

当初予算額 28,722.7 30,647.7 △ 1,925.0 △ 6.3

うち震災対応分 0.0 0.0 0.0 0.0

警察本部 令和４年度の主要事業
照
会
先

区分 ４年度当初予算額 ３年度当初予算額 増減額 増減率

会計課

予算担当

019-653-0110

2.0 0.7 ○

交通安全施設整備費
（交通規制課）

833.8

事業内容

特殊詐欺被害予防対策費
（生活安全企画課）

13.7

《政策推進関係》（警察本部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

「１０の政策分野」に基づく施策の推進

Ⅴ　安全

《Ⅴ》28　事故や犯罪が少なく、安全・安心に暮らせるまちづくりを進めます

　地域ぐるみで犯罪が起こりにくい環境づくりに取り組むとともに、交通事故抑止対策の推進や治安基盤
の強化を進めることにより、地域の安全や暮らしの安心を実感できる岩手の実現に向けた取組を展開しま
す。

《Ⅴ》28-①　地域ぐるみでの防犯意識の高揚に向けた取組の推進

特殊詐欺被害抑止のため、関係機関等と連携
し、高齢者等に対する効果的な広報啓発活動
を推進

「非行少年を生まない社
会づくり」推進事業費
（少年課）

0.5 0.5 0.0

1.0 0.0 ○

13.3 △ 0.4

《Ⅴ》28-⑤　交通事故抑止対策の推進

○

登下校時の子どもの安全を確保するため、
「子ども110番の家・車」の機能強化など、
総合的防犯対策を推進

犯罪被害者等に対する県民理解の醸成を図る
ため、犯罪被害者遺族等による命の尊さ、大
切さを伝える講演会を開催

被害者支援推進事業費
(県民課）

0.6

《Ⅴ》28-②　犯罪被害者を支える社会づくりの推進

0.6 0.0 ○

いわて登下校防犯プラン
推進事業費
（生活安全企画課）

1.0

非行少年等の立ち直り支援を推進するため、
大学生ボランティアの少年サポート隊による
勉学支援や社会奉仕活動、スポーツ活動等を
実施

《Ⅴ》28-③　少年の非行防止と保護対策の推進

交通安全活動推進事業費
（交通企画課）

1.3

子供や高齢者等が犠牲となる交通事故や危険
な違反行為を伴う妨害運転等を防止するた
め、メッセージ性の強い共感が得られる広報
啓発活動を推進

交通の安全と円滑を確保するため、交通危険
箇所への信号機等交通安全施設の整備、老朽
施設の更新及び交通管制機能の高度化等を推
進

49.9

0.4 △ 0.9
交通事故抑止を図るため、動画危険予測ト
レーニング装置を用いた参加・体験・実践型
の運転者教育を実施

○

783.9

交通安全広報啓発
フォー・アプローチ事業
費
（交通企画課）

1.3
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分野
横断

重
点

事業内容

《政策推進関係》（警察本部） （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

令和５年に本県で開催する第73回全国植樹祭
の警衛実施に向け、関係機関・団体と連携
し、警備諸対策・交通対策を推進

皆増 新規 ○

○

震災身元不明遺体のうち科学的資料(ＤＮＡ)
が入手できていないご遺体のミトコンドリア
ＤＮＡ型鑑定を行い、科学的資料(ＤＮＡ)の
入手とご遺体の身元特定を推進

全国植樹祭開催に伴う対
策事業費
（警備課）

治安基盤を強化するため、老朽化及び狭隘化
が著しい久慈警察署・県北運転免許センター
の移転新築整備を推進

警察署庁舎整備事業費
（会計課）

2,611.5

■その他主要な事業

　被災者に寄り添う警察活動を推進するため、震災身元不明遺体の身元特定を継続的に取り組みます。
　また、全国植樹祭の開催に向けた警備諸対策等を推進します。

37.0 0.0

震災身元不明遺体ミトコ
ンドリアＤＮＡ型鑑定事
業費
（捜査第一課）

0.8 0.4 0.4

267.5 3.6 ○

《Ⅴ》28-⑦　治安基盤の強化

244.7 △ 2,366.8 ○

263.9
治安基盤を強化するため、老朽化及び狭隘化
が著しい交番・駐在所の建替整備を推進

現有機の更新に伴い導入された中型ヘリコプ
ターの受入体制を確保するため、格納庫等の
移転新築整備を推進

県警ヘリコプター格納庫
等整備事業費
（地域課）

交番、駐在所建設事業費
（会計課）

703.3 4.5 698.8 ○

115



【予算額】 （単位：百万円、％）

分野
横断

Ⅴ-2

Ⅴ-2

Ⅴ-2

うち震災対応分 0.0 0.0 0.0 0.0

■主要事業一覧

広域振興局 令和４年度の主要事業

区分 ４年度当初予算額 ３年度当初予算額 増減額 増減率

当初予算額 74.1 86.1 △ 12.0 △ 13.9

《地域振興関係》 （単位：百万円）

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

飲食店の売上げ回復と、食産業・工芸産業を
中心とする商品の国内外への販路拡大を支援

○
Ⅰ-1
Ⅰ-3

ＩＴ産業・ヘルスケア関連産業等を中心とし
た、ものづくり産業の育成や振興のため、企
業に対する産学官連携及び新卒者の人材確保
の支援を行うほか、スマート農業技術の導入
を促進

事業内容

Ⅰ　盛岡広域振興局（県央広域振興圏）　［連絡先：経営企画部　019-629-6510］

みらいもりおかプロジェ
クト事業費

6.0

重
点

　県央地域の振興を図るため、産学官連携によるＩＴ産業の育成やものづくり産業の振興、観光・食・ス
ポーツを連携させた交流促進による地域経済の活性化に取り組みます。

■　産学官連携によるＩＴ産業の育成やものづくり産業の振興

5.2 0.8
一部
新規

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅰ-1

■　観光・食・スポーツを連携させた交流促進による地域経済の活性化

もりおか広域食関連産業
等販路開拓支援事業費

5.4

○
Ⅰ-4
Ⅳ-1

分野を横断した取組や市町・関係団体等との
連携強化により、ものづくり産業が集積し農
業の一大生産地である県南地域の強みを生か
した人口減少対策を実施

Ⅱ　県南広域振興局（県南広域振興圏）　［連絡先：経営企画部　0197-22-2812］

　県南地域の振興を図るため、県南地域の強みを生かした人口減少対策に取り組むとともに、新技術の導
入支援や管内企業のものづくり人材の育成による生産性の向上に取り組みます。

■　人材育成による地元定着の推進や移住・定住の促進

いわて県南移住定住総合
コーディネート事業費

7.8 0.0 皆増 新規

人
口
減
少

多彩な地域資源を活用した滞在・周遊型観光
を推進するとともに、新型コロナウイルス感
染症の収束を見据え、多様な観光ニーズに対
応した受入態勢を強化し、魅力ある観光地づ
くりを展開

■　地域企業の技術力及び生産性向上の支援

北上川流域生産性向上対
策事業費

8.0 8.3 △ 0.3
一部
新規

○

デ
ジ
タ
ル
化

○ Ⅰ-2

Ⅰ-1
Ⅰ-3
Ⅲ-5

ＩｏＴ等の新技術の導入支援や生産現場にお
ける実装化に向けた実証、ものづくり人材の
育成・確保の取組を実施

6.5 △ 1.1
一部
新規

もりおか広域連携観光魅
力づくり推進事業費

4.5 8.5 △ 4.0
一部
新規
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分野
横断

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容
重
点

Ⅴ-3

Ⅴ-3

Ⅴ-3

Ⅴ-4

Ⅴ-4

Ⅴ-4

Ⅴ-4

■　生産性と付加価値の高いものづくり産業等の育成

三陸水産加工業等支援事
業費

3.1 7.7 △ 4.6
一部
新規

○ Ⅰ-1

水産加工業者の経営力強化を図るため、中小
企業基盤整備機構と連携した経営改善への支
援強化や専門人材の確保に向けた支援のほ
か、飲食・宿泊事業者等、水産加工業の取引
先に対する経営支援を実施

3.2 10.0 △ 6.8
一部
新規

○
Ⅰ-2
Ⅳ-1
Ⅳ-2

三陸への誘客促進を図るため、タウン誌等を
活用した隣県への観光情報の発信及び震災・
防災を学ぶ教育旅行の誘致のほか、首都圏に
向けた旅行商品の造成・催行支援を実施

△ 1.0
一部
新規

○

0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-1

グ
リ
ー

ン

■　所得向上を目指した産業振興

Ⅰ-1
生産性向上による地域産業の成長を促進する
とともに、食産業やアパレル産業など個性豊
かな地域産業の情報発信等を支援

北いわて産業競争力強化
事業費

8.0 9.0

Ⅳ　県北広域振興局（県北広域振興圏）　［連絡先：経営企画部　0194-53-4981］

■　多様な資源と新たな交通ネットワークを生かした観光振興

三陸観光推進リスタート
事業費

県産サーモン養殖確立支
援事業費

10.9 0.0 皆増 新規 ○
Ⅰ-1
Ⅰ-3

 
県産サーモンの海面養殖確立を図るため、大
学と連携した新たな養殖技術の開発や販路確
保に向けたＰＲの推進のほか、加工技術の高
度化や加工品等の開発支援を実施

■　漁業生産量の回復や水産物の高付加価値化による水産振興

Ⅲ　沿岸広域振興局（沿岸広域振興圏）　［連絡先：経営企画部　0193-25-2701］

　東日本大震災津波からの復旧・復興で整備された基盤や資源を活用し、地域活力の更なる向上に向け
て、各地で取組が進むサーモン養殖の確立や、地域の基幹産業である水産加工業の振興、新たな交通ネッ
トワークを生かした観光産業の回復に取り組みます。

　県北地域の振興を図るため、若者や女性が活躍する地域づくりの推進、食産業とものづくり産業の振
興、御所野遺跡を核とした地域活性化や広域観光の推進に取り組むとともに、再生可能エネルギーを生か
した地域づくりに取り組みます。

■　若者や女性が活躍する地域づくり

働くなら北いわて、暮ら
すなら北いわて推進事業
費

4.7 6.0 △ 1.3
一部
新規

○ Ⅰ-4
若者や女性が安心して働き子育てできる取組
を推進するとともに、若者の地元就職や移住
定住に向けた取組を支援

人
口
減
少

北いわての豊富な再生可能エネルギーを生か
した地域づくりに向け理解を促進するため、
管内学校等への出前授業を実施

北いわての地域資源を活
用した魅力発信事業費

12.1 10.6 1.5
一部
新規

○ Ⅰ-2

御所野遺跡の世界遺産登録記念事業等を展開
するとともに、県北地域の観光コンテンツの
充実や周遊促進の取組を実施して誘客拡大を
推進

■　北いわてのポテンシャルを生かした未来づくり

北いわて再生可能エネル
ギー推進事業費

0.3
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分野
横断

事業名
R4当初
予算額

R3当初
予算額

差引
新規
の別

政
ﾌﾟﾛ

単
独

ふる
さと

再
掲

事業内容
重
点

Ⅴ-2

Ⅴ-2

Ⅴ-3

Ⅴ-3

Ⅴ-3

Ⅴ-4

Ⅴ-4

Ⅴ-4

Ⅴ-4

Ⅴ-2

Ⅴ-3

Ⅴ-3

Ⅰ-1
Ⅰ-3

○

デ
ジ
タ
ル
化

Ⅰ-1 ○

ＩＴ産業・ヘルスケア関連産業等を中心とし
た、ものづくり産業の育成や振興のため、企
業に対する産学官連携及び新卒者の人材確保
の支援を行うほか、スマート農業技術の導入
を促進

２　北上川バレープロジェクト

北上川流域生産性向上対
策事業費

8.0 8.3 △ 0.3
一部
新規

○
Ⅰ-1
Ⅰ-3
Ⅲ-5

○
ＩｏＴ等の新技術の導入支援や生産現場にお
ける実装化に向けた実証、ものづくり人材の
育成・確保の取組を実施

みらいもりおかプロジェ
クト事業費

6.0 5.2 0.8
一部
新規

○

北いわての豊富な再生可能エネルギーを生か
した地域づくりに向け理解を促進するため、
管内学校等への出前授業を実施

グ
リ
ー

ン

北いわて産業競争力強化
事業費

北いわて再生可能エネル
ギー推進事業費

0.3 0.0 皆増 新規 ○ Ⅲ-1 ○

生産性向上による地域産業の成長を促進する
とともに、 食産業やアパレル産業など個性
豊かな地域産業の情報発信等を支援

北いわての地域資源を活
用した魅力発信事業費

12.1 10.6 1.5
一部
新規

○ Ⅰ-2 ○

御所野遺跡の世界遺産登録記念事業等を展開
するとともに、県北地域の観光コンテンツの
充実や周遊促進の取組を実施して誘客拡大を
推進

○
Ⅰ-1
Ⅰ-3

○

 
県産サーモンの海面養殖確立を図るため、大
学と連携した新たな養殖技術の開発や販路確
保に向けたＰＲの推進のほか、加工技術の高
度化や加工品等の開発支援を実施

みらいもりおかプロジェ
クト事業費

6.0 5.2 0.8
一部
新規

○
Ⅰ-1
Ⅰ-3

○

デ
ジ
タ
ル
化

 
県産サーモンの海面養殖確立を図るため、大
学と連携した新たな養殖技術の開発や販路確
保に向けたＰＲの推進のほか、加工技術の高
度化や加工品等の開発支援を実施

水産加工業者の経営力強化を図るため、中小
企業基盤整備機構と連携した経営改善への支
援強化や専門人材の確保に向けた支援のほ
か、飲食・宿泊事業者等、水産加工業の取引
先に対する経営支援を実施

Ⅰ-1
Ⅰ-3

○

三陸への誘客促進を図るため、タウン誌等を
活用した隣県への観光情報の発信及び震災・
防災を学ぶ教育旅行の誘致のほか、首都圏に
向けた旅行商品の造成・催行支援を実施

11　人交密度向上プロジェクト

三陸観光推進リスタート
事業費

3.2 10.0 △ 6.8
一部
新規

○
Ⅰ-2
Ⅳ-1
Ⅳ-2

○

IT産業・ヘルスケア関連産業等を中心とし
た、ものづくり産業の育成や振興のため、企
業に対する産学官連携及び新卒者の人材確保
の支援を行うほか、スマート農業技術の導入
を促進

６　農林水産業高度化推進プロジェクト

県産サーモン養殖確立支
援事業費

10.9 0.0 皆増 新規

デ
ジ
タ
ル
化

新しい時代を切り拓くプロジェクトの推進

○
三陸水産加工業等支援事
業費

3.1 7.7 △ 4.6
一部
新規

３　三陸防災復興ゾーンプロジェクト

県産サーモン養殖確立支
援事業費

10.9 0.0 皆増 新規 ○

○
若者や女性が安心して働き子育てできる取組
を推進するとともに、若者の地元就職や移住
定住に向けた取組を支援

４　北いわて産業・社会革新ゾーンプロジェクト

三陸観光推進リスタート
事業費

3.2 10.0 △ 6.8
一部
新規

○
Ⅰ-2
Ⅳ-1
Ⅳ-2

○

三陸への誘客促進を図るため、タウン誌等を
活用した隣県への観光情報の発信及び震災・
防災を学ぶ教育旅行の誘致のほか、首都圏に
向けた旅行商品の造成・催行支援を実施

働くなら北いわて、暮ら
すなら北いわて推進事業
費

4.7 6.0 △ 1.3
一部
新規

○ Ⅰ-4

人
口
減
少

8.0 9.0 △ 1.0
一部
新規

○ Ⅰ-1 ○
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